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○北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する規則

平成６年３月２９日 

規則第１３号  

改正 平成１０年６月２６日規則第６１号  

平成１０年１０月２日規則第７９号  

平成１２年３月２９日規則第３０号  

平成１２年１２月２２日規則第１０６号 

平成１５年１１月２８日規則第９５号 

平成１６年１０月２７日規則第８３号 

平成１７年３月１日規則第６号  

平成１８年６月３０日規則第７１号  

平成２０年１０月２７日規則第６４号 

平成２３年４月１日規則第３５号  

令和元年６月２７日規則第１２号  

令和２年３月１７日規則第１１号  

令和４年２月２５日規則第２号  

目次 

第１章 総則（第１条）  

第２章 一般廃棄物（第２条―第１０条の２）

第３章 産業廃棄物（第１１条・第１２条）

第４章 事業用大規模建築物の所有者等の責務（第１３条―第２２条）

第５章 浄化槽（第２３条―第２６条）  

第６章 手数料等（第２７条・第２８条）

第７章 雑則（第２９条―第３１条）  

付則 

第１章 総則  

（趣旨） 

第１条 この規則は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号。以下「廃掃法」という。）、浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）
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及び北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成５年北九州市条

例第２８号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるも

のとする。 

第２章 一般廃棄物 

（事業者が排出する多量の一般廃棄物の範囲）  

第２条 廃掃法第６条の２第５項の多量の一般廃棄物とは、１日の平均排出量

が５０キログラム以上の一般廃棄物とする。  

（一般廃棄物の収集、運搬及び処分の基準）  

第３条 条例第１２条第３項の規則で定める一般廃棄物の収集、運搬及び処分

の基準は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３

００号。以下「政令」という。）第３条及び第４条の２各号に掲げる基準に

よるものとする。  

（事業系一般廃棄物の受入基準）  

第４条 条例第１９条第１項の規則で定める受入基準は、次のとおりとする。  

（１） 市の区域内において発生した事業系一般廃棄物であって、次のいず

れにも該当しないものであること。  

ア 有害性のある物 

イ 特別管理一般廃棄物  

ウ 引火性のある物 

エ 液状の物 

オ 粉末状又はか粒状で飛散するおそれのある物  

カ 焼却施設にあっては、焼却に適さない物  

キ 埋立処分場にあっては、著しく悪臭又は刺激臭を発する物  

ク その他市の処理施設の管理運営に支障を及ぼすおそれのある物  

（２） 事業系一般廃棄物の運搬に当たって、事業者が政令第３条第１号に

規定する一般廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準のうち、運搬に関

する基準を遵守していること。  

（３） 前２号に掲げるもののほか、再使用又は再生利用の促進及び市の処

理施設の適正な管理運営のために市長が別に定める基準に適合するもので
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あること。 

（平１６規則８３・平１８規則７１・一部改正）  

（一般廃棄物処理業の許可の申請）  

第５条 廃掃法第７条第１項の規定により一般廃棄物収集運搬業の許可を受け

ようとする者及び同条第６項の規定により一般廃棄物処分業の許可を受けよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出しなければな

らない。 

（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  

（２） 取り扱う一般廃棄物の種類  

（３） 収集、運搬又は処分の区別  

（４） 事務所及び事業場の所在地  

（５） 事業の区域 

（６） 事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所及び処理能力  

（７） 事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要  

（８） 事業開始年月日  

（９） 従業員の数 

（１０） 処理料金 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付するものとする。  

（１） 事業場及び事業の用に供する施設の設置場所の付近の見取図  

（２） 住民票の写し（法人にあっては、定款の謄本及び登記事項証明書）  

（３） 申請者が廃掃法第７条第５項第４号イからトまで及びリからルまで

に該当しない旨を記載した書類  

（４） 従業員名簿 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面  

３ 前２項の規定は、廃掃法第７条第２項又は第７項に規定する許可の更新を

受けようとする者について準用する。 

（平１５規則９５・平１７規則６・平２０規則６４・令２規則１１・一

部改正） 

（変更の許可等）  

34



第６条 一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者は、廃掃法第７条の

２第１項の規定により前条第１項第２号に定める事項の変更の許可を受けよ

うとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出しなければ

ならない。 

（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  

（２） 許可年月日及び許可番号  

（３） 変更の内容及び理由並びに変更予定年月日  

（４） 変更に係る事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所及び処理

能力 

（５） 変更に係る事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要  

（６） 従業員の数 

（７） 変更に係る処理料金  

２ 前条第２項の規定は、前項の申請書について準用する。  

（平１２規則３０・一部改正）  

第７条及び第８条  削除  

（平２３規則３５） 

（事業の運営状況の報告）  

第９条 一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者は、毎月の事業の運

営状況について当該月の翌月の１０日までに市長に報告しなければならない。 

（一般廃棄物処理施設の維持管理状況等の報告）  

第１０条 一般廃棄物処理施設の設置者は、当該施設の毎月の維持管理の状況

について、当該月の翌月の１０日までに市長に報告しなければならない。  

（平１２規則３０・一部改正）  

（生活環境影響調査の調査書の縦覧の告示）  

第１０条の２ 条例第２２条の３の規定による告示は、次に掲げる事項につい

て行うものとする。 

（１） 条例第２２条の２に規定する対象施設（以下「対象施設」という。）

の名称 

（２） 対象施設の設置の場所  
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（３） 対象施設の種類  

（４） 対象施設において処理する一般廃棄物の種類  

（５） 対象施設の処理能力（一般廃棄物の最終処分場である場合にあって

は、一般廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量）  

（６） 条例第２２条の２に規定する生活環境影響調査を実施した項目  

（７） 条例第２２条の２に規定する調査書の縦覧場所、縦覧期間及び縦覧

時間 

（８） 条例第２２条の４第１項に規定する意見書の提出要領、提出先及び

提出期限 

（平１０規則７９・追加）  

第３章 産業廃棄物 

（産業廃棄物の受入基準）  

第１１条 条例第２２条第１項の規則で定める受入基準は、次のとおりとする。 

（１） 条例第２１条第２項の規定により告示された産業廃棄物であること。 

（２） 産業廃棄物の運搬に当たって、事業者が政令第６条第１項に規定す

る産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準のうち、運搬に関する基

準を遵守していること。  

（３） 前２号に掲げるもののほか、再使用又は再生利用の促進及び市の処

理施設の適正な管理運営のために市長が別に定める基準に適合するもので

あること。 

（平１２規則３０・平１６規則８３・平１８規則７１・一部改正）  

（産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処理業の許可の申請等）  

第１２条 廃掃法第１４条第１項の規定により産業廃棄物収集運搬業の許可を

受けようとする者、同条第６項の規定により産業廃棄物処分業の許可を受け

ようとする者、廃掃法第１４条の４第１項の規定により特別管理産業廃棄物

収集運搬業の許可を受けようとする者及び同条第６項の規定により特別管理

産業廃棄物処分業の許可を受けようとする者は、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下この条において「施

行規則」という。）第９条の２第１項及び第２項、第１０条の４第１項及び
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第２項、第１０条の１２並びに第１０条の１６に規定する書類のほか、市長

が必要と認める事項を記載した書類を市長に提出しなければならない。  

２ 産業廃棄物収集運搬業者又は産業廃棄物処分業者は、廃掃法第１４条の２

第１項の規定によりその事業の範囲の変更の許可を受けようとするときは、

施行規則第１０条の９に規定する書類のほか、前項の規定により市長が必要

と認める事項を記載した書類を市長に提出しなければならない。  

３ 特別管理産業廃棄物収集運搬業者又は特別管理産業廃棄物処分業者は、廃

掃法第１４条の５第１項の規定によりその事業の範囲の変更の許可を受けよ

うとするときは、施行規則第１０条の２２に規定するもののほか、第１項の

規定により市長が必要と認める事項を記載した書類を市長に提出しなければ

ならない。 

（平１５規則９５・一部改正）  

第４章 事業用大規模建築物の所有者等の責務  

（事業用大規模建築物）  

第１３条 条例第２３条第１項の規則で定める事業用の大規模建築物（以下「事

業用大規模建築物」という。）は、次のとおりとする。 

（１） 大規模小売店舖立地法（平成１０年法律第９１号）第２条第２項に

規定する大規模小売店舗  

（２） 大規模小売店舗立地法第２条第２項の一の建物であって、その建物

内の小売業（飲食店業を除くものとし、物品加工修理業を含む。）を行う

ための店舖の用に供される床面積の合計が５００平方メートルを超え１，

０００平方メートル以下のもの  

（３） 前２号に掲げるもののほか、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第２条第１項に規定する特定建築物  

（平１８規則７１・一部改正）  

（大量排出事業所） 

第１４条 条例第２３条第１項の規則で定める大量に事業系廃棄物を排出する

事業所（以下「大量排出事業所」という。）は、市の処理施設を利用して事

業系一般廃棄物を処分する事業所でその搬入量が年間３６トン以上又は月平
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均３トン以上であるものとする。  

（廃棄物管理責任者の選任等）  

第１５条 条例第２４条の規定による廃棄物管理責任者の選任は、事業用大規

模建築物又は大量排出事業所（以下「事業用大規模建築物等」という。）ご

とに行わなければならない。  

２ 前項の選任を行うに当たっては、１の事業用大規模建築物等の廃棄物管理

責任者が、同時に他の事業用大規模建築物等の廃棄物管理責任者とならない

ようにしなければならない。ただし、同一敷地内又は近接する場所に存する

２以上の事業用大規模建築物等の所有者又は事業者が同じである場合で、１

人の廃棄物管理責任者が当該２以上の事業用大規模建築物等の廃棄物管理責

任者となってもその職務を遂行するに当たって特に支障がないと認めるとき

は、この限りでない。 

３ 条例第２４条の規定による廃棄物管理責任者の選任の届出は、その選任を

した日から３０日以内に廃棄物管理責任者選任（変更）届により行わなけれ

ばならない。廃棄物管理責任者を変更したときも同様とする。  

（再使用又は再生利用に関する計画書の作成及び提出） 

第１６条 条例第２５条の規定による事業系廃棄物の再使用又は再生利用に関

する計画書の作成は、年度（４月１日から翌年３月３１日までとする。）ご

とに行うものとする。 

２ 条例第２５条の規定による事業系廃棄物の再使用又は再生利用に関する計

画書の提出は、別に定める様式により、毎年５月３１日までに行うものとす

る。 

（平１８規則７１・一部改正）  

（廃棄物保管場所の設置基準）  

第１７条 条例第２６条及び第２７条第１項の規則で定める廃棄物の保管場所

の設置基準は、次のとおりとする。  

（１） 廃棄物を十分に収納し、その種類に応じた適切な保管ができること。  

（２） 廃棄物の搬入、搬出等の作業が容易にできること。  

（３） 廃棄物が飛散し、流失し、地下へ浸透し、悪臭が発散し、及び雨水
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が流入するおそれがないように必要な措置を講ずること。 

（４） ねずみが生息し、及び蚊、はえその他の害虫が発生しないようにす

ること。 

（５） 作業の安全を確保するために換気、採光、排水等について必要な措

置を講ずること。  

（６） 保管場所には、保管物の種類、保管方法及び保管施設の取扱いその

他注意事項を表示すること。  

（再使用等対象物保管場所の設置基準） 

第１８条 条例第２６条及び条例第２７条第２項の規則で定める再使用又は再

生利用の対象となる廃棄物（以下「再使用等対象物」という。）の保管場所

の設置基準は、次のとおりとする。  

（１） 再使用等対象物とその他の廃棄物の保管場所は明確に区分し、廃棄

物から生ずる汚水等により再使用等対象物が汚染されないようにすること。 

（２） 再使用等対象物を十分に収納し、その種類に応じた適切な保管がで

きること。 

（３） 再使用等対象物の搬入、搬出等の作業が容易にできること。  

（４） 再使用等対象物が飛散し、又は雨水が流入しないように必要な措置

を講ずること。  

（５） 保管場所には、再使用等対象物の種類、保管方法、保管施設の取扱

いその他注意事項を表示すること。  

（平１８規則７１・一部改正）  

（廃棄物保管場所の設置届）  

第１９条 条例第２７条第１項の規定による届出は、廃棄物保管場所設置届に

より、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による

当該事業用大規模建築物の建築の確認の申請の前までに行うものとする。  

（改善勧告） 

第２０条 条例第２８条の規定による勧告は、書面により行うものとする。  

（公表） 

第２１条 条例第２９条第１項の規定による公表は、事業用大規模建築物等の
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名称及び所在地、事業用大規模建築物の所有者若しくは大量排出事業所の事

業者又は事業用大規模建築物の建設者の氏名又は名称、法人にあっては代表

者の氏名、勧告の概要、公表の理由その他必要な事項を北九州市公報に登載

して行うものとする。 

（受入れの拒否）  

第２２条 市長は、条例第３０条の規定により市の施設への事業系廃棄物の受

入れを拒否するときは、事業用大規模建築物の所有者若しくは大量排出事業

所の事業者又は事業用大規模建築物の建設者に対し、その旨を書面により通

知するものとする。 

第５章 浄化槽  

（浄化槽清掃業の許可の申請）  

第２３条 環境省関係浄化槽法施行規則（昭和５９年厚生省令第１７号）第１

０条第２項第５号に定める市長が必要と認める書類は、次に掲げる事項を記

載した書類とする。 

（１） 従業員の数及び従業員名簿  

（２） 浄化槽の清掃に係る料金  

（３） 事業計画書 

（平１２規則１０６・一部改正）  

（工事完了等の届出） 

第２４条 浄化槽法第５条第１項の規定により浄化槽の設置等の届出をした者

は、当該届出に係る浄化槽の工事が完了したときは、速やかにその旨を市長

に届け出なければならない。当該浄化槽を廃止したときも同様とする。  

（浄化槽の水質検査） 

第２５条 処理対象人員が５００人以下の浄化槽の浄化槽管理者は、処理対象

人員が１０１人以上５００人以下のものにあっては毎年２回以上、処理対象

人員が１００人以下のものにあっては毎年１回以上市長が別に定める検査項

目についての放流水の水質検査を市長が指定する者から受け、その結果を検

査を受けた日から１５日以内に市長に報告するよう努めなければならない。  

（平１２規則３０・一部改正）  
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（許可の取消し等） 

第２５条の２ 市長は、浄化槽清掃業者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、浄化槽法第４１条第２項の規定により、その許可を取り消し、又は６月

以内の期間を定めてその事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができ

る。 

（１） 偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。  

（２） 浄化槽法又は同法の規定に基づく処分に違反したとき。  

（平１５規則９５・追加）  

（準用規定） 

第２６条 第９条の規定は浄化槽清掃業者に、第１０条の規定は浄化槽管理者

について準用する。この場合において、第９条中「一般廃棄物収集運搬業者

又は一般廃棄物処分業者」とあるのは「浄化槽清掃業者」と、「廃掃法」と

あるのは「浄化槽法」と、第１０条第１項中「一般廃棄物処理施設の設置者」

とあるのは「浄化槽管理者」と、「施設」とあるのは「浄化槽」と読み替え

るものとする。 

（平１２規則３０・平１５規則９５・一部改正）  

第６章 手数料等  

（手数料の徴収方法等）  

第２７条 条例第３３条第２項の規則で定める一般廃棄物処理手数料の徴収方

法等については、別表のとおりとする。 

（処理の費用） 

第２８条 条例第３５条第１項の産業廃棄物の処理に要する費用は、搬入の都

度徴収する。ただし、継続的に搬入するときは、１月ごとにまとめて徴収す

ることができる。  

第７章 雑則  

（身分を示す証明書） 

第２９条 条例第３８条第２項に規定する証明書の様式は、別記様式のとおり

とする。 

（申請書等の様式） 
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第３０条 廃掃法、浄化槽法、条例及びこの規則で必要とする申請書等の様式

は、別に環境局長が定める。  

（委任） 

第３１条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に環境局長が定める。  

付 則  

（施行期日） 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。  

（北九州市廃棄物の処理、清掃等に関する規則の廃止） 

２ 北九州市廃棄物の処理、清掃等に関する規則（昭和６０年北九州市規則第

５５号。以下「旧規則」という。）は、廃止する。  

（経過措置） 

３ この規則の施行前に旧規則の規定によってした手続きその他の行為は、こ

の規則中これらに相当する規定があるときは、この規則の相当規定によって

したものとみなす。 

４ 別表の規定は、この規則の施行の日以後になされる一般廃棄物の処理に係

る一般廃棄物処理手数料について適用し、同日前になされた一般廃棄物の処

理に係る一般廃棄物処理手数料については、なお従前の例による。  

付 則（平成１０年６月２６日規則第６１号）  

（施行期日） 

１ この規則は、平成１０年７月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後になされる一般廃棄物の

処理に係る手数料について適用し、同日前になされた一般廃棄物の処理に係

る手数料については、なお従前の例による。  

付 則（平成１０年１０月２日規則第７９号）  

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成１２年３月２９日規則第３０号）  

この規則は、平成１２年４月１日から施行する。ただし、第１１条第２号の

改正規定及び別表のごみ処理手数料の定期的に収集するごみ及び粗大ごみの処
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理に係るものの項備考の欄第２項の改正規定は、公布の日から施行する。  

付 則（平成１２年１２月２２日規則第１０６号）  

この規則は、平成１３年１月６日から施行する。  

付 則（平成１５年１１月２８日規則第９５号）  

この規則は、平成１５年１２月１日から施行する。  

付 則（平成１６年１０月２７日規則第８３号）  

この規則は、平成１６年１１月１日から施行する。  

付 則（平成１７年３月１日規則第６号）抄  

この規則は、平成１７年３月７日から施行する。  

付 則（平成１８年６月３０日規則第７１号）  

この規則は、平成１８年７月１日から施行する。ただし、第１３条の改正規

定及び同条に各号を加える改正規定は、平成１９年４月１日から施行する。  

付 則（平成２０年１０月２７日規則第６４号）  

この規則は、平成２０年１２月１日から施行する。  

付 則（平成２３年４月１日規則第３５号）  

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（令和元年６月２７日規則第１２号）  

この規則は、令和元年７月１日から施行する。  

付 則（令和２年３月１７日規則第１１号）  

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（令和４年２月２５日規則第２号）  

この規則は、公布の日から施行する。 

別表（第２７条関係） 

（平１０規則６１・平１２規則３０・平１８規則７１・令４規則２・一

部改正） 

種別 期別 算定期間 納入期限  備考 

ごみ

処理

手数

定期

的に

収集

― ― その都度  １ 定期的に収集するごみの

処理に係る手数料は、地方

自治法施行令（昭和２２年
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料 する

ごみ

及び

粗大

ごみ

の処

理に

係る

もの 

政令第１６号）第１５８条

第１項の規定により収納の

事務を委託された者（以下

「収納事務受託者」とい

う。）に納付するものとす

る。 

２ 粗大ごみの処理に係る手

数料は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２

３１条の２の３第１項に規

定する指定納付受託者（以

下「指定納付受託者」とい

う。）に納付を委託し、又

は収納事務受託者に納付す

るものとする。 

３ 定期的に収集するごみに

は、手数料納付の際交付を

受けた市長が指定する袋を

使用するものとする。 

４ 粗大ごみには、指定納付

受託者に納付を委託する場

合は委託の際通知を受けた

市長が別に定める事項を記

載した紙面その他の物を、

収納事務受託者に納付する

場合は手数料納付の際交付

を受けた市長が別に定める

粗大ごみ処理手数料納付券

を添付するものとする。  
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５ 既納の手数料は還付しな

い。ただし、市長が特別の

理由があると認めるとき

は、この限りでない。 

上記

以外

のも

の 

― ― その都度  市長が指定する施設に自ら搬

入する場合において、継続的

に搬入するときは、１月ごと

にまとめて徴収することがで

きる。 

し尿処理手

数料 

第１期  ２月１日から

３月３１日ま

で 

算定期間

の翌月の

末日 

１ 市長が指定する施設に自

ら搬入する場合は、その都

度徴収する。ただし、継続

的に搬入するときは、１月

ごとにまとめて徴収するこ

とができる。  

２ し尿処理手数料のうち、

人員により算定するものに

ついては、期の途中でし尿

収集を開始したとき若しく

は停止したとき又は人員数

に異動があったときは当該

期の翌期から更正する。  

３ し尿処理手数料を離島の

自治会等に収納委託する場

合は、市長が別に定める。  

第２期  ４月１日から

５月３１日ま

で 

第３期  ６月１日から

７月３１日ま

で 

第４期  ８月１日から

９月３０日ま

で 

第５期  １０月１日か

ら１１月３０

日まで 

第６期  １２月１日か

ら１月３１日

まで 

犬、猫等動物― ― その都度    
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の死体処理

手数料  
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北九州市告示第９４号 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法

」という。）第６条第１項の規定により、令和５年度の一般廃棄物処理実施計

画を定めたので、北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成５年

北九州市条例第２８号。以下「条例」という。）第１１条第１項の規定により

、次のとおり告示する。 

令和５年３月３１日 

北九州市長 武 内 和 久 

令和５年度一般廃棄物処理実施計画 

１ 一般廃棄物の区分 

（１） ごみ 

ア 市収集ごみ

（ア） 家庭ごみ

ａ 家庭から排出される日常生活に伴って生ずる生ごみ、プラスチッ

ク類及び紙くず並びにこれらと性状が同等に取り扱い得るもの

ｂ 家庭の住居と事業所が建物の構造上一体で、家庭から排出される

ものと事業活動に伴って排出される一般廃棄物との区別が難しく、

家庭並みのごみ量の事業所から排出されるもの 

（イ） 粗大ごみ

ａ 家庭から排出される家具、寝具、電化製品、厨房器具、自転車等

で、家庭ごみ及び資源化物として収集しないもの 

ｂ 引越し等に伴い一時的に多量に家庭から排出されるもの 

（ウ） 資源化物

家庭から排出されるものであって次に掲げるもの 

ａ かん 

ｂ びん 

ｃ ペットボトル 

ｄ プラスチック製容器包装 

ｅ 紙製の容器包装（飲料を充てんするための容器（原材料としてア

ルミニウムが利用されているものを除く。）に限る。以下「紙パッ

ク」という。）

ｆ 発泡スチロール製食品用トレイ（以下「トレイ」という。） 

ｇ 蛍光管 

ｈ 水銀体温計、水銀温度計及び水銀血圧計等（以下「水銀使用廃製

品」という。） 
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ｉ 乾電池、二次電池、製品一体型電池等（以下「電池類」という。

） 

ｊ 小型の金属類（粗大ごみとして定めているものを除く。以下「小

物金属」という。） 

ｋ 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成２４

年法律第５７号）第２条第２項に規定する使用済小型電子機器等（

以下「小型家電」という。） 

（エ） 環境保全ごみ

環境保全上処理を必要とする不法投棄ごみ等 

（オ） 動物の死体

犬、猫その他の小動物の死体 

イ 自己搬入ごみ（特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号

）第２条第５項に定めるもの（以下「特定家庭用機器廃棄物」という。

）並びに事業活動に伴って排出される資源化可能な紙くず及び木くずを

除く。以下同じ。） 

（ア） 事業活動に伴って排出される一般廃棄物であって、家庭ごみ及

び粗大ごみと同等のごみで、家庭から排出されるごみの処理に支障の

ない量のもののうち、法第７条第１項に規定する一般廃棄物収集運搬

業の許可を受けた者及び許可を要しない者（以下「収集運搬許可業者

等」という。）又は排出者自らが収集運搬するもの 

（イ） 家庭から排出される資源化物以外のごみで、収集運搬許可業者

等又は排出者自らが収集運搬するもの 

ウ 許可業者ごみ

（ア） 法第７条第６項に規定する一般廃棄物処分業の許可を受けた者

及び許可を要しない者が処分するもの 

（イ） 法第９条の９第１項の規定により環境大臣から一般廃棄物の広

域的処理の認定を受けたもの 

（ウ） 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（

平成７年法律第１１２号）第１５条第３項の規定による認定を受けた

特定事業者又は同法第２１条第１項の規定による指定を受けた法人が

再商品化するもの 

（エ） 特定家庭用機器再商品化法第２３条第３項の規定による認定を

受けた者又は同法第３２条第１項の規定による指定を受けた法人が再

商品化するもの 

（オ） 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律第１０条
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第３項の規定による認定を受けた者が処分（再生を含む。）するもの 

  エ 市が収集しないごみ 

    次に掲げる品目等は市での収集は行わないため、処理に当たっては、

販売元、製造元、専門の処理業者等に相談すること。 

区分 品目等 

排
出
禁
止
物
（
条
例
第
１
５
条
関
係
） 

有害性のある物

（感染性を含む

。） 

農薬、殺虫剤、有害な薬品類（家庭医薬品で

ない物）、在宅医療廃棄物（使用済の注射針

、体液及び血液の付いた点滴バッグ、チュー

ブ、カテーテル等）等 

危険性のある物 消火器、ガスボンベ類、カセットボンベ（中

身の残っている物）、オイルヒーター、発煙

筒等 

引火性のある物 ガソリン、灯油、オイル類（食用を除く。）

、廃油、火薬類、塗料、ペンキ等 

著しく悪臭を発

する物 

著しく汚物の付着した紙おむつ等 

特別管理一般廃

棄物 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（

昭和４６年政令第３００号）第１条に規定す

る一般廃棄物（同条第１号に規定する部品の

うち、安定器、汚染物及び３ｋｇ未満の小型

電気機器を除く。） 

市が行う処理に

著しい支障を及

ぼす物 

バイク、ボート（ゴムボートを除く。）、自

動車、タイヤ、バッテリー、ピアノ、金庫、

電動式車いす、電動カート、生木・剪定枝（

長さ２ｍを超える物又は直径１０ｃｍを超え

る物）、材木（長さ２ｍを超える物又は直径

２０ｃｍを超える物）等 

 体積又は重量

が著しく大き

い物 

１辺の長さが３ｍを超える物、体積が２ を

超える物、重量が７０ｋｇを超える物等 

※品目によっては、上記よりも厳しい条件有

り 

 堅牢な物 石材、鋼材等の堅牢な物で、直径３０ｃｍを

超える物又は１０ｋｇを超える物 

特定家庭用機器再商 エアコン、テレビ、冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機 
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品化法に基づく物 、衣類乾燥機等（特定家庭用機器再商品化法

対象品目に限る。） 

（２） し尿 

ア 市収集し尿

（ア） 家庭から排出されるし尿で収集が必要なもの

（イ） 事業活動に伴って排出されるし尿で収集が必要なもののうち、

計画収集が可能なもの 

イ 自己搬入し尿

事業活動に伴って排出されるし尿で収集が必要なもの

（３） 浄化槽汚泥 

２ 計画処理の概要 

区分 計画処理量 

ご
み

市収集ごみ １８９，９００ｔ 

自己搬入ごみ １３２，０００ｔ 

許可業者ごみ １５，９００ｔ 

環境保全ごみ ４，７００ｔ 

動物の死体 ５，１００個 

し
尿

市収集し尿 ５，０００ｋｌ 

自己搬入し尿 ６，０００ｋｌ 

浄化槽汚泥 ２０，０００ｋｌ 

３ 処理計画 

 第２期北九州市循環型社会形成推進基本計画に基づき、ごみの減量化・資

源化と適正処理の取組を行う。 

（１） ごみの排出抑制、再使用及び再資源化計画 

ア 排出抑制、再使用及び再資源化の方法

（ア） 家庭ごみの指定袋制度の実施

指定袋による家庭ごみの収集を実施し、家庭ごみの排出量抑制を図

る。 

（イ） 資源化物の指定袋制度の実施

資源化物のうち、かん、びん、ペットボトル及びプラスチック製容

器包装については、指定袋による収集を実施し、資源化物の排出抑制

及び分別促進を図る。 

（ウ） 古紙リサイクルの促進

家庭から排出される古紙が資源としてリサイクルされるよう、古紙
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回収奨励金制度、回収用保管庫貸与制度、新聞販売店回収等により、

地域の実情に応じて雑がみを含めた古紙回収を促進する。また、事業

所から排出される古紙については、民間の古紙リサイクル施設へ収集

運搬されるように働きかけるほか、商店街等に古紙回収用保管庫を貸

与するオフィス町内会等により古紙回収を促進する。 

（エ） 古着リサイクルの促進 

  家庭から排出される古着のリサイクルを進めるため、回収奨励金制

度等により、分別排出に取り組みやすい体制づくりを図る。また、回

収した古着の一部をリユースする。 

（オ） 生ごみ等食品廃棄物の３Ｒの促進 

家庭から排出される生ごみの減量化・資源化を推進するため、生ご

みコンポスト化容器活用講座等の実施やコンポストの用途拡大に取り

組む。また、食品ロスの削減に向け、「残しま宣言」運動による周知

啓発等を通じて、生ごみの排出抑制を図る。さらに、食品循環資源の

再生利用等の促進に関する法律（平成１２年法律第１１６号）を踏ま

え、公共施設等の事業所から排出される食品廃棄物の減量化・資源化

の促進を図る。 

（カ） 小型家電リサイクルの促進 

  回収方法の拡充により、家庭から排出される小型家電のリサイクル

促進を図る。 

（キ） 適正包装等の促進 

家庭から排出されるごみの減量化を推進するため、マイバッグの利

用の促進を図る。また、簡易包装の普及等を通じて、過剰包装の抑制

を図る。 

（ク） 事業系一般廃棄物の減量化・資源化の促進 

条例に基づき、排出事業者に対し、ごみの減量化・資源化に関する

指導を徹底し、事業系一般廃棄物の減量化・資源化を促進する。 

ａ ごみ処理マニュアルの作成や事業所戸別訪問による、ごみの減量

化及び適正排出に向けた指導及び啓発 

ｂ 北九州市の処理施設における搬入ごみ検査の強化による、適正処

理と減量化・資源化の促進 

ｃ 古紙、かん、びん、廃木材、被服等の資源化物のリサイクルの促 

 進 

ｄ オフィス町内会の組織化の促進による古紙の減量化・資源化の促

進 
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ｅ 市役所内から排出されるごみの減量化・資源化の徹底 

ｆ 事業者・市民・行政の連携による食品廃棄物の減量化・資源化の

促進 

（ケ） ごみの減量化・資源化及び適正処理に関する市民及び事業者に

対する広報及び啓発活動の実施 

ａ 環境ミュージアムの活用 

ｂ 出前講演の実施 

ｃ ホームページの活用 

ｄ 「大都市減量化・資源化共同キャンペーン」の実施 

ｅ 市民リサイクル啓発用映像の活用 

ｆ 「北九州市の環境」の発行 

ｇ ごみ処理施設等の施設見学の受入れ 

ｈ 家庭ごみステーションにおける排出指導、啓発及び地域の取組支

援の実施 

ｉ その他、市民等がごみ問題に取り組むために必要な広報活動及び

情報提供 

  イ 再資源化の方法及び計画処理量 

再資源化の方法 計画処理量 

資源化物のうち、かん、びん及びペットボトルを

選別し、再資源化業者に引き渡す。 

１０，１００ｔ 

資源化物のうち、プラスチック製容器包装を選別

し、再資源化業者に引き渡す。 

７，４００ｔ 

資源化物のうち、紙パック及びトレイを選別し、

再資源化業者に引き渡す。 

１８０ｔ 

資源化物のうち、蛍光管及び水銀使用廃製品を再

資源化業者に引き渡す。 

６０ｔ 

資源化物のうち、電池類を再資源化業者に引き渡

す。 

１４ｔ 

資源化物のうち、小物金属を再資源化業者に引き 

渡す。 

１６０ｔ 

資源化物のうち、小型家電を再資源化業者に引き １０ｔ 

渡す。  

家庭から排出される古紙及び古着を地域で回収し

、再資源化業者に引き渡す。 

１６，２００ｔ 
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家庭から排出される剪定枝を地域で回収し、再資

源化業者に引き渡す。 

１７０ｔ 

家庭から排出される廃食用油を地域で回収し、再

資源化業者に引き渡す。 

     ５ｔ 

家庭から排出される生ごみ等を家庭で堆肥化し、

利用する。 

      ― 

家庭から排出されるインクカートリッジを市役所

及び区役所で回収し、再資源化業者に引き渡す。 

      ― 

家庭から排出される古着を区役所等公共施設、北

部九州・古着地域循環推進協議会に参加する事業

者の店頭等で回収し、再資源化業者に引き渡す。 

３０ｔ 

新門司工場に搬入されるごみを溶融処理した後に

スラグ及びメタルを回収し、再資源化業者に引き

渡す。 

スラグ 

１０，３００ｔ 

メタル 

 ２，２９０ｔ 

粗大ごみから鉄を回収し、再資源化業者に引き渡

す。 

１，４５０ｔ 

皇后崎工場に搬入されるごみを焼却した後に発生

した焼却主灰を、再資源化業者に引き渡す。 

３００ｔ 

事業活動に伴って排出される古紙を事業者版の集

団資源回収組織である「オフィス町内会」で回収

し、再資源化業者に引き渡す。 

２９０ｔ 

事業活動に伴って排出される廃木材及び剪定枝を

チップ化し、再資源化する。 

１１，４００ｔ 

事業活動に伴って排出される紙くずを再資源化す

る。 

３，９００ｔ 

事業活動に伴って排出される食品廃棄物を再資源

化する。 

６００ｔ 

  注 ペットボトルの約半数については、ペットボトルへ再資源化するこ

とを条件に入札し、これを落札した事業者に引き渡す。当該入札分を

除くペットボトル、トレイ、プラスチック製容器包装及びびん（白び

ん及び茶びんを除く。）については、公益財団法人日本容器包装リサ

イクル協会に引き渡して再資源化する。 

（２） ごみの収集運搬に係る計画 
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ア 対象区域 

  北九州市全域 

イ ごみの持ち出し及び収集運搬の方式 

   （ア） ステーション方式 

所定のステーションから収集することをいう。 

排出者は、収集日当日の午前８時３０分までに市長が指定する袋に

入れて所定のステーションに持ち出す。 

   （イ） 拠点回収方式 

     所定の回収拠点から収集することをいう。 

排出者は、回収拠点の回収ボックスに対象物を投入する。 

   （ウ） 戸別収集方式 

    ａ ふれあい収集 

      別に定める対象者の求めに応じ、当該世帯からごみを収集するこ

とをいう。 

排出者は、収集日当日の午前８時３０分までに市長が指定する袋

に入れて所定の場所に持ち出す。 

ｂ 粗大ごみの一般収集 

粗大ごみ受付センターで受け付けた場所に持ち出された粗大ごみ

を収集することをいう。 

      排出者は、粗大ごみ処理手数料を収納事務受託者に納付する場合

は一般収集の処理手数料に見合った額の北九州市粗大ごみ処理手数

料納付券に氏名又は受付番号を、指定納付受託者に納付を委託する

場合は任意用紙等に受付番号、収集日及び金額を記載し、粗大ごみ

に明確に分かるように貼付して、粗大ごみ受付センターで受け付け

た場所に持ち出す。 

    ｃ 粗大ごみの特別収集 

      別に定める対象者の求めに応じ、当該世帯の住居から粗大ごみを

収集することをいう。 

排出者は、特別収集に見合った額の北九州市粗大ごみ処理手数料

納付券に氏名又は受付番号を記入の上、粗大ごみに明確に分かるよ

うに貼付して、粗大ごみ受付センターの指示に従って、北九州市に

引き渡す。ただし、次に掲げる物については対象とならない。 

     （ａ） 人手（３人以上）により持ち出すことができない物 

     （ｂ） 取り外し作業、解体作業その他特別な作業を行わなければ

、持ち出すことができない物 
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ウ 市長が指定する袋

（ア） 共通事項

製造者 北九州市 

材質 高密度ポリエチレン 

袋の色 無色半透明 

（イ） 個別事項

区分 容量 文字等 

家庭ごみ用

（大袋） 

４５Ｌ 北九州市家庭ごみ用指定袋（大）その他市

長が指定する文字等 

家庭ごみ用

（中袋） 

３０Ｌ 北九州市家庭ごみ用指定袋（中）その他市

長が指定する文字等 

家庭ごみ用

（小袋） 

２０Ｌ 北九州市家庭ごみ用指定袋（小）その他市

長が指定する文字等 

家庭ごみ用

（特小袋） 

１０Ｌ 北九州市家庭ごみ用指定袋（特小）その他

市長が指定する文字等 

かん・びん

用 

２５Ｌ 北九州市かん・びん用指定袋その他市長が

指定する文字等 

ペットボト

ル用（大袋

） 

４５Ｌ 北九州市ペットボトル用指定袋（大）その

他市長が指定する文字等 

ペットボト

ル用（小袋

） 

２５Ｌ 北九州市ペットボトル用指定袋（小）その

他市長が指定する文字等 

プラスチッ

ク製容器包

装用（大袋

） 

４５Ｌ 北九州市プラスチック製容器包装用指定袋

（大）その他市長が指定する文字等 

プラスチッ

ク製容器包

装用（小袋

） 

２５Ｌ 北九州市プラスチック製容器包装用指定袋

（小）その他市長が指定する文字等 

エ ふれあい収集の対象者

家庭から出るごみ及び資源化物を自ら又は親族、地域住民、ボランテ

ィア等の協力により、ステーションに持ち出すことが困難な者で、次の
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いずれかで構成される世帯 

  （ア） 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２７条の規定による要

介護認定において、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び

判定の基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第５８号）第１条第１

項に規定する要介護２以上に該当すると認められた者 

（イ） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（

平成１７年法律第１２３号）第５条に規定する障害福祉サービスの受給

認定を受けている者 

（ウ） その他環境局長が認める者 

  オ 粗大ごみの特別収集の対象者 

区分 対象者 

高齢者 満６５歳以上の者 

身体障害者 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４

条に規定する身体障害者 

知的障害者 児童相談所又は障害福祉センターにおいて知的障害者

との判定を受けている者 

精神障害者 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５

年法律第１２３号）第５条に規定する精神障害者 

傷病者 傷病又は疾病のため、一時的に体力の低下している者 

妊産婦 妊婦又は産後８週間の期間にある者 

年少者 満１６歳未満の者 

その他 その他体力の面から粗大ごみの持ち出しが困難と市長

が認める者 

  カ 区分ごとの収集主体、方式、回数、方式及び量 

区分 収集主体 方式 回数 計画収集量 

家庭ごみ 北九州市 ステーション方

式 

週２回 １６８，０００ｔ 

戸別収集方式（

ふれあい収集） 

週１回 

かん及び

びん 

北九州市 

 

ステーション方

式 

週１回 ７，３００ｔ 

戸別収集方式（

ふれあい収集） 

週１回 

ペットボ 北九州市 ステーション方 週１回 ２，８００ｔ 
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トル  式   

戸別収集方式（

ふれあい収集） 

週１回 

プラスチ

ック製容 

北九州市 ステーション方

式 

週１回 ７，４００ｔ 

器包装  戸別収集方式（

ふれあい収集） 

週１回  

紙パック

及びトレ

イ 

北九州市 拠点回収方式 随時 １８０ｔ 

小物金属 北九州市 拠点回収方式 随時 １６０ｔ 

蛍光管 北九州市 拠点回収方式 随時 ６０ｔ 

水銀使用

廃製品 

北九州市 拠点回収方式 随時 上記６０ｔに含む 

電池類 北九州市 拠点回収方式 随時 １４ｔ 

小型家電 北九州市 拠点回収方式 随時 １０ｔ 

粗大ごみ 北九州市 戸別収集方式（

一般収集） 

月１回

（ただ

し、引

越ごみ

につい

ては必

要に応

じてそ

の都度

。） 

４，０００ｔ 

戸別収集方式（

特別収集） 

ステーション方

式（馬島及び相

島に限る。） 

年６回 

動物の死

体 

北九州市

、排出者 

及び収集

運搬許可

業者等 

飛散流出しない

方法 

必要に

応じて 

その都

度 

５，１００個 
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環境保全

ごみ 

北九州市 飛散流出しない

方法 

必要に

応じて

その都

度 

４，７００ｔ 

自己搬入

ごみ 

排出者及

び収集運

搬許可業

者等 

飛散流出しない

方法 

必要に

応じて

その都

度 

１３２，０００ｔ 

許可業者

ごみ（廃

木材及び

剪定枝） 

排出者及

び収集運

搬許可業

者等 

飛散流出しない

方法 

必要に

応じて

その都

度 

１１，４００ｔ 

許可業者

ごみ（紙

） 

北九州市

、排出者

及び収集

運搬許可

業者等 

飛散流出しない

方法 

必要に

応じて

その都

度 

３，９００ｔ 

許可業者

ごみ（食

品廃棄物

） 

収集運搬

許可業者

等 

飛散流出しない

方法 

必要に

応じて

その都

度 

６００ｔ 

注１ 家庭ごみ、かん、びん、ペットボトル及びプラスチック製容器包

装の町ごとの収集曜日は、別表のとおりとする。ただし、１２月２９

日から１月３日までの収集日については、排出者に別途周知する。 

注２ 収集運搬業については、現状の体制で北九州市内で発生する一般

廃棄物を収集運搬する能力が充足しているため、基本的に新規の許可

は行わない。ただし、能力が不足する場合は、この限りではない。 

注３ 許可業者ごみ（紙）において、北九州市が収集する物 

（１） 市立小学校及び市立中学校から排出される紙パック 

（２） 市立幼稚園、市立小学校、市立中学校及び市立特別支援学校

から排出される機密古紙 

（３） ごみの処分に係る計画 

 ア ごみ処理施設の概要 

（ア） 再資源化（破砕、選別等） 
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事業者名 

（施設名） 

対象物 所在地 処理方式 処理能力 

北九州市 

（新門司工

場） 

紙パック 

トレイ 

門司区新門司

三丁目７９番

地 

ストックヤー

ド 

― 

北九州市 

（不燃粗大 

粗大ごみ

（鉄） 

小倉北区西港

町９６番地の 

ストックヤー

ド 

― 

仮置場）  ２   

北九州市 

（日明かん

びん資源化

センター） 

かん 

びん 

ペットボ

トル 

小倉北区西港

町９７番３ 

アルミ缶の選

別  

マグネット

プーリー回転

式 

３２．５

９ｔ／５

時間 

スチール缶の

選別 

 永磁吊下式 

びん及びペッ

トボトルの手

選別 

 直線ベルト

コンベア式 

紙パック 

トレイ 

小倉北区西港

町９７番３ 

ストックヤー

ド 

― 

北九州市 

（本城かん

びん資源化

センター） 

かん 

びん 

ペットボ

トル 

八幡西区洞北

町７番１０号 

アルミ缶の選

別 

 永久磁石回

転プーリー式 

６３ｔ／

５時間 

スチール缶の

選別 

電磁永磁併

用吊り下げ方

式 

びん及びペッ

トボトルの手 
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   選別 

 直線ベルト

コンベア式 

 

紙パック 

トレイ 

八幡西区洞北

町７番１０号 

ストックヤー

ド 

― 

日本資源流

通株式会社 

（北九州市

プラスチッ

ク資源化セ

ンター） 

プラスチ

ック製容

器包装 

小倉北区西港

町８６番地の

１３ 

揺動式ふるい 

直線ベルトコ

ンベア式 

６０ｔ／ 

１２時間 

木材開発株

式会社 

廃木材 若松区南二島

五丁目３番２ 

号 

ハンマー式 １２０ｔ

／８時間 

ホクザイ運

輸株式会社 

廃木材 

剪定枝 

小倉北区西港

町７２番地の

３２、３３、

３４、３５及

び４２ 

ハンマー式 ７００ｔ

／８時間 

梅﨑礦業株

式会社 

廃木材 門司区新門司

三丁目６７番

地１６ 

回転ナイフ式 １８ｔ／

８時間 

株式会社金

田商店 

廃木材 門司区新門司

三丁目６７番

地６１ 

一軸破砕機（

自走式） 

二軸破砕機（

自走式） 

１７９．

９ｔ／８

時間 

株式会社守

恒造園建設 

廃木材 

剪定枝 

小倉南区大字

堀越４８３番

地の１及び５

１０番地の１ 

回転ナイフ式 ４ｔ／８

時間 

株式会社野 

原商会 

木くず 

紙くず 

繊維くず 

門司区新門司 

三丁目２５番

地 

二軸破砕機 

一軸破砕機 

圧縮梱包機 

４４．２

ｔ／５時

間  

門司区新門司 二軸式破砕機 ５９．３ 
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三丁目５２番

地 

圧縮梱包機 ８ｔ／５

時間 

株式会社坪

井商店 

紙くず 小倉北区高浜

二丁目７番４

７号 

油圧プレス式 １００ｔ

／８時間 

北九資源株

式会社 

紙くず 小倉北区青葉

一丁目２番７

号 

油圧プレス式 ６０ｔ／

５時間 

株式会社ジ

ェイ・リラ

イツ 

蛍光管 

水銀体温

計 

水銀血圧

計水銀温 

度計 

一次電池 

若松区響町一

丁目６２番地

の１７ 

湿式二軸せん

断破砕機 

乾式スクリュ

ー型破砕機 

ハンマー式 

 

九州メタル

産業株式会

社 

特定家庭

用機器廃

棄物（電

気冷蔵庫

及び電気

冷凍庫を

除く。） 

使用済Ｆ

ＲＰ船 

使用済パ

ーソナル

コンピュ

ーター 

使用済自

動二輪車 

小型家電 

粗大ごみ

（がれき

類除く。 

小倉北区西港

町６２番地４ 

破砕機選別機 

磁選機 

ふるい機 

２９６．

１ｔ／５

時間 
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 ）    

西日本家電

リサイクル

株式会社 

特定家庭

用機器廃

棄物 

若松区響町一

丁目６２番地 

破砕機 

選別機 

磁選機 

減容機 

２９２．

８ｔ／２

４時間 

株式会社リ

サイクルテ

ック 

家庭用電

化製品（

特定家庭

用機器廃

棄物を除

く。） 

若松区響町一

丁目６２番地

の１３及び１

４ 

縦型一軸せん

断式 

油圧プレス式 

３８．４

１ｔ／２

４時間 

九州製紙株 

式会社 

紙 八幡東区大字 

前田２１４２ 

番地の１ 

パルパー １３５ｔ 

／２４時 

間 

株式会社西

日本ペーパ

ーリサイク

ル 

紙 若松区響町一

丁目６２番地 

横型ハンマー

式 

縦型せん断式 

油圧プレス式 

９０．１

ｔ／５時

間 

株式会社丸

清 

紙 若松区南二島 

四丁目２番１

８号 

油圧プレス式 １０２ｔ 

／５時間 

有限会社Ｋ

ＡＲＳ 

かん 

びん 

ペットボ

トル 

紙コップ 

若松区響町一

丁目６２番地

の１９ 

アルミ缶の選

別 

 高磁力回転

ドラム方式 

９６ｔ／

２４時間 

スチール缶の

選別 

吊り下げ磁

石方式 

びん、ペット

ボトル及び紙

コップの手選

別 

直線ベルト 
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   コンベア式  

西日本ペッ

トボトルリ

サイクル株

式会社 

ペットボ

トル 

若松区響町一

丁目６２番地 

フレーク処理 

ペレット処理 

１１８．

８ｔ／２

４時間 

日本製鉄株

式会社 

プラスチ

ック製容

器包装 

八幡東区大字

前田２１４５

番地の２ 

破砕機 

選別機 

減容成形機 

２１６ｔ

／２４時

間 

ＵＢＥ三菱

セメント株

式会社 

焼却灰 八幡西区洞南

町１番１号 

水洗設備 

ロータリーキ

ルン式焼成炉 

１２０ｔ

／２４時

間 

北九州アッ

シュリサイ

クルシステ

ムズ株式会

社 

ばいじん 戸畑区牧山五

丁目１番１号 

水洗設備 

ロータリーキ

ルン式乾燥炉 

１１６ｔ

／２４時

間 

日本磁力選

鉱株式会社 

小型家電 

二次電池 

若松区響町一

丁目７９番地

の４、５、６

、７，８及び 

９ 

小型家電 

回転式破砕 

磁力選別 

ふるい選別 

４２．５

ｔ／５時

間 

二次電池 

 蒸気加熱式

熱分解炉 

４．５ｔ 

／２４時

間 

山光金属株

式会社 

小型家電 

古紙 

繊維くず 

金属くず 

ガラスく

ず 

若松区響町一

丁目１３番地

４ 

二軸破砕機 

シュレッダー 

分級選別 

６９．９

ｔ／５時

間 

株式会社ウ

エルクリエ 

イト 

食品廃棄

物 

若松区向洋町

１０番地１ 

粉砕機 

脱水機 

４．５ｔ 

／２４時 

間 

福岡金属興

業株式会社 

廃プラス

チック類 

若松区向洋町

５２番１ 

破砕機 

磁選機 

６０．８

ｔ／８時 
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   非鉄選別機 間 

株式会社折

園 

木くず 八幡西区大字

浅川９４２番

２０８ 

移動式兼用破

砕機 

４．４ｔ

／８時間 

   （イ） 中間処理（焼却等） 

事業者名 

（施設名） 

処理

区分 

所在地 処理方式 処理能力 

北九州市 

（新門司工

場） 

焼却 門司区新門司三

丁目７９番地 

シャフト炉

式ガス化溶

融炉 

７２０ｔ／２４

時間 

北九州市 

（日明工場

） 

焼却 小倉北区西港町

９６番地の２ 

連続燃焼式 ６００ｔ／２４

時間 

北九州市 

（皇后崎工

場） 

焼却 八幡西区夕原町

２番１号 

連続燃焼式 ８１０ｔ／２４

時間 

光和精鉱株

式会社 

焼却 戸畑区大字中原

４６番地９ 

３ 

ロータリー

キルン方式 

廃プラスチック

類 

６４．４ｔ／２

４時間 

紙くず 

１１２ｔ／２４

時間 

木くず 

１２８ｔ／２４

時間 

繊維くず 

１１２ｔ／２４

時間 

※休止中 

アサヒプリ

テック株式

会社 

焼却 若松区響町一丁

目１１１番２ 

ストーカ方

式 

４５ｔ／２４時

間 

中間貯蔵・

環境安全事 

分解 

分離 

若松区響町一丁

目６２番２４ 

プラズマ溶

融分解 

１０．４ｔ／２

４時間 
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業株式会社   真空加熱分

離 

４．５ｔ／２４

時間 

脱塩素化分

解 

０．５ｔ／２４

時間 

   （ウ） 最終処分 

事業者（施設名） 北九州市（響灘西地区廃棄物処分場） 

所在地 若松区響町三丁目地先 

埋立面積 ３７１，１５０ｍ２ 

全体容量 ４，５７１，０００ｍ３ 

埋立区域 ２区画 

埋立方法 片押し工法による埋立て整地 

  イ 部門ごとの処理量 

部門 区分 計画処理量 

選別 市収集ごみ  １７，７００ｔ 

破砕 市収集ごみ ２，２００ｔ  ４，５３０ｔ 

環境保全ごみ ３０ｔ 

自己搬入ごみ ２，３００ｔ 

焼却 市収集ごみ １７３，０００ｔ ３０５，７００ｔ 

 環境保全ごみ ４，７００ｔ 
 

 自己搬入ごみ １２８，０００ｔ 

動物の死体  ５，１００個 

埋立 市収集ごみ ２，４００ｔ ４３，４００ｔ 

環境保全ごみ ０ｔ 

自己搬入ごみ ２，０００ｔ 

焼却灰 ３９，０００ｔ 

備考 上記以外に直方市、行橋市、中間市、芦屋町、水巻町、岡垣町、

遠賀町及びみやこ町のごみについて、各自治体との協定に基づく品目

を処理する。また、災害廃棄物について、国及び被災自治体等から北

九州市に処理の要請があり、北九州市が処理可能であると判断できる

場合は、当該廃棄物を処理する。 

（４） し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬にかかる計画 

ア 対象区域 

  北九州市全域 

 イ 収集運搬の方式 
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   バキューム車による。 

ウ 区分ごとの収集回数及び量 

区分 収集主体 回数 計画収集量 

市収集し尿 北九州市 概ね２０日に１回 ５，０００ｋｌ 

自己搬入し

尿 

排出者 必要に応じてその都度 ６，０００ｋｌ 

浄化槽汚泥 収集運搬

許可業者

等 

必要に応じてその都度 ２０，０００ｋｌ 

   注 浄化槽汚泥のうち馬島及び藍島から排出されるものについては、北

九州市及び収集運搬許可業者等が収集する。 

  エ 中継施設 

事業者 

（施設名） 

所在地 浄化センターへ

の圧送能力 

北九州市 

（西港し尿圧送所） 

小倉北区西港町２４番地 ２５０ｋｌ／日 

北九州市 

（皇后崎し尿投入所） 

八幡西区夕原町２番４号 ５００ｋｌ／日 

（５） し尿及び浄化槽汚泥の処分にかかる計画 

  ア 処分の方法 

    中継施設へ投入し、し尿以外のごみを取り除いた後、浄化センターに

圧送し、処理する。 

  イ 区分ごとの量 

区分 計画処理量 

市収集し尿 ５，０００ｋｌ 

自己搬入し尿 ６，０００ｋｌ 

浄化槽汚泥 ２０，０００ｋｌ 
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別表 町名ごとの収集曜日 

区 町名 家庭ごみ プラスチック

製容器包装 

門司区 老松町、花月園、上本町、大字吉志（一部）、吉志一丁目（一

部）、吉志四丁目、吉志五丁目、吉志六丁目、吉志七丁目、吉

志新町一丁目、吉志新町二丁目、吉志新町三丁目、旧門司一丁

目、旧門司二丁目、清滝三丁目、清滝四丁目、清滝五丁目、清

見一丁目、清見二丁目、清見三丁目、清見四丁目、清見佐夜町

（一部）、大字黒川（一部）、栄町、庄司町、谷町一丁目、谷

町二丁目、長谷一丁目、長谷二丁目、鳴竹一丁目（一部）、西

海岸一丁目、西海岸二丁目、西海岸三丁目、錦町、大字畑（一

部）、畑田町、浜町、東本町一丁目、東本町二丁目、東港町、

東門司一丁目、東門司二丁目、法師庵、本町、丸山一丁目、丸

山二丁目（一部）、丸山三丁目、丸山四丁目、港町及び大字門

司 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 

 青葉台、泉ケ丘、稲積一丁目、稲積二丁目、梅ノ木町、上藤松

一丁目、上藤松二丁目、上藤松三丁目、上馬寄一丁目、上馬寄

二丁目、上馬寄三丁目、黄金町、小松町、下二十町、下馬寄、

社ノ木一丁目、社ノ木二丁目、新原町、大字大里（一部）、大

里新町、大里戸ノ上一丁目、大里原町、大里東一丁目、大里東

口、大里本町一丁目、大里本町二丁目、大里本町三丁目、大里

桃山町、高田一丁目、高田二丁目、中町、西新町一丁目、西新

町二丁目、原町別院、東新町一丁目、東新町二丁目、東馬寄、

光町一丁目、光町二丁目、藤松一丁目、藤松二丁目、藤松三丁

目、不老町一丁目、不老町二丁目、別院、松原一丁目、松原二

丁目、松原三丁目、緑ケ丘、桃山台、柳原町、柳町一丁目、柳

町二丁目、柳町三丁目及び柳町四丁目 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 

 大字伊川、大字今津、大久保一丁目、大久保二丁目、大久保三

丁目、大字大積、奥田一丁目、奥田二丁目、奥田三丁目、奥田

四丁目、奥田五丁目、風師一丁目、風師二丁目、風師三丁目、

風師四丁目、春日町、片上海岸、片上町、上二十町、大字吉志

（一部）、吉志一丁目（一部）、吉志二丁目、吉志三丁目、北

川町、大字喜多久、清滝一丁目、清見佐夜町（一部）、葛葉一

丁目、葛葉二丁目、葛葉三丁目、大字黒川（一部）、黒川西一

丁目、黒川西二丁目、黒川西三丁目、黒川東一丁目、黒川東二

丁目、小森江一丁目、小森江二丁目、小森江三丁目、大字猿喰

、寺内一丁目、寺内二丁目、寺内三丁目、寺内四丁目、寺内五

丁目、大字白野江、白野江一丁目、白野江二丁目、白野江三丁

目、白野江四丁目、城山町、新開、新門司一丁目、新門司二丁

目、新門司三丁目、新門司北一丁目、新門司北二丁目、新門司

北三丁目、瀬戸町、大字大里（一部）、大里桜ケ丘、大里戸ノ 

 木曜日 
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 上二丁目、大里戸ノ上三丁目、大里戸ノ上四丁目、大里東二丁

目、大里東三丁目、大里東四丁目、大里東五丁目、大里元町、

高砂町、太刀浦海岸、大字田野浦、田野浦一丁目、田野浦二丁

目、田野浦三丁目、田野浦海岸、大字恒見、恒見町、永黒一丁

目、永黒二丁目、中二十町、鳴竹一丁目（一部）、鳴竹二丁目

、大字畑（一部）、羽山一丁目、羽山二丁目、大字柄杓田、柄

杓田町、広石一丁目、広石二丁目、二タ松町、松崎町、丸山二

丁目（一部）、丸山吉野町、南本町、元清滝及び矢筈町 

  

小倉北区 青葉一丁目、青葉二丁目、足原一丁目、足原二丁目、愛宕一丁

目、愛宕二丁目、泉台一丁目、泉台二丁目、泉台三丁目、泉台

四丁目、板櫃町、鋳物師町、金田三丁目、上到津二丁目（一部

）、木町二丁目、木町三丁目、清水一丁目、清水二丁目、清水

三丁目、清水四丁目、清水五丁目、霧ケ丘一丁目、霧ケ丘二丁

目、霧ケ丘三丁目、金鶏町、熊本一丁目、熊本二丁目、熊本三

丁目、熊本四丁目、黒原一丁目、黒原二丁目、黒原三丁目（一

部）、黄金二丁目、菜園場一丁目、菜園場二丁目、皿山町、篠

崎一丁目（一部）、下到津一丁目、下到津四丁目、下到津五丁

目、白銀二丁目、新高田一丁目、新高田二丁目、高尾一丁目、

竪林町、中井口（一部）、西港町（一部）、日明一丁目、日明

二丁目、日明三丁目、日明四丁目、日明五丁目、東篠崎一丁目

（一部）、東篠崎三丁目、東港一丁目、東港二丁目、平松町、

弁天町、真鶴一丁目、真鶴二丁目、緑ケ丘一丁目、緑ケ丘二丁

目及び緑ケ丘三丁目 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 

 赤坂一丁目、赤坂二丁目、赤坂三丁目、赤坂四丁目、赤坂五丁

目、大字足原、足立一丁目、足立二丁目、足立三丁目、大田町

、大手町、大畠一丁目、大畠二丁目、大畠三丁目、金田一丁目

、金田二丁目、上富野一丁目、上富野二丁目、上富野三丁目、

上富野四丁目、上富野五丁目、香春口一丁目、神岳一丁目、神

岳二丁目、貴船町、木町一丁目、木町四丁目、黄金一丁目、小

文字一丁目、小文字二丁目、山門町、下富野一丁目、下富野二

丁目、下富野三丁目、下富野四丁目、下富野五丁目、寿山町、

城内、昭和町、白銀一丁目、神幸町、末広一丁目、末広二丁目

、須賀町、砂津一丁目、砂津二丁目、砂津三丁目、大門一丁目

、大門二丁目、高浜一丁目、高浜二丁目、竪町一丁目、竪町二

丁目、田町、常盤町、大字富野、富野台、中島一丁目、中島二

丁目、長浜町、馬借一丁目（一部）、馬借二丁目（一部）、原

町一丁目、原町二丁目、妙見町、室町一丁目、室町二丁目、室

町三丁目及び吉野町 

 金曜日 

浅野一丁目、浅野二丁目、浅野三丁目、朝日ケ丘、井堀一丁目

、井堀二丁目、井堀三丁目、井堀四丁目、井堀五丁目、魚町一

丁目、魚町二丁目、魚町三丁目、魚町四丁目、宇佐町一丁目、 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 
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 宇佐町二丁目、江南町、鍛冶町一丁目、鍛冶町二丁目、片野一

丁目、片野二丁目、片野三丁目、片野四丁目、片野五丁目、上

到津一丁目、上到津二丁目（一部）、上到津三丁目、上到津四

丁目、香春口二丁目、京町一丁目、京町二丁目、京町三丁目、

京町四丁目、米町一丁目、米町二丁目、紺屋町、堺町一丁目、

堺町二丁目、三郎丸三丁目、下到津二丁目、下到津三丁目、白

萩町、親和町、船頭町、船場町、高見台、高峰町、中井一丁目

、中井二丁目、中井三丁目、中井四丁目、中井五丁目、中井口

（一部）、中井浜、中津口一丁目、中津口二丁目、西港町（一

部）、萩崎町、馬借一丁目（一部）、馬借二丁目（一部）、馬

借三丁目、古船場町、三萩野一丁目、三萩野二丁目、三萩野三

丁目、都一丁目、都二丁目及び明和町 

  

 今町一丁目、今町二丁目、今町三丁目、片野新町一丁目、片野

新町二丁目、片野新町三丁目、熊谷一丁目、熊谷二丁目、熊谷

三丁目、熊谷四丁目、熊谷五丁目、黒住町、黒原三丁目（一部

）、三郎丸一丁目、三郎丸二丁目、重住三丁目、篠崎一丁目（

一部）、篠崎二丁目、篠崎三丁目、篠崎四丁目、篠崎五丁目、

城野団地、高尾二丁目、高坊一丁目、高坊二丁目、東篠崎一丁

目（一部）、東篠崎二丁目、東城野町、南丘一丁目、南丘二丁

目、南丘三丁目及び若富士町 

 木曜日 

小倉南区 安部山、上葛原一丁目、上葛原二丁目、上吉田一丁目、上吉田

二丁目、上吉田三丁目、上吉田四丁目、上吉田五丁目、上吉田

六丁目、葛原一丁目、葛原二丁目、葛原三丁目、葛原四丁目、

葛原五丁目、葛原高松一丁目、葛原高松二丁目、葛原本町一丁

目（一部）、葛原本町二丁目、葛原本町三丁目、葛原本町四丁

目、葛原本町五丁目、重住一丁目、重住二丁目、下城野一丁目

、下城野二丁目、下城野三丁目（一部）、城野一丁目、城野二

丁目、城野三丁目、城野四丁目、中吉田一丁目、中吉田二丁目

、中吉田三丁目、中吉田四丁目、中吉田五丁目（一部）、中吉

田六丁目、西水町、蜷田若園一丁目、蜷田若園二丁目、蜷田若

園三丁目、沼新町一丁目、沼新町二丁目、沼新町三丁目、沼本

町一丁目、沼本町二丁目、沼本町三丁目、沼本町四丁目、沼緑

町一丁目、沼緑町二丁目、沼緑町三丁目、沼緑町四丁目、沼緑

町五丁目、八幡町、春ケ丘（一部）、東水町、富士見一丁目、

富士見二丁目、富士見三丁目、湯川一丁目、湯川二丁目、湯川

三丁目、湯川四丁目、湯川五丁目、湯川新町一丁目、湯川新町

二丁目、湯川新町三丁目、湯川新町四丁目、大字吉田、吉田に

れの木坂一丁目、吉田にれの木坂二丁目、若園一丁目、若園二 

丁目、若園三丁目、若園四丁目及び若園五丁目 

月曜日及び木

曜日 

 

 

 

火曜日 

 石田町、石田南一丁目、石田南二丁目、石田南三丁目、大字石

原町、大字市丸、大字井手浦、大字合馬、大字長行（一部）、

金曜日 
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大字頂吉、隠蓑、大字隠蓑、上石田一丁目、上石田二丁目、上

石田三丁目、上石田四丁目、上曽根一丁目、上曽根二丁目、上

曽根三丁目、上曽根四丁目、上曽根五丁目、上曽根新町、上貫

一丁目、上貫二丁目、上貫三丁目、企救丘一丁目、企救丘二丁

目、企救丘三丁目、企救丘四丁目（一部）、大字木下、大字朽

網、朽網西一丁目、朽網西二丁目、朽網西三丁目、朽網西四丁

目、朽網西五丁目、朽網西六丁目、朽網東一丁目、朽網東二丁

目、朽網東三丁目、朽網東四丁目、朽網東五丁目、朽網東六丁

目、葛原東一丁目、葛原東二丁目、葛原東三丁目、葛原東四丁

目、葛原東五丁目、葛原東六丁目、葛原本町一丁目（一部）、

葛原本町六丁目、葛原元町一丁目、葛原元町二丁目、葛原元町

三丁目、大字小森、大字志井（一部）、下石田一丁目、下石田

二丁目、下石田三丁目、下曽根一丁目、下曽根二丁目、下曽根

三丁目、下曽根四丁目、下曽根新町、下貫一丁目、下貫二丁目

、下貫三丁目、下貫四丁目、新曽根、大字新道寺、大字曽根、

曽根北町、大字曽根新田、曽根新田北一丁目、曽根新田北二丁

目、曽根新田北三丁目、曽根新田北四丁目、曽根新田北五丁目

、曽根新田北六丁目、曽根新田北七丁目、曽根新田南一丁目、

曽根新田南二丁目、曽根新田南三丁目、曽根新田南四丁目、大

字高津尾、大字田代、田原一丁目、田原二丁目、田原三丁目、

田原四丁目、田原五丁目、田原新町一丁目、田原新町二丁目、

田原新町三丁目、大字辻三、津田一丁目、津田二丁目、津田三

丁目、津田四丁目、津田五丁目、津田新町一丁目、津田新町二

丁目、津田新町三丁目、津田新町四丁目、津田南町、大字道原

、大字徳吉、徳吉南一丁目、徳吉南二丁目、徳吉南三丁目（一

部）、徳吉南四丁目、中曽根一丁目、中曽根二丁目、中曽根三

丁目、中曽根四丁目、中曽根五丁目、中曽根六丁目、中曽根新

町、中曽根東一丁目、中曽根東二丁目、中曽根東三丁目、中曽

根東四丁目、中曽根東五丁目、中曽根東六丁目、中貫一丁目、

中貫二丁目、中貫本町、大字長野、長野一丁目、長野二丁目、

長野三丁目、長野東町、長野本町一丁目、長野本町二丁目、長

野本町三丁目、長野本町四丁目、西貫一丁目、西貫二丁目、大

字貫、貫弥生が丘一丁目、貫弥生が丘二丁目、貫弥生が丘三丁

目、貫弥生が丘四丁目、沼南町一丁目、沼南町二丁目、沼南町

三丁目、葉山町一丁目（一部）、大字春吉、東貫一丁目、東貫

二丁目、東貫三丁目、平尾台一丁目、平尾台二丁目、平尾台三

丁目、舞ケ丘一丁目、舞ケ丘二丁目、舞ケ丘三丁目、舞ケ丘四

丁目、舞ケ丘五丁目、舞ケ丘六丁目、南若園町、大字母原、八

重洲町、山手三丁目、大字山本、大字横代、横代北町一丁目、

横代北町二丁目、横代北町三丁目、横代北町四丁目、横代北町

五丁目、横代葉山、横代東町一丁目、横代東町二丁目、横代東 
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 町三丁目、横代東町四丁目、横代東町五丁目、横代南町一丁目

、横代南町二丁目、横代南町三丁目、横代南町四丁目、横代南

町五丁目及び大字呼野 

  

 大字石田、大字長行（一部）、長行西一丁目、長行西二丁目、

長行西三丁目、長行西四丁目、長行西五丁目、長行東一丁目、

長行東二丁目、長行東三丁目、蒲生一丁目、蒲生二丁目、蒲生

三丁目、蒲生四丁目、蒲生五丁目、大字志井（一部）、志井一

丁目、志井二丁目、志井三丁目、志井四丁目、志井五丁目、志

井六丁目、志井公園、志井鷹羽台、下南方一丁目、下南方二丁

目、高野一丁目、高野二丁目、高野三丁目、高野四丁目、高野

五丁目、高野六丁目、徳吉西一丁目、徳吉西二丁目、徳吉西三

丁目、徳吉東一丁目、徳吉東二丁目、徳吉東三丁目、徳吉東四

丁目、徳吉東五丁目、徳吉南三丁目（一部）、徳力一丁目、徳

力二丁目、徳力三丁目、徳力四丁目、徳力五丁目、徳力六丁目

、徳力七丁目、徳力新町一丁目、徳力新町二丁目、徳力団地、

長尾一丁目、長尾二丁目、長尾三丁目、長尾四丁目、長尾五丁

目、長尾六丁目、大字堀越、大字南方、南方一丁目、南方二丁

目、南方三丁目、南方四丁目及び南方五丁目 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 

 企救丘四丁目（一部）、企救丘五丁目、企救丘六丁目、北方一

丁目、北方二丁目、北方三丁目、北方四丁目、北方五丁目、志

徳一丁目、志徳二丁目、下城野三丁目（一部）、下吉田一丁目

、下吉田二丁目、下吉田三丁目、下吉田四丁目、星和台一丁目

、星和台二丁目、中吉田五丁目（一部）、葉山町一丁目（一部

）、葉山町二丁目、葉山町三丁目、春ケ丘（一部）、日の出町

一丁目、日の出町二丁目、守恒一丁目、守恒二丁目、守恒三丁

目、守恒四丁目、守恒五丁目、守恒本町一丁目、守恒本町二丁

目、守恒本町三丁目、山手一丁目及び山手二丁目 

 木曜日 

若松区 老松一丁目、老松二丁目、大井戸町（一部）、北浜一丁目、北

浜二丁目、北湊町（一部）、桜町、高須東一丁目、高須東二丁

目、高須東三丁目、高須東四丁目、高須南一丁目、高須南二丁

目、高須南三丁目、高須南四丁目、高須南五丁目、中川町、西

園町（一部）、白山一丁目（一部）、浜町一丁目、浜町二丁目

、浜町三丁目、本町一丁目、本町二丁目及び本町三丁目 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 

赤崎町（一部）、栄盛川町（一部）、上原町（一部）、北湊町

（一部）、響南町、小石本村町（一部）、下原町（一部）、高

須西二丁目（一番）、波打町、西小石町、原町、東小石町、ひ

びきの南一丁目（一部）、深町一丁目（一部）及び深町二丁目

（一部） 

 金曜日 

 青葉台西一丁目、青葉台西二丁目、青葉台西三丁目、青葉台西

四丁目、青葉台西五丁目、青葉台西六丁目、青葉台東一丁目、

青葉台東二丁目、青葉台南一丁目、青葉台南二丁目、青葉台南 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 
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 三丁目、赤崎町（一部）、大字蜑住、大字有毛、大字安瀬、大

字安屋、大字大鳥居、大字小竹、大字乙丸、上原町（一部）、

鴨生田一丁目、鴨生田二丁目、鴨生田三丁目、鴨生田四丁目、

大字小石、小石本村町（一部）、小糸町、大字小敷、小敷ひび

きの一丁目、小敷ひびきの二丁目、小敷ひびきの三丁目、迫田

町、大字塩屋、塩屋一丁目、塩屋二丁目、塩屋三丁目、塩屋四

丁目、下原町（一部）、大字高須、高須北一丁目、高須北二丁

目、高須北三丁目、高須西一丁目、高須西二丁目（一部）、大

字竹並、棚田町、大字頓田、中畑町、大字畠田、畠田三丁目、

花野路一丁目、花野路二丁目、花野路三丁目、大字払川、ひび

きの、ひびきの北、ひびきの南一丁目、ひびきの南二丁目、響

町一丁目及び宮前町 

  

 赤岩町、赤島町、今光一丁目、今光二丁目、今光三丁目、栄盛

川町（一部）、大池町、大井戸町（一部）、大谷町、片山一丁

目、片山二丁目、片山三丁目、上原町（一部）、くきのうみ中

央、久岐の浜、新大谷町、大字修多羅、修多羅一丁目、修多羅

二丁目、修多羅三丁目、童子丸一丁目、童子丸二丁目、西園町

（一部）、西天神町、西畑町、白山一丁目（一部）、白山二丁

目、白山三丁目、畠田一丁目、畠田二丁目、畑谷町、東畑町、

東二島一丁目、東二島二丁目、東二島三丁目、東二島四丁目、

東二島五丁目、深町一丁目（一部）、深町二丁目（一部）、大

字藤木、藤ノ木一丁目、藤ノ木二丁目、藤ノ木三丁目、大字二

島、二島一丁目、二島二丁目、二島三丁目、二島四丁目、二島

五丁目、二島六丁目、古前一丁目、古前二丁目、南二島一丁目

、南二島二丁目、南二島四丁目、宮丸一丁目、宮丸二丁目、山

手町、山ノ堂町、百合野町、用勺町及び和田町 

 木曜日 

八幡東区 河内一丁目、河内二丁目、河内三丁目及び田代町 月曜日及び木

曜日 

金曜日 

大字尾倉、尾倉一丁目、尾倉二丁目、尾倉三丁目、神山町、

園一丁目、 園二丁目、 園三丁目、 園四丁目、 園原町、

清田一丁目（一部）、清田二丁目、清田三丁目、清田四丁目、

大字小熊野、山路一丁目（一部）、山路松尾町、昭和三丁目、

槻田一丁目、槻田二丁目、天神町、西台良町、西本町一丁目、

西本町二丁目、西本町三丁目、西本町四丁目、花尾町、春の町

一丁目、春の町二丁目、春の町三丁目、春の町四丁目、春の町

五丁目、東台良町、平野三丁目、帆柱一丁目、帆柱二丁目、帆

柱三丁目、帆柱四丁目、帆柱五丁目、前田一丁目、前田二丁目

、前田三丁目、松尾町、桃園一丁目、桃園二丁目、桃園三丁目 

及び桃園四丁目 

火曜日及び金

曜日 

 

 

月曜日 

 荒手一丁目、荒手二丁目、荒生田一丁目、荒生田二丁目、荒生

田三丁目、石坪町、猪倉町、祝町一丁目、祝町二丁目、枝光一 

木曜日 
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 丁目、枝光二丁目、枝光三丁目、枝光四丁目、枝光五丁目、枝

光本町、大字大蔵、大蔵一丁目、大蔵二丁目、大蔵三丁目、大

谷一丁目、大谷二丁目、大平町、大宮町、勝山一丁目、勝山二

丁目、上本町一丁目、上本町二丁目、川淵町、清田一丁目（一

部）、景勝町、山路一丁目（一部）、山路二丁目、山王一丁目

、山王二丁目、山王三丁目、山王四丁目、昭和一丁目、昭和二

丁目、白川町、末広町、諏訪一丁目、諏訪二丁目、高見一丁目

、高見二丁目、高見三丁目、高見四丁目、高見五丁目、竹下町

、茶屋町、中央一丁目、中央二丁目、中央三丁目、中尾一丁目

、中尾二丁目、中尾三丁目、中畑一丁目、中畑二丁目、西丸山

町、羽衣町、八王寺町、東田二丁目、東田三丁目、東鉄町、東

丸山町、東山一丁目、東山二丁目、日の出一丁目、日の出二丁

目、日の出三丁目、藤見町、宮田町、宮の町一丁目、宮の町二

丁目及び豊町 

  

八幡西区 相生町、青山一丁目、青山二丁目、青山三丁目、穴生一丁目、

穴生二丁目、穴生三丁目、穴生四丁目、大字市瀬、市瀬一丁目

、市瀬二丁目、市瀬三丁目、大畑町、岡田町、御開一丁目、御

開二丁目、御開三丁目、御開四丁目、御開五丁目、大字上上津

役、上上津役一丁目、上上津役二丁目、上上津役三丁目、上上

津役四丁目、上上津役五丁目、上上津役六丁目、岸の浦一丁目

、岸の浦二丁目、貴船台、京良城町、熊西一丁目、熊西二丁目

、皇后崎町、河桃町、紅梅三丁目、紅梅四丁目、小鷺田町、大

字小嶺、小嶺二丁目（一部）、小嶺三丁目、幸神一丁目、幸神

二丁目、幸神三丁目、幸神四丁目、桜ケ丘町、陣原一丁目、陣

原二丁目、陣原三丁目、陣原四丁目、陣原五丁目、陣山一丁目

（一部）、陣山二丁目（一部）、陣山三丁目、瀬板一丁目、瀬

板二丁目、清納一丁目、清納二丁目、星和町、鷹の巣一丁目、

鷹の巣二丁目、鷹の巣三丁目、竹末一丁目、竹末二丁目、茶売

町、千代ケ崎一丁目、千代ケ崎二丁目、千代ケ崎三丁目、筒井

町、鉄王一丁目、鉄王二丁目、鉄竜一丁目、鉄竜二丁目、洞北

町、中須一丁目、鳴水町、西王子町、西川頭町、西神原町、西

鳴水一丁目、西鳴水二丁目、西曲里町、萩原一丁目、萩原二丁

目、萩原三丁目、東王子町、東川頭町、東神原町、東鳴水一丁

目、東鳴水二丁目、東鳴水三丁目、東鳴水四丁目、東鳴水五丁

目、東曲里町、引野一丁目、引野二丁目、引野三丁目、樋口町

、平尾町、別所町、別当町、本城一丁目、本城三丁目、本城四

丁目、本城五丁目、本城東一丁目、本城東二丁目、本城東三丁

目、本城東四丁目、本城東五丁目、本城東六丁目、町上津役東 

一丁目、町上津役東二丁目、町上津役東三丁目、南王子町、南

八千代町、元城町、山寺町、夕原町、力丸町（一部）、割子川 

一丁目及び割子川二丁目 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 
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 大字浅川、浅川一丁目、浅川二丁目、浅川学園台一丁目、浅川

学園台二丁目、浅川学園台三丁目、浅川学園台四丁目、浅川台

一丁目、浅川台二丁目、浅川台三丁目、浅川日の峯一丁目、浅

川日の峯二丁目、浅川日の峯三丁目、浅川日の峯四丁目、浅川

町、大字穴生、泉ケ浦一丁目、泉ケ浦二丁目、泉ケ浦三丁目、

医生ケ丘、上の原一丁目、上の原二丁目、上の原三丁目、上の

原四丁目、大字永犬丸、永犬丸一丁目、永犬丸二丁目、永犬丸

三丁目、永犬丸四丁目、永犬丸五丁目、永犬丸西町一丁目、永

犬丸西町二丁目、永犬丸西町三丁目、永犬丸西町四丁目、永犬

丸東町一丁目、永犬丸東町二丁目、永犬丸東町三丁目、永犬丸

南町一丁目、永犬丸南町二丁目、永犬丸南町三丁目、永犬丸南

町四丁目、永犬丸南町五丁目、大浦一丁目、大浦二丁目、大浦

三丁目、大平一丁目、大平二丁目（一部）、大平台、沖田一丁

目、沖田二丁目、沖田三丁目、沖田四丁目、沖田五丁目、折尾

一丁目、折尾二丁目、折尾三丁目、折尾四丁目、折尾五丁目、

春日台一丁目、春日台二丁目、春日台三丁目、春日台四丁目、

春日台五丁目、春日台六丁目、北鷹見町、楠木一丁目、楠木二

丁目、光明一丁目、光明二丁目、さつき台一丁目、さつき台二

丁目、里中一丁目、里中二丁目、里中三丁目、三ケ森一丁目、

三ケ森二丁目、三ケ森三丁目、三ケ森四丁目、下上津役一丁目

、下上津役二丁目、下上津役三丁目、下上津役四丁目、下上津

役元町、自由ケ丘、松寿山一丁目、松寿山二丁目、松寿山三丁

目、大膳一丁目、大膳二丁目、鷹見台一丁目、鷹見台二丁目、

鷹見台三丁目、鷹見台四丁目、東筑一丁目、東筑二丁目、塔野

一丁目、塔野二丁目、塔野三丁目、友田一丁目、友田二丁目、

友田三丁目、長崎町、中須二丁目、中の原一丁目、中の原二丁

目、中の原三丁目、西折尾町、大字則松、則松一丁目、則松二

丁目、則松三丁目、則松四丁目、則松五丁目、則松六丁目、則

松七丁目、則松東一丁目、則松東二丁目、東折尾町、日吉台一

丁目、日吉台二丁目、日吉台三丁目、藤原一丁目、藤原二丁目

、藤原三丁目、藤原四丁目、船越一丁目（一部）、北筑一丁目

、北筑二丁目、北筑三丁目、堀川町、大字本城（一部）、本城

二丁目、町上津役西一丁目、町上津役西二丁目、町上津役西三

丁目（一部）、町上津役西四丁目（一部）、的場町、丸尾町、

三ツ頭一丁目、三ツ頭二丁目、光貞台一丁目、光貞台二丁目、

光貞台三丁目、南鷹見町、美原町、美吉野町、森下町、八枝一

丁目、八枝二丁目、八枝三丁目、八枝四丁目、八枝五丁目、養

福寺町、力丸町（一部）、若葉一丁目、若葉二丁目及び若葉三 

丁目 

 金曜日 

 池田一丁目、池田二丁目、池田三丁目、石坂一丁目、石坂二丁

目、石坂三丁目、岩崎一丁目、岩崎二丁目、岩崎三丁目、岩崎 

火曜日及び金

曜日 

月曜日 
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 四丁目、大平二丁目（一部）、大平三丁目、香月中央一丁目、

香月中央二丁目、香月中央三丁目、香月中央四丁目、香月中央

五丁目、香月西一丁目、香月西二丁目、香月西三丁目、香月西

四丁目、上香月一丁目、上香月二丁目、上香月三丁目、上香月

四丁目、吉祥寺町、楠北一丁目、楠北二丁目、楠北三丁目、大

字楠橋、楠橋上方一丁目、楠橋上方二丁目、楠橋下方一丁目、

楠橋下方二丁目、楠橋下方三丁目、楠橋西一丁目、楠橋西二丁

目、楠橋西三丁目、楠橋東一丁目、楠橋東二丁目、楠橋南一丁

目、楠橋南二丁目、熊手一丁目、熊手二丁目、熊手三丁目、黒

崎一丁目、黒崎二丁目、黒崎三丁目、黒崎四丁目、黒崎五丁目

、黒崎城石、紅梅一丁目、紅梅二丁目、小嶺一丁目、小嶺二丁

目（一部）、小嶺台一丁目、小嶺台二丁目、小嶺台三丁目、小

嶺台四丁目、大字木屋瀬、木屋瀬一丁目、木屋瀬二丁目、木屋

瀬三丁目、木屋瀬四丁目、木屋瀬五丁目、木屋瀬東一丁目（一

部）、下畑町（一部）、白岩町、陣山一丁目（一部）、陣山二

丁目（一部）、菅原町、高江一丁目、高江二丁目、高江三丁目

、高江四丁目、高江五丁目、田町一丁目、田町二丁目、茶屋の

原一丁目、茶屋の原二丁目、茶屋の原三丁目、茶屋の原四丁目

、千代一丁目、千代二丁目、千代三丁目、千代四丁目、千代五

丁目、築地町、馬場山、馬場山西、馬場山原、馬場山緑、東石

坂町、東浜町、藤田一丁目、藤田二丁目、藤田三丁目、藤田四

丁目、船越一丁目（一部）、船越二丁目、船越三丁目、舟町、

大字本城（一部）、本城学研台一丁目、本城学研台二丁目、本

城学研台三丁目、町上津役西三丁目（一部）、町上津役西四丁

目（一部）、真名子一丁目、真名子二丁目、椋枝一丁目、椋枝

二丁目、屋敷一丁目、屋敷二丁目及び八千代町 

  

 楠橋南三丁目、木屋瀬東一丁目、木屋瀬東二丁目、木屋瀬東三

丁目、木屋瀬東四丁目、大字金剛、金剛一丁目、金剛二丁目、

金剛三丁目、金剛四丁目、大字笹田、下畑町（一部）、大字野

面、野面一丁目、野面二丁目、大字畑、馬場山東一丁目、馬場

山東二丁目、馬場山東三丁目、星ヶ丘一丁目、星ヶ丘二丁目、

星ヶ丘三丁目、星ヶ丘四丁目、星ヶ丘五丁目、星ヶ丘六丁目及

び星ヶ丘七丁目 

 木曜日 

戸畑区 牧山一丁目、牧山二丁目、牧山三丁目、牧山四丁目、牧山海岸

、牧山新町、丸町一丁目、丸町二丁目及び丸町三丁目 

月曜日及び木

曜日 

火曜日 

浅生一丁目、浅生二丁目（一番）、浅生三丁目、沖台一丁目、

沖台二丁目、観音寺町、椎ノ木町、正津町、新川町、菅原一丁

目、菅原二丁目、菅原三丁目、菅原四丁目、高峰一丁目、高峰

二丁目、高峰三丁目、西大谷一丁目、西大谷二丁目、西鞘ケ谷

町、初音町、東大谷一丁目、東大谷二丁目及び東大谷三丁目 

 金曜日 

 旭町、浅生二丁目（一部）、一枝一丁目、一枝二丁目、一枝三 火曜日及び金 木曜日 
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 丁目、一枝四丁目、川代一丁目、川代二丁目、北鳥旗町、銀座

一丁目、銀座二丁目、小芝一丁目、小芝二丁目、小芝三丁目、

金比羅町、幸町、境川一丁目、境川二丁目、沢見一丁目、沢見

二丁目、三六町、汐井町、新池一丁目、新池二丁目、新池三丁

目、仙水町、千防一丁目、千防二丁目、千防三丁目、土取町、

天神一丁目、天神二丁目、天籟寺一丁目、天籟寺二丁目、大字

中原、中原西一丁目、中原西二丁目、中原西三丁目、中原東一

丁目、中原東二丁目、中原東三丁目、中原東四丁目、中本町、

東鞘ケ谷町、福柳木一丁目、福柳木二丁目、南鳥旗町、明治町

、元宮町、夜宮一丁目、夜宮二丁目及び夜宮三丁目 

曜日  

※かん・びん及びペットボトルの町ごとの収集曜日は、水曜日とする。 
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北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する規則（平成６年北九州市規則第１３号）第４

条３号及び第１１条第３号に規定する市長が別に定める基準 

 北九州市廃棄物の減量及び適正処理に関する規則（平成６年北九州市規則第１３号）第

４条３号及び第１１条第３号に規定する市長が別に定める基準を次のように定め、令和３

年４月１日から施行する。 

市長が別に定める基準（平成１６年北九州市告示第４０７号）は、令和３年３月３１日

限り廃止する。 

（事業系一般廃棄物及び産業廃棄物の受入基準） 

１ 市の施設の受入基準 

 （１）一般廃棄物の受入基準 

一般廃棄物を焼却工場、不燃粗大仮置場及び埋立地に搬入するためには、次の全

ての項目を満たしたものであること。 

なお、特別管理一般廃棄物は除く。 

ア 焼却工場、不燃粗大仮置場 

（ア）発生場所が市内であること、又は市長が許可した近隣市町村の搬送する廃棄

物であること。 

（イ）各工場の搬入規格や条件を守ること。 

（ウ）事業系一廃については、家庭系一廃の処理に支障のない量であること。 

（エ）再使用又は再生利用が可能な紙くず、木くずではないこと。 

  イ 響灘西地区廃棄物処分場 

    （ア）発生場所が市内であること、又は市長が許可した近隣市町村の搬送する廃棄

物であること。 

    （イ）処分場の搬入規格や条件を守ること。 

    （ウ）有害でなく、埋立処分に支障のないものであること。 

    （エ）不燃性のものであること。 

    （オ）油分を含んでいないこと。 

（２）産業廃棄物の受入基準 

産業廃棄物のうち、一般廃棄物と一緒に焼却の可能な品目については、市が指定に

基づき、中間処理施設で一般廃棄物と併せて処理できる。 

この産業廃棄物を焼却工場及び不燃粗大仮置場及び埋立地に搬入するためには、次

の全ての項目を満たしたものであること。 

なお特別管理産業廃棄物は除く。 

ア 焼却工場、不燃粗大仮置場 

（ア）「令和３年北九州市告示第８７号」で指定された品目であること。 

     （イ）発生場所が市内であること。 

（ウ）一業者につき、焼却工場と不燃粗大仮置場をあわせて１月２０ｔ以下（北九

州市告示による）であること。 

（エ）各工場の搬入規格や条件を守ること。 
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（オ）一般廃棄物の処理に支障のないよう、減量化・無害化・安全化等の処置がな

されていること。 

    （カ）搬入する前に、あらかじめ市長の許可を受けていること。（搬入協議） 

    （キ）再使用又は再生利用が可能な紙くず、木くずではないこと。    

イ 響灘西地区廃棄物処分場 

    （ア）「響灘西地区廃棄物処分場に係る産業廃棄物の処理基準」に該当する品目及

び個別的基準に該当していること。 

    （イ）発生場所が市内であること。 

    （ウ）処分場の搬入規格や条件を守ること。 

    （エ）有害でなく、埋立処分に支障のないものであること。 

    （オ）不燃性のものであること。 

    （カ）油分を含んでいないこと。 

２ 工場ごとの搬入規格や条件 

 （１）廃木材等の受入寸法（再使用又は再生利用が可能な廃木材を除く） 

新門司工場 日明工場 不燃粗大仮置場 皇后崎工場 

長さ200cm以下 

直径 20cm以下 

幅 140cm以下 

長さ70cm以下 

直径10cm以下 

幅   25cm以下 

搬入不可 

長さ 200cm以下 

直径  20cm以下 

幅   140cm以下 

ただし、生木については直径１０cm以下 

（２）柔物類（カーペット・じゅうたん・畳・布団・ベッド・マットレス・毛布等） 

日明工場 

70cm四方に切断すること。 

畳は一業者につき、１日１０枚まで。（１/４に

切断すること。） 

新門司・皇后崎工場 畳は一業者につき、１日１０枚まで。 

不燃粗大仮置場 搬入不可 

（３） 生ごみ及び動植物性残渣 

焼却工場 一業者につき、１日２ｔ以下、１月２０ｔまで。

不燃粗大仮置場 搬入不可 

（４） 廃家電 

   家電リサイクル法の施行により、洗濯機（衣類乾燥機を含む。）、テレビジョン受信

機（ブラウン管式並びに液晶式及びプラズマ式のもの（液晶式のものについては、電

源として一次電池又は蓄電池を使用しないものに限り、建築物に組み込むことができ

るように設計したものを除く。）に限る。）、エアコン、冷蔵庫（冷凍庫を含む。）の廃

家電四品目は不燃粗大仮置場及び焼却工場に搬入不可 
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不燃粗大仮

置場 

ガスレンジ ガスストーブ 電気ストーブ

電子レンジ ドライヤーなど。 
1日10台まで 

※家庭用のみ搬入可、業務用電気器具は搬入不可 

焼却工場 搬入不可 

３ 響灘西地区廃棄物処分場の搬入規格 

種 類 受入基準 備考 

燃え殻 

・熱灼減量15%以下に焼却したもの。 

・あらかじめ大気中に飛散しないように必要

な措置を講じたもの。 

汚泥 
・無機性汚泥（熱灼減量15%以下のもの）。 

・含水率85%以下に脱水したもの。 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 

・あらかじめ中空の状態でないようにし、か

つ最大径 15cm 以下に破砕し、切断したも

の。 

発泡ｽﾁﾛｰﾙ等の

飛散する恐れの

あるものは不可

ゴムくず ・最大径15cm以下に破砕し、切断したもの。

金属くず 

・最大径が 30cm 以下に破砕し、切断したも

の。 

ｶﾞﾗｽくず 

及び陶磁器くず

鉱さい 

がれき類 

ばいじん 

・湿式集塵施設で捕集したばいじんは含水率

85%以下に脱水したもの。 

・その他のばいじんは、あらかじめ大気中飛

散しないように必要な措置を講じたもの。

政令第13号廃棄

物 

・産業廃棄物の前処理の方法により、安定化

が確認されたもの。 

産業廃棄物を処

分するために処

理したもので、

上記廃棄物に該

当しないもの。

断熱材・保温材

・最大径 30cm 以下に破砕し、切断したもの

で、かつ、海水に浮遊しないよう措置を講

じたもの。 

廃石膏ボード 
・最大径 30cm 以下に破砕し、切断したもの

で、かつ、紙類が付着していないもの。 
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４ 受入できないもの 

 （１）  焼却工場  

種  別 品       名 

ボンベ類（危険物） ガスボンベ、石油ストーブ等や爆発物等の危険物 

金属類 
金属製家具、金属製事務機器、一斗缶、被覆電線、ワ

イヤー、金属パイプ、鉄筋

ゴム類 タイヤ、ゴム類 

土砂類 
土砂・がれき・断熱材、石・燃え殻・石膏ボード、コ

ンクリート類・陶磁器くず、ガラス類 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 

（事業者から出たものに

限る（産廃）） 

プラスチック類、ビニール類、発泡スチロール、セル

ロイド類、塩ビ管                

大型廃材 

畳（各工場の受入寸法以上のもの）、 

じゅうたん（各工場の受入寸法以上のもの）、布団（各

工場の受入寸法以上のもの）、ベッド、ソファー、大型

金庫、ロール紙（長さ70cm・直径10cm・幅25cm以上）

その他 
医療廃棄物、市外ごみ、再使用又は再生利用が可能な

紙くず・木くず 

（２）  不燃粗大仮置場 

種  別 品       名 

ボンベ類 

（危険物） 

プロパンボンベ、酸素ボンベ、缶入燃料（カセットボンベ）、そ

の他のボンベ、スプレー缶、花火・マッチ等の火薬類 

金属類 

アルミサッシ、消火器、オートバイ（全て）、ボイラー、ポンプ・

ファン等の機械類、タイヤホイール、門扉等の鉄塊類、浴槽（ホ

ーロー・鋼板製）、電気温水器、ワイヤーロープ、業務用電化製

品、タイヤチェーン、業務用厨房機器、電線類、エアコン・ク

ーラー等の室外機、ドラム缶、空き缶、パイプ類（水道管・電線管等）、 

バッテリー、金属製家具類、金属くず（廃家電を除く）、農業機械

類 

ゴム類 タイヤ 、補強ワイヤー入りホース類、コンベアゴム、ゴム板 

廃油薬品類 廃油 、薬品入り容器、塗料 

土砂類 

土砂、コンクリート片、瓦、空きびん、ガラス、陶磁器、石膏

ボード、石綿スレート、グラスウール、石綿類、レンガ、ブロ

ック、貝殻、蛍光管、土管、断熱材 

樹脂製品 

樹脂製浴槽、ビニール、樹脂製波板、パイプ等、クーリングタ

ワー、FRP 製タンク・ボート等、ホース、ロープ、発泡スチロ

ール、プラスチック 

大型廃材 
木材、電線用ドラム、金庫、ピアノ、その他の大型で破砕不適

な物    
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可燃物 

書類・本・雑誌等の紙類、衣類、座布団等の小布類、ビデオ等

のテープ類、飲食物、その他の可燃物（再使用又は再生利用が

可能な紙くず・木くず等） 

５ 受入基準の変更について 

  この基準については、法改正、条例改正、受入廃棄物の変化等社会情勢に合わせて必

要の都度、見直しを行い改定するものとする。 

６ 改定履歴 

 制定日  平成１６年１１月 １日  

改定日１ 令和 ３年 ４月 １日 
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北九」川市告示第8 7号

北九州打打廃粟物の減量及び適正処理に関する条例 （平成5年北九朴I市条例第

2 8号）第2 1条第2項の規定により、 北九」州市が 一 般廃棄物と併せて処理す

る産業廃棄物を次のように定め、 令和3年4月1日から施行する。
一 般廃棄物と併せて処理する産業廃棄物（平成1 0年北九小卜I市告示第1 8 3 

号）は、 令和3年3月3 1日限り廃止する。

令和3年3月3 1日

北九」州市長 北 橋 健 治

施設の

種類
種 類

不燃粗 金属くず

大仮置

場

焼却エ 1 紙くず（建設業に係るもの（

場 工作物の新築、 改築又は除去に

伴って生じたものに限る 。）、
パ ルプ、 紙又は紙加工品の製造

業、 新聞業（新聞巻取紙を使用

して印刷発行を行うものに限る

。）、 出版業（印刷出版を行う

ものに限る 。）、 製本業及び印

刷物加工業に係るもの並びにポ

リ塩化ビフェニルが塗布され、

又は染み込んだものに限る。）

2 木くず（建設業に係るもの（

工作物の新築、 改築又は除去に

伴って生じたものに限る 。）、

木材又は木製品の製造業（家具

の製造業を含む。）、 パ ルプ製

造業、 輸入木材の卸売業及び物

品賃貸業に係るもの、 貨物の流

通のために使用したパ レット（

里f=1 

1月2

0, ゜

0 0キ

ログラ

ム以下

1月2

0, 0 

0 0キ

ログラ

ム以下

備 考

I 1 形状等
一 般廃棄物

の処理に支障

がないよう減

量化、 安全化

、 無害化その

他市長が必要

と認める処理

をしたものに

限る。

2 搬入の制限

北九」川市が

行う一 般廃棄

物の処理に支

障を及ぼすと

市長が認めた

場合は、 左の

産業廃棄物の

全部又は一 部

について左の

施設への搬入

を制限するこ

とができる。

3 搬入の協議
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パレットヘの貨物の積付けのた

めに使用したこん包用の木材を

含む。）に係るもの並びにポリ

塩化ビフェニルが染み込んだも

のに限る。）

3 繊維くず（建設業に係るもの

（エ作物の新築、 改築又は除去

に伴って生じたものに限る。）

、 繊維工業（衣服その他の繊維

製品製造業を除く。）に係るも

の及びポリ塩化ビフェニルが染

み込んだものに限る。）

4 食料品製造業、 医薬品製造業

又は香料製造業において原料と

して使用した動物又は植物に係

る固形状の不要物

埋立処 l 燃え殻

分場 2 汚泥

3 廃プラスチック類

4 ゴムくず

5 金属くず

6 ガラスくず及び陶磁器くず

7 鉱さい

8 工作物の新築、 改築又は除去

に伴って生じたコンクリ ー トの

破片その他これに類する不要物

9 ばいじん

1 0 廃棄物の処理及び泊掃に関

する法律施行令（昭和4 6年

政令第3 0 0号）第2条第1

3号に規定する廃棄物

一般廃棄物

の処理に支障

がないことが

、 あらかじめ

、 市長との協

議により確認

されたもので

あること。

4 紙くず及び

木くずを資源

化する事業所

からの残滋

資源化処理

後の残清につ

いては、 可燃

物に限り焼却

工場で受け入

れる。 ただし

、 焼却工場で

受入れる量が

1月2 0, 0 

0 0キログラ

ムを超える場

合は、 市長と

の協議による

゜
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○北九州市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例  

昭和６０年１０月１４日  

条例第３５号  

改正 平成８年３月２９日条例第５号  

平成１２年１２月１３日条例第６９号 

平成２３年９月３０日条例第２７号  

令和２年３月２５日条例第１号  

（趣旨） 

第１条 この条例は、浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」とい

う。）第４８条第１項の規定に基づき、浄化槽の保守点検を業とする者の登

録に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（登録） 

第２条 市の区域において浄化槽の保守点検を行う事業（以下「浄化槽保守点

検業」という。）を営もうとする者は、市長の登録を受けなければならな

い。 

２ 登録の有効期間は、３年とする。  

３ 前項の有効期間の満了後引き続き浄化槽保守点検業を営もうとする者は、

更新の登録を受けなければならない。 

４ 更新の登録の申請があった場合において、第２項の有効期間の満了の日ま

でにその申請に対する登録又は登録の拒否の処分がなされないときは、従前

の登録は、同項の有効期間の満了後もその処分がなされるまでの間は、なお

その効力を有する。 

５ 前項の場合において、更新の登録がなされたときは、その登録の有効期間

は、従前の登録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。  

（平２３条例２７・一部改正）  

（登録の申請） 

第３条 前条第１項又は第３項の登録を受けようとする者（以下「申請者」と

いう。）は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出しなけれ

ばならない。 
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（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  

（２） 営業所の名称及び所在地  

（３） 法人にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役又はこれ

らに準ずる者をいう。以下同じ。）の氏名  

（４） 浄化槽保守点検業を営もうとする区域  

（５） 営業所ごとに置かれる浄化槽管理士の氏名及び浄化槽管理士免状の

交付番号並びにその者が専任する区域 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる図書を添付しなければならない。  

（１） 申請者が第５条第１項第１号から第６号までに該当しないことを誓

約する書類 

（２） 第９条第２項に規定する器具の明細を記載した書類  

（３） 連絡をとっている又は連絡をとる予定の浄化槽清掃業者の氏名又は

名称及び営業所の所在地を記載した書類 

（４） その他規則で定める図書  

（平２３条例２７・一部改正）  

（登録の実施等）  

第４条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、次条第１項

の規定により登録を拒否する場合を除くほか、遅滞なく、前条第１項各号に

掲げる事項並びに登録の年月日及び登録番号を浄化槽保守点検業者登録簿に

登録しなければならない。  

２ 市長は、前項の規定による登録をした場合においては、直ちにその旨を当

該申請者に通知しなければならない。 

３ 何人も、市長に対し、その登録を受けて浄化槽保守点検業を営む者（以下

「浄化槽保守点検業者」という。）に関する浄化槽保守点検業者登録簿の謄

本の交付又は閲覧を請求することができる。  

（平２３条例２７・一部改正）  

（登録の拒否） 

第５条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当する者であるとき又は申

請書若しくはその添付図書の重要な事項について虚偽の記載があり、若しく

103



は重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならな

い。 

（１） 法若しくは法に基づく処分又はこの条例若しくはこの条例に基づく

処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなった日から２年を経過しない者  

（２） 第１３条第１項の規定により登録を取り消され、その処分のあった

日から２年を経過しない者  

（３） 浄化槽保守点検業者で法人であるものが第１３条第１項の規定によ

り登録を取り消された場合において、その処分のあった日前３０日以内に

その浄化槽保守点検業者の役員であった者でその処分のあった日から２年

を経過しないもの  

（４） 第１３条第１項の規定により事業の停止を命ぜられ、その停止の期

間が経過しない者  

（５） 浄化槽保守点検業に係る営業に関し成年者と同一の能力を有しない

未成年者でその法定代理人が前各号又は次号のいずれかに該当するもの  

（６） 法人でその役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの  

（７） 第９条第１項及び第２項に規定する要件のいずれかを欠く者  

（８） 第９条の２に規定する要件を欠く者  

２ 市長は、前項の規定により登録を拒否したときは、その理由を示して、直

ちにその旨を申請者に通知しなければならない。  

（平２３条例２７・令２条例１・一部改正）  

（変更の届出） 

第６条 浄化槽保守点検業者は、第３条第１項各号に掲げる事項に変更があっ

たときは、規則で定めるところにより、変更の日から３０日以内に、その旨

を市長に届け出なければならない。  

２ 第４条第１項及び第２項並びに前条の規定は、前項の規定による届出があ

った場合に準用する。 

（平２３条例２７・一部改正）  

（廃業等の届出）  
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第７条 浄化槽保守点検業者が、次の各号の一に該当することとなった場合に

おいては、当該各号に掲げる者は、３０日以内に、その旨を市長に届け出な

ければならない。  

（１） 死亡した場合その相続人  

（２） 法人が合併により消滅した場合その役員であった者  

（３） 法人が破産により解散した場合その破産管財人  

（４） 法人が合併又は破産以外の事由により解散した場合その清算人  

（５） 浄化槽保守点検業を廃止した場合浄化槽保守点検業者であった個人

又は浄化槽保守点検業者であった法人の役員  

（平２３条例２７・一部改正）  

（登録の抹消） 

第８条 市長は、前条の規定による届出があった場合（同条の規定による届出

がなくて同条各号の一に該当する事実が判明した場合を含む。）又は登録が

その効力を失った場合は、浄化槽保守点検業者登録簿につき、当該浄化槽保

守点検業者の登録を抹消しなければならない。  

２ 第５条第２項の規定は、前項の規定により登録を抹消した場合に準用す

る。 

（平２３条例２７・一部改正）  

（営業所の設置等） 

第９条 浄化槽保守点検業者は、市内に営業所を設置し、営業所に市の区域専

任の浄化槽管理士を置かなければならない。  

２ 浄化槽保守点検業者は、営業所ごとに規則で定める器具を備えなければな

らない。 

３ 浄化槽保守点検業者は、前２項の規定のいずれかに抵触する場合が生じた

ときは、２週間以内に当該各項の規定に適合させるために必要な措置をとら

なければならない。 

（研修の機会の付与） 

第９条の２ 浄化槽保守点検業者は、その営業所に置く浄化槽管理士に対し、

規則で定める研修の機会を与えなければならない。  
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（令２条例１・追加） 

（業務の実施） 

第１０条 浄化槽保守点検業者は、浄化槽の保守点検を行うときは、これを浄

化槽管理士に行わせ、若しくは監督させ、又はその資格を有する浄化槽保守

点検業者が自ら行い、若しくは監督しなければならない。 

２ 浄化槽保守点検業者は、法第４条第７項の規定により環境省令で定められ

た浄化槽の保守点検の技術上の基準に従って浄化槽の保守点検を行うことと

し、その際、当該浄化槽について清掃が必要であると認められたときは、速

やかに当該浄化槽の管理者及び浄化槽の管理者が当該浄化槽の清掃を委託し

ている場合にあっては委託を受けている浄化槽清掃業者に通知しなければな

らない。 

（平１２条例６９・令２条例１・一部改正）  

（標識の掲示） 

第１１条 浄化槽保守点検業者は、その営業所ごとの見やすい場所に、氏名又

は名称、登録番号その他の規則で定める事項を記載した標識を掲げなければ

ならない。 

（帳簿の備付け等） 

第１２条 浄化槽保守点検業者は、規則で定めるところにより、その営業所ご

とに帳簿を備え、その業務に関し規則で定める事項を記載し、これを保存し

なければならない。 

（登録の取消し等） 

第１３条 市長は、浄化槽保守点検業者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、その登録を取り消し、又は６月以内の期間を定めてその事業の全部若し

くは一部の停止を命ずることができる。 

（１） 不正の手段により第２条第１項又は第３項の登録を受けたとき。  

（２） 第５条第１項第１号、第３号又は第５号から第７号までのいずれか

に該当することとなったとき。  

（３） 第６条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたと

き。 
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（４） 法第１２条第１項の助言、指導又は勧告に従わず、情状特に重いと

き。 

（５） 前各号に掲げるもののほか、法若しくは法に基づく処分又はこの条

例若しくはこの条例に基づく処分に違反したとき。  

２ 前項の規定による登録の取消しに係る聴聞の期日における審理は、公開に

より行わなければならない。  

３ 第５条第２項の規定は、第１項の規定による処分をした場合に準用する。  

（平８条例５・一部改正）  

（報告徴収、立入検査等）  

第１４条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、浄化槽保守点検業

者に対し、浄化槽保守点検業務に関し報告させることができる。  

２ 市長は、この条例を施行するため特に必要があると認めるときは、その職

員に、浄化槽保守点検業者の事務所又は営業所に立ち入り、帳簿書類その他

の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。  

３ 前項の場合には、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があるときは、これを提示しなければならない。  

４ 第２項の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

（手数料） 

第１５条 次の各号の一に該当する者は、当該各号に定める額の手数料を納入

しなければならない。 

（１） 第２条第１項の規定による登録を受けようとする者３万円  

（２） 第２条第３項の規定による更新の登録を受けようとする者３万円  

（３） 第４条第３項の規定による浄化槽保守点検業者登録簿の謄本の交付

を受けようとする者１通につき２００円 

２ 前項の手数料は、申請の際これを徴収する。  

３ 既納の手数料は返還しない。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。  

（委任） 
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第１６条 この条例の施行について必要な事項は、別に規則で定める。  

（罰則） 

第１７条 次の各号の一に該当する者は、１年以下の懲役又は１０万円以下の

罰金に処する。 

（１） 第２条第１項又は第３項の登録を受けないで浄化槽保守点検業を営

んだ者 

（２） 不正の手段により第２条第１項又は第３項の登録を受けた者  

（３） 第１３条第１項の規定による命令に違反した者  

第１８条 次の各号の一に該当する者は、５万円以下の罰金に処する。  

（１） 第９条第３項の規定に違反して必要な措置をとらなかった者  

（２） 第１０条第１項の規定に違反して浄化槽の保守点検を行った者  

（３） 第１２条の規定に違反して帳簿を備えず、帳簿に記載せず、虚偽の

記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

（４） 第１４条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者  

（５） 第１４条第２項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし

た者 

（平２３条例２７・一部改正）  

第１９条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関して前２条の違反行為をしたときは、行為者

を罰するほか、その法人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。  

付 則  

（施行期日） 

１ この条例は、昭和６１年１月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に浄化槽保守点検業を営んでいる者は、この条例

の施行の日から３月間は、第２条第１項の登録を受けないでも引き続き浄化

槽保守点検業を営むことができる。  

３ この条例の施行の際、現に市の区域において浄化槽保守点検業を営んでい
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る者で市内に営業所を有しないものに係る第９条第１項の規定の適用につい

ては、当分の間、同項中「市内に営業所」とあるのは「営業所」と読み替え

るものとする。 

付 則（平成８年３月２９日条例第５号）  

この条例は、北九州市行政手続条例（平成８年北九州市条例第４号）の施行

の日から施行する。 

（施行の日＝平成８年７月１日）  

付 則（平成１２年１２月１３日条例第６９号）  

この条例は、平成１３年１月６日から施行する。  

付 則（平成２３年９月３０日条例第２７号）  

この条例は、規則で定める日から施行する。  

（平成２４年規則第４号で平成２４年４月１日から施行） 

付 則（令和２年３月２５日条例第１号）  

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項に１

号を加える改正規定及び次項の規定は令和３年４月１日から、第１０条第２

項の改正規定は公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に登録を受けている浄化槽保守点検業者について

は、改正後の第５条第１項第８号の規定は、令和４年４月１日から適用す

る。 
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○北九州市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則  

昭和６０年１２月１７日  

規則第６２号  

改正 平成２年３月３０日規則第２０号  

平成１７年３月１日規則第６号  

平成２０年１０月２７日規則第６４号 

令和元年６月２７日規則第１２号  

令和２年３月３１日規則第２７号  

（趣旨） 

第１条 この規則は、北九州市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（昭和

６０年北九州市条例第３５号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要

な事項を定めるものとする。  

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語は、浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以

下「法」という。）及び条例で使用する用語の例による。 

（更新の登録） 

第３条 条例第２条第３項の規定により更新の登録を受けようとする者は、現

に受けている登録の有効期間の満了の日前３０日までに申請書を市長に提出

しなければならない。 

（申請書の添付書類） 

第４条 条例第３条第２項第４号の規則で定める図書は、次に掲げるものとす

る。 

（１） 住民票の写し（法人にあっては、定款の謄本及び登記事項証明書）  

（２） 営業所ごとに置かれる浄化槽管理士の浄化槽管理士免状の写し  

（３） 営業所ごとに置かれる浄化槽管理士の条例第９条の２の規則で定め

る研修の受講を証明する書類  

（４） 浄化槽清掃業者との業務に関する連絡を証明する次に掲げる書類  

ア 申請者が市長の許可を受けた浄化槽清掃業者である場合には、当該浄

化槽清掃業に係る許可証の写し  
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イ 申請者が市長の許可を受けた浄化槽清掃業者でない場合には、市長の

許可を受けた浄化槽清掃業者が発行した業務の連絡に関する証明書及び

当該業者の浄化槽清掃業に係る許可証の写し  

（５） 従業員名簿 

（平１７規則６・平２０規則６４・令２規則２７・一部改正）  

（変更の届出） 

第５条 条例第６条第１項の規定により変更の届出をする場合において、当該

変更が次の各号に掲げるものであるときは、当該各号に掲げる書類を届出書

に添付しなければならない。  

（１） 条例第３条第１項第１号に掲げる事項の変更  

住民票の写し又は登記事項証明書  

（２） 条例第３条第１項第２号に掲げる事項の変更（商業登記の変更を必

要とする場合に限る。）  

登記事項証明書  

（３） 条例第３条第１項第３号に掲げる事項の変更  

登記事項証明書及び新たに役員となった者がある場合においては、条

例第５条第１項第１号から第５号までに該当しない者であることを誓約

する書類 

（４） 条例第３条第１項第５号に掲げる事項の変更  

浄化槽管理士免状の写し及び条例第９条の２の規則で定める研修の受

講を証明する書類  

（平１７規則６・令２規則２７・一部改正）  

（営業所に備えるべき器具）  

第６条 条例第９条第２項に規定する規則で定める器具は、別表に掲げるとお

りとする。 

（浄化槽管理士の研修）  

第７条 条例第９条の２の規則で定める研修は、浄化槽の保守点検に関する必

要な知識及び技術の向上に資するものとして市長が指定する研修とする。  

（令２規則２７・追加）  
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（標識の記載事項） 

第８条 条例第１１条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

（１） 氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名  

（２） 登録番号及び登録年月日  

（３） 浄化槽管理士の氏名  

（平１７規則６・一部改正、令２規則２７・旧第７条繰下・一部改

正） 

（帳簿の記載事項等） 

第９条 条例第１２条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

（１） 保守点検を行った年月日  

（２） 保守点検を行った浄化槽の浄化槽管理者の氏名又は名称及び住所  

（３） 保守点検を行った浄化槽の設置場所  

（４） 保守点検を行った、又は監督した浄化槽管理士の氏名  

（５） 条例第１０条第２項の規定により通知した浄化槽管理者及び浄化槽

清掃業者の氏名又は名称  

（６） 点検、調整及び修理した事項  

２ 浄化槽保守点検業者は、条例第１２条の帳簿を各事業年度の末日をもって

閉鎖するものとし、閉鎖後３年間当該帳簿を保存しなければならない。  

（平１７規則６・一部改正、令２規則２７・旧第８条繰下・一部改

正） 

（業務の報告） 

第１０条 浄化槽保守点検業者は、保守点検を行った浄化槽ごとに毎月の保守

点検の状況を記載した報告書を、当該月の翌月の１０日までに市長に提出し

なければならない。 

２ 浄化槽保守点検業者は、各事業年度における業務の実績を記載した報告書

を、当該事業年度の終了後３月以内に市長に提出しなければならない。  

（平１７規則６・一部改正、令２規則２７・旧第９条繰下）  

（身分証明書の様式） 

第１１条 条例第１４条第３項の身分を示す証明書は、別記様式によるものと
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する。 

（令２規則２７・旧第１０条繰下・一部改正）  

（委任） 

第１２条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に環境局長が定める。  

（平２規則２０・一部改正、令２規則２７・旧第１１条繰下）  

付 則  

この規則は、昭和６１年１月１日から施行する。  

付 則（平成２年３月３０日規則第２０号）  

この規則は、平成２年４月１日から施行する。  

付 則（平成１７年３月１日規則第６号）  

この規則は、平成１７年３月７日から施行する。ただし、第１条中北九州市

浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則本則及び第４条各号列記以外

の部分の改正規定は、公布の日から施行する。  

付 則（平成２０年１０月２７日規則第６４号）  

この規則は、平成２０年１２月１日から施行する。  

付 則（令和元年６月２７日規則第１２号）  

この規則は、令和元年７月１日から施行する。  

付 則（令和２年３月３１日規則第２７号）  

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第４条中第４号を

第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に１号を加える改正規定及び

第５条第４号の改正規定並びに次項の規定は、令和３年４月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に登録を受けている浄化槽保守点検業者について

は、改正後の第４条第３号及び第５条第４号の規定は、令和４年４月１日か

ら適用する。 

別表（第６条関係） 

透視度計 水素イオン濃度指数測定器具又は水素イオン濃度試験紙  塩素イオ
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ン濃度試験器具 亜硝酸イオン試験器具 溶存酸素濃度試験器具  残留塩素濃

度試験器具 混合液浮遊物質濃度試験器具 汚泥沈殿率試験器具  スカム厚測

定器具 汚泥厚測定器具 スカム破砕用具 汚泥かき落とし用具  注油器グリ

ースガン テスター 水準器 消毒薬剤 ガス検知器照明器具  送風機  殺虫

剤散布器 工具一式 
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○北九州市公害防止条例施行規則 

昭和４７年３月１日 

規則第６号 

改正 昭和４７年１２月２７日規則第８８号 

昭和４９年５月２１日規則第６９号 

昭和５０年４月３日規則第１９号 

昭和５０年５月２８日規則第３０号 

昭和５０年１１月１日規則第９０号 

昭和５７年５月１０日規則第３４号 

昭和６０年８月２７日規則第４９号 

昭和６１年３月３１日規則第２４号 

平成元年９月８日規則第３８号 

平成５年９月２１日規則第５１号 

平成６年１月３１日規則第３号 

平成８年６月２５日規則第５０号 

平成９年９月３０日規則第３８号 

平成１１年４月２３日規則第２７号 

平成１２年１２月２２日規則第１０６号 

平成２７年４月２０日規則第２４号 

平成２７年６月１９日規則第２９号 

平成２７年１０月１９日規則第４２号 

平成２８年６月３０日規則第６２号 

平成２８年１１月３０日規則第７４号 
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平成３０年５月２１日規則第３１号 

令和元年６月２７日規則第１３号 

令和２年７月６日規則第５４号 

令和３年１２月９日規則第４９号 

令和４年６月２２日規則第３４号 

令和５年５月１０日規則第２２号 

北九州市公害防止条例施行規則（昭和４５年規則第７３号）の全部改正 

（用語） 

第１条 この規則で使用する用語は、北九州市公害防止条例（昭和４６年北九州市条例

第５４号。以下「条例」という。）で使用する用語の例による。 

（ばい煙に係る有害物質） 

第２条 条例第２条第２項第３号の規則で定める物質は、次に掲げる物質とする。 

（１） カドミウム及びその化合物 

（２） 塩素及び塩化水素 

（３） 素、化水素及び化素 

（４） 鉛及びその化合物 

（５） 窒素酸化物 

（昭５７規則３４・平１１規則２７・一部改正） 

（排出水に係るカドミウム等の物質） 

第３条 条例第２条第４項第１号の規則で定める物質は、次に掲げる物質とする。 

（１） カドミウム及びその化合物 

（２） シアン化合物 

（３） 有機化合物（ジエチルパラニトロフェニルチオホスフェイト（別名パラチオ
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ン）、ジメチルパラニトロフェニルチオホスフェイト（別名メチルパラチオン）、ジ

メチルエチルメルカプトエチルチオホスフェイト（別名メチルジメトン）、及びエチ

ルパラニトロフェニルチオノベンゼンホスホネイト（別名 EPN）に限る。） 

（４） 鉛及びその化合物 

（５） ６価クロム化合物 

（６） 素及びその化合物 

（７） 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 

（８） ポリ塩化ビフェニル（別名 PCB） 

（９） トリクロロエチレン 

（１０） テトラクロロエチレン 

（１１） ジクロロメタン 

（１２） 四塩化炭素 

（１３） １，２―ジクロロエタン 

（１４） １，１―ジクロロエチレン 

（１５） シス―１，２―ジクロロエチレン 

（１６） １，１，１―トリクロロエタン 

（１７） １，１，２―トリクロロエタン 

（１８） １，３―ジクロロプロペン 

（１９） テトラメチルチウラムジスルフィド（別名チウラム） 

（２０） ２―クロロ―４，６―ビス（エチルアミノ）―S―トリアジン（別名シマ

ジン） 

（２１） S―４―クロロベンジル＝N，N―ジエチルチオカルバマート（別名チオベ

ンカルブ） 

129



（２２） ベンゼン 

（２３） セレン及びその化合物 

（２４） ほう素及びその化合物 

（２５） ふっ素及びその化合物 

（２６） アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

（２７） １，４―ジオキサン 

（昭５０規則９０・昭５７規則３４・平元規則３８・平６規則３・平１１規則

２７・平２７規則２４・一部改正） 

（水素イオン濃度等の項目） 

第４条 条例第２条第４項第２号の規則で定める項目は、次に掲げる項目とする。 

（１） 水素イオン濃度 

（２） 生物化学的酸素要求量及び化学的酸素要求量 

（３） 浮遊物質量 

（４） ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

（５） フェノール類含有量 

（６） 銅含有量 

（７） 亜鉛含有量 

（８） 溶解性鉄含有量 

（９） 溶解性マンガン含有量 

（１０） クロム含有量 

（１１） 大腸菌群数 

（１２） 窒素含有量 

（１３） 燐含有量 

130



（昭５７規則３４・平５規則５１・平１１規則２７・平２７規則２４・一部改

正） 

（指定施設） 

第５条 条例第２条第４項各号列記以外の部分の規則で定める施設は、別表第２に掲げ

る施設とする。 

２ 条例第２条第５項の規則で定める施設は、別表第１から別表第３までに掲げる施設

とする。 

（規制基準） 

第６条 条例第２条第７項の規則で定める基準は、別表第１から別表第３までに掲げる

基準とする。 

（届出書の提出部数） 

第７条 条例の規定による届出は、届出書の正本にその写し１通を添えてしなければな

らない。 

（届出） 

第８条 条例の規定による届出は、別表第４の第２欄に掲げる届出の種類ごとにそれぞ

れ同表の第３欄に掲げる届出書によってしなければならない。 

２ 条例第８条第１項第７号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

（１） 汚水に係る指定施設 

ア 排出水の汚染状態及び量 

イ 用水及び排水の系統 

（２） 騒音に係る指定施設 

ア 工場又は事業場の事業内容 

イ 常時使用する従業員数 
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ウ 指定施設の型式及び公称能力 

エ 指定施設の種類ごとの通常の日における使用の開始及び終了の時刻 

３ 条例第８条第３項（条例第９条第２項及び第１０条第４項において準用する場合を

含む。）の規則で定める書類は、別表第４の第４欄に掲げる書類とする。 

（昭５７規則３４・平１１規則２７・一部改正） 

（受理書） 

第９条 市長は、条例第８条第１項、第９条第１項又は第１０条第２項の届出を受理し

たときは、受理書を当該届出をした者に交付するものとする。 

（昭５７規則３４・一部改正） 

（届出施設の変更の届出を要しない場合） 

第１０条 条例第１０条第１項の規則で定める場合は、指定工場等に設置する騒音に係

る指定施設の一部の使用を廃止した場合とする。 

２ 条例第１０条第２項の規則で定める場合は、第８条第２項第２号に掲げる事項の変

更をしようとする場合とする。 

（屋外での燃焼行為が制限される物） 

第１０条の２ 条例第１５条の２の規則で定める物は、次に掲げる物（廃棄物の処理及

び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第４項に規定する産業廃棄

物に該当するものを除く。）とする。 

（１） その燃焼に伴って著しいばい煙又は悪臭を発生するおそれがある物質を含有

した塗料、樹脂材料等を含み、又は付着した木材 

（２） 前号に規定する木材から分離された物で、その燃焼に伴って著しいばい煙又

は悪臭を発生するおそれがあるもの 

（３） 船舶（船舶を解体し、又は分割したものを含む。） 
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（４） 自動車（自動車を解体し、又は分割したものを含む。） 

（５） エアコンディショナー、ステレオセット、洗濯機、テレビ受像機、電子レン

ジ及び冷蔵庫 

（６） 電線 

（平８規則５０・追加） 

（特殊気象情報） 

第１１条 条例第１７条第２項の規則で定める場合は、大気汚染測定点の１の測定点に

おいて、硫黄酸化物の大気中における含有率の１時間値（以下単に「１時間値」とい

う。）が百万分の０．０７を超え、かつ、風向、風速等の気象状態から他の測定点に

おいても同程度に上昇する傾向があると認められるときとする。 

（昭５７規則３４・旧第１２条繰上・一部改正） 

（緊急時における措置等） 

第１２条 条例第１８条第１項の規則で定める場合は、次の各号の一に該当する場合で

あって、気象条件からみて当該各号に規定する状態が継続すると認められるときとす

る。 

（１） １測定点において、硫黄酸化物の１時間値が百万分の０．２以上である状態

が２時間継続し、かつ、他の１以上の測定点において、百万分の０．１５以上の状

態が２時間継続した場合 

（２） １測定点において、硫黄酸化物の１時間値が百万分の０．３以上である状態

となり、かつ、他の１以上の測定点において、百万分の０．１５以上の状態が２時

間継続した場合 

（３） １測定点の硫黄酸化物の１時間値の２４時間平均値が、百万分の０．１５以

上の状態になった場合 
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２ 条例第１８条第２項の規則で定める量は、温度が摂氏零度であって、圧力が１気圧

の状態に換算して毎時８立方メートル以上１０立方メートル未満の硫黄酸化物に係る

ばい煙量とする。 

（昭５７規則３４・旧第１３条繰上・一部改正、平１１規則２７・一部改正） 

（自動測定記録装置の設置） 

第１３条 条例第１９条の規則で定める施設は、温度が摂氏零度であって、圧力が１気

圧の状態に換算して毎時２０立方メートル以上の硫黄酸化物に係るばい煙量を排出す

るばい煙発生施設とする。 

２ 条例第１９条の規定による自動測定記録装置は、日本産業規格 K０１０３に定める

測定方法に適合するものとする。 

３ 自動測定記録装置による測定の記録は３年間保存しなければならない。 

（昭５７規則３４・旧第１４条繰上・一部改正、平１１規則２７・令元規則１

３・一部改正） 

（立入検査員証） 

第１４条 条例第２１条第２項及び第２１条の２第２項において準用する条例第２１条

第２項の証明書の様式は、別記様式のとおりとする。 

（昭５７規則３４・旧第１５条繰上・一部改正、平８規則５０・一部改正） 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和４７年１２月２７日規則第８８号） 

この規則は、昭和４８年１月１日から施行する。 

付 則（昭和４９年５月２１日規則第６９号） 

１ この規則は、昭和４９年６月１日から施行する。 
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２ この規則施行の際現にばい煙に係る指定施設を設置している者（設置の工事をして

いる者を含む。）に対する改正後の北九州市公害防止条例施行規則別表第１の備考第

１項の規定は、昭和４９年１１月３０日までは適用せず、なお従前の例による。 

付 則（昭和５０年４月３日規則第１９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和５０年５月２８日規則第３０号） 

１ この規則は、昭和５０年６月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にばい煙に係る指定施設を設置している者（設置の工事をし

ている者を含む。）に対する改正後の北九州市公害防止条例施行規則別表第１の備考

第１項の規定は、昭和５０年１１月３０日までは適用せず、なお従前の例による。 

付 則（昭和５０年１１月１日規則第９０号） 

１ この規則は、昭和５０年１２月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の北九州市公害防止条例施行規則別表第２の２ 規制基準の

（１） 第３条に定める物質による排出水の汚染状態に係る規制基準の表の PCB につ

いての規制基準は、別表第２の１ 指定施設の表の２のウに掲げる指定施設を設置す

る工場であつて、古紙を主原料とするちり紙及びトイレツトペーパーの製造を行つて

いるものに係る排出水については、昭和５１年２月末日までは適用しない。 

付 則（昭和５７年５月１０日規則第３４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和６０年８月２７日規則第４９号） 

１ この規則は、昭和６０年９月１０日から施行する。 

２ この規則の施行前にその設置の工事が着手されたボイラーに係る改正後の北九州市

公害防止条例施行規則別表第１の規定の適用については、当分の間、同表の指定施設
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の規模又は能力の欄中「５平方メートル以上１０平方メートル未満であること（バー

ナーの燃料の燃焼能力が重油換算１時間当たり５０リットル以上のものを除く。）。」

とあるのは「５平方メートル以上１０平方メートル未満であること。」と読み替える

ものとする。 

付 則（昭和６１年３月３１日規則第２４号） 

この規則は、昭和６１年４月１日から施行する。 

付 則（平成元年９月８日規則第３８号） 

この規則は、平成元年１０月１日から施行する。 

付 則（平成５年９月２１日規則第５１号） 

この規則は、平成５年１０月１日から施行する。 

付 則（平成６年１月３１日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成６年２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に汚水に係る指定施設を設置している者（設置の工事をして

いる者を含む。以下同じ。）の当該施設を設置している工場又は事業場に係る排出水

の鉛及びその化合物又は素及びその化合物による汚染状態に係る規制基準について

は、この規則の施行の日から６月間は、改正後の北九州市公害防止条例施行規則（以

下「改正後の規則」という。）第６条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 改正後の規則別表第２ ２規制基準（１）第３条に定める物質による排出水の汚染

状態に係る規制基準の表のジクロロメタン、四塩化炭素、１，２―ジクロロエタン、

１，１―ジクロロエチレン、シス―１，２―ジクロロエチレン、１，１，１―トリク

ロロエタン、１，１，２―トリクロロエタン、１，３―ジクロロプロペン、チウラ
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ム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン並びにセレン及びその化合物についての規

制基準は、この規則の施行の際現に汚水に係る指定施設を設置している者の当該施設

を設置している工場又は事業場から排出される水については、この規則の施行の日か

ら６月間は、適用しない。 

付 則（平成８年６月２５日規則第５０号） 

この規則は、平成９年７月１日から施行する。 

付 則（平成９年９月３０日規則第３８号） 

この規則は、平成９年１０月１日から施行する。 

付 則（平成１１年４月２３日規則第２７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１１年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、ばい煙に係る指定施設のうち現に設置されている廃棄物焼却

炉（設置の工事に着手されているものを含む。以下「既設焼却炉」という。）に係る

ばいじんの排出基準は、平成１３年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 

３ 平成１３年４月１日から当分の間、既設焼却炉に係る改正後の別表第１の規定の適

用については、同表の規制基準のばいじんの欄中「０．１５グラム」とあるのは

「０．２５グラム」とする。 

付 則（平成１２年１２月２２日規則第１０６号） 

この規則は、平成１３年１月６日から施行する。 

付 則（平成２７年４月２０日規則第２４号） 

改正 平成２７年６月１９日規則第２９号 

平成２８年６月３０日規則第６２号 
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平成２８年１１月３０日規則第７４号 

平成３０年５月２１日規則第３１号 

令和２年７月６日規則第５４号 

令和３年１２月９日規則第４９号 

令和４年６月２２日規則第３４号 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 付則別表の有害物質の種類又は項目の欄に掲げる物質について、同表の業種の欄に

掲げる業種に属する指定工場等に係る排出水の規制基準は、この規則による改正後の

北九州市公害防止条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）別表第２の規定に

かかわらず、この規則の施行の日から同表の期日の欄に掲げる日までの間は、同表の

許容限度の欄に掲げるとおりとする。 

３ この規則の施行の際現に設置されている汚水に係る指定施設（設置の工事がなされ

ている施設を含む。）を設置する指定工場等に係る排出水のカドミウム及びその化合

物又は亜鉛含有量についての規制基準は、この規則の施行の日から６月間は、改正後

の規則別表第２及び前項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ ほう素及びその化合物、ふっ素及びその化合物、アンモニア、アンモニウム化合

物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物並びに１，４―ジオキサンについての改正後の規則

別表第２又は付則第２項に規定する規制基準は、この規則の施行の際現に汚水に係る

指定施設を設置している者（設置の工事をしている者を含む。）の当該施設を設置し

ている指定工場等から排出される水については、この規則の施行の日から６月間は、

適用しない。 
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付則別表 

（平２７規則２９・平２８規則６２・平２８規則７４・平３０規則３１・令２

規則５４・令３規則４９・令４規則３４・一部改正） 

有害物質の種類又は

項目 

業種 許容限度 期日 

ほう素及びその化合

物（単位 ほう素の

量に関して、１リッ

トルにつきミリグラ

ム） 

電気めっき業（海域以外の公共用水域

に排出水を排出するものに限る。） 

３０ 令和７年６

月３０日 

ほうろう鉄器製造業（海域以外の公共

用水域に排出水を排出するものに限

る。） 

４０ 

ふっ素及びその化合

物（単位 ふっ素の

量に関して、１リッ

トルにつきミリグラ

ム） 

ほうろう鉄器製造業（海域以外の公共

用水域に排出水を排出するものに限

る。） 

１２ 令和７年６

月３０日 

電気めっき業（１日当たりの平均的な

排出水の量が５０立方メートル以上で

あり、かつ、海域以外の公共用水域に

排出水を排出するものに限る。） 

１５ 

電気めっき業（１日当たりの平均的な

排出水の量が５０立方メートル未満で

あるものに限る。） 

４０ 

アンモニア、アンモ

ニウム化合物、亜硝

酸化合物及び硝酸化

ジルコニウム化合物製造業 ３５０ 令和７年６

月３０日 モリブデン化合物製造業 １３００ 

バナジウム化合物製造業 １６５０ 
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合物（単位 アンモ

ニア性窒素に０．４

を乗じたもの、亜硝

酸性窒素及び硝酸性

窒素の合計量に関し

て、１リットルにつ

きミリグラム） 

貴金属製造・再生業 ２８００ 

亜鉛含有量（単位 

１リットルにつきミ

リグラム） 

電気めっき業 ４ 令和６年１

２月１０日 

備考 

有害物質の種類又は項目の欄に掲げる物質について、業種の欄に掲げる業種に属する

指定工場等が同時に他の業種に属する場合において、改正後の規則別表第２の２ 規制

基準又はこの表によりそれらの業種につき異なる許容限度の規制基準が定められている

ときは、当該指定工場等から公共用水域に排出される水については、それらの規制基準

のうち、最大の許容限度のものを適用する。 

付 則（平成２７年６月１９日規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成２７年１０月１９日規則第４２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２７年１０月２１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に設置されている汚水に係る指定施設（設置の工事がなされ
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ている施設を含む。）を設置する指定工場等に係る排出水のトリクロロエチレンにつ

いての規制基準は、この規則の施行の日から６月間は、この規則による改正後の北九

州市公害防止条例施行規則別表第２の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

付 則（平成２８年６月３０日規則第６２号） 

この規則は、平成２８年７月１日から施行する。 

付 則（平成２８年１１月３０日規則第７４号） 

この規則中付則別表のカドミウム及びその化合物（単位 １リットルにつきミリグラ

ム）の項の改正規定は平成２８年１２月１日から、同表の亜鉛含有量（単位 １リット

ルにつきミリグラム）の項の改正規定は同月１１日から施行する。 

付 則（平成３０年５月２１日規則第３１号） 

この規則は、平成３０年５月２５日から施行する。 

付 則（令和元年６月２７日規則第１３号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

付 則（令和２年７月６日規則第５４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（令和３年１２月９日規則第４９号） 

この規則は、令和３年１２月１１日から施行する。 

付 則（令和４年６月２２日規則第３４号） 

この規則は、令和４年７月１日から施行する。 

付 則（令和５年５月１０日規則第２２） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表第１（第５条、第６条関係） 

（昭４９規則６９・昭５０規則３０・昭５７規則３４・昭６０規則４９・平９
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規則３８・平１１規則２７・平２７規則２４・令元規則１３・一部改正・令５

規則２２） 

ばい煙に係る指定施設及び規制基準 

指定施設 規制基準 

番

号 

施設名 規模又は能力 硫黄酸化

物 

ばいじん 

１ 金属の精錬又は無機

化学工業品の製造の

用に供する焼炉、焼

結炉（ペレット焼成

炉を含む。）及び焼炉

（大気汚染防止法に

規定するばい煙発生

施設を除く。） 

原料の処理能力が１

時間当たり１トン未

満であること。 

次の式に

より算出

した排出

口から大

気中に排

出される

硫黄酸化

物の量と

する。g＝

K×１０-３

He２

  ０．４グ

ラム 

２ 金属の精錬又は鋳造

の用に供する溶解炉

（こしき炉及び大気

汚染防止法に規定す

るばい煙発生施設を

除く。） 

火格子面積（火格子

の水平投影面積をい

う。以下同じ。）が

０．５平方メートル

以上１．０平方メー

トル未満であるか、

羽口面断面積（羽口

の最下端の高さにお

ける炉の内壁で囲ま

  ０．４グ

ラム 

３ 金属の鍛造若しくは

圧延又は金属若しく

は金属製品の熱処理

  ０．４グ

ラム 
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の用に供する加熱炉 れた部分の水平断面

積をいう。）が０．２

５平方メートル以上

０．５平方メートル

未満であるか、バー

ナーの燃料の燃焼能

力が重油換算１時間

当たり３０リットル

以上５０リットル未

満であるか、又は変

圧器の定格容量が１

００キロボルトアン

ペア以上２００キロ

ボルトアンペア未満

であること。 

４ 石油製品、石油化学

製品又はコールター

ル製品の製造の用に

供する加熱炉 

  ０．２グ

ラム 

５ 窯業製品の製造の用

に供する焼成炉及び

溶融炉 

焼成炉

（石炭焼

成炉に限

る。） 

土中釜 ０．８グ

ラム 

その他の

もの 

０．６グ

ラム 

溶融炉（るつぼ炉

に限る。） 

０．５グ

ラム 

上記以外の焼成炉

及び溶融炉 

０．４グ

ラム 

６ 無機化学工業品又は

食料品の製造の用に

供する反応炉（カー

ボンブラック製造用

燃焼装置を含む。）及

び直火炉（大気汚染

防止法に規定するば

い煙発生施設を除

く。） 

  ０．４グ

ラム 

７ 乾燥炉（大気汚染防   ０．４グ
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止法に規定するばい

煙発生施設を除く。）

ラム 

８ 製鉄、製鋼又は合金

鉄の製造の用に供す

る電気炉 

変圧器の定格容量が

１，０００キロボル

トアンペア未満であ

ること。 

  ０．６グ

ラム 

９ 廃棄物焼却炉 火格子面積が１平方

メートル以上２平方

メートル未満である

か、又は焼却能力が

１時間当たり５０キ

ログラム以上２００

キログラム未満のも

の 

  ０．１５

グラム 

備考 

１ 硫黄酸化物の量の算式において、g、K 及び He は、それぞれ次の値を表すもの

とする。 

g 硫黄酸化物の量（単位 温度摂氏零度、圧力１気圧の状態に換算した立方メ

ートル毎時） 

K ３．５ 

He 次の式により算出し、補正された排出口の高さ（単位メートル） 

He＝Ho＋０．６５（Hm＋Ht） 

Hm＝（０．７９５（√Q．V））／（１＋（２．５８／V）） 
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Ht＝２．０１×１０-３．Q．（T－２８８）．（２．３０logJ＋（１／J）－１） 

J＝（１／（√Q．V））（１，４６０－２９６×（V／T－２８８））＋１ 

これらの式においては、He．Ho．Q．V 及び T は、それぞれ次の値を表すもの

とする。 

He 補正された排出口の高さ（単位メートル） 

Ho 排出口の実高さ（単位メートル） 

Q 摂氏１５度における排出ガス量（単位立方メートル毎秒） 

V 排出ガスの排出速度（単位メートル毎秒） 

T 排出ガスの温度（単位絶対温度） 

２ ばいじんの規制基準は、温度が摂氏零度であって圧力が１気圧の状態に換算

した排出ガス１立方メートル当たりのばいじん量とする。 

３ 硫黄酸化物の量及びばいじんの量の測定方法は、大気汚染防止法施行規則

（昭和４６年／厚生省／通商産業省／令第１号）別表第１及び別表第２の備考

に定めるところによる。 

４ 次に掲げる施設は、指定施設から除く。 

（１） 鉱山保安法（昭和２４年法律第７０号）第２条第２項本文に規定する

鉱山に係る施設 

（２） 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規

定する電気工作物であってばい煙を発生する施設 

（３） ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第２条第１３項に規定するガ

ス工作物であってばい煙を発生する施設 

別表第２（第５条、第６条関係） 

（昭４７規則８８・昭５０規則１９・昭５０規則９０・昭５７規則３４・平元
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規則３８・平５規則５１・平６規則３・平９規則３８・平１２規則１０６・平

２７規則２４・平２７規則４２・一部改正） 

汚水に係る指定施設及び規制基準 

１ 指定施設 

水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第２条第１項に規定する公共用水

域に汚水を排出する施設であって次に掲げるもの 

指定施設 

番号 記号 業種 細番号 施設名 

１   食料品製造業（１の工場

又は事業場からの１日の

通常の排水量が５０立方

メートル以上のもの） 

（１）原料又は製品の洗浄施設 

（２）浸せき又はさらしの施設 

（３）圧搾施設 

（４）摩砕施設 

（５）発酵施設 

（６）蒸留施設 

（７）沈でん施設 

（８）ろ過施設 

（９）吸着施設（イオン交換施設を含む。） 

（１

０） 

分離施設 

（１

１） 

抽出施設 

（１

２） 

解凍施設 
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（１

３） 

血抜施設 

（１

４） 

蒸発又は濃縮の施設 

（１

５） 

蒸煮又は湯煮の施設 

（１

６） 

薬品処理施設 

（１

７） 

混合施設 

（１

８） 

容器洗浄施設 

２ ア 繊維工業（衣服その他の

繊維製品に係るものを除

く。）並びになめし革、

なめし革製品及び毛皮の

製造業 

（１）酸又はアルカリの処理施設 

（２）洗浄施設 

（３）縮毛施設 

（４）のり付け施設 

（５）のり抜き施設 

（６）樹脂加工その他の整理の施設 

イ パルプ、紙及び紙加工品

の製造業 

（１）こう解施設 

（２）ろ過施設 

３ ア 石油製品及び石炭製品の

製造業 

（１）原料又は製品の洗浄施設 

（２）原料又は製品の冷却施設 

（３）蒸留施設 
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（４）酸又はアルカリによる処理施設 

（５）ろ過施設 

（６）抽出施設 

（７）分解施設 

（８）分離施設 

イ 化学工業 （１）原料又は製品の洗浄施設 

（２）原料又は製品の冷却施設 

（３）浸せき施設 

（４）反応施設 

（５）分解施設 

（６）脱水施設 

（７）分離施設 

（８）沈でん施設 

（９）ろ過施設 

（１

０） 

吸着施設（イオン交換施設を含む。） 

（１

１） 

結晶析出施設 

（１

２） 

ガス洗浄施設 

（１

３） 

抽出施設 

（１ 発酵施設 
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４） 

（１

５） 

蒸留施設 

（１

６） 

回収施設 

（１

７） 

けん化施設 

（１

８） 

塩析施設 

（１

９） 

化学繊維の紡糸施設 

（２

０） 

電解施設 

（２

１） 

容器洗浄施設 

（２

２） 

混合施設 

（２

３） 

水施設 

４ ア 窯業及び土石製品の製造

業 

（１）水簸施設 

（２）調合又は混和の施設 

（３）成型施設 

（４）洗浄施設 
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（５）薬品処理施設 

（６）研摩施設 

イ 鉄鋼業 （１）洗炭施設 

（２）化成品による加工施設 

（３）溶剤又は洗剤による洗浄施設 

（４）熱処理施設 

（５）ライニング施設 

ウ 非鉄金属製造業 （１）原料又は製品の洗浄施設 

（２）選鉱施設 

（３）圧延施設 

（４）溶剤又は洗剤による洗浄施設 

（５）排ガス冷却施設 

（６）反応施設 

（７）分解施設 

（８）脱水施設 

（９）分離施設 

（１

０） 

沈でん施設 

（１

１） 

ろ過施設 

（１

２） 

結晶施設 

（１ 熱処理施設 

150



３） 

エ 金属製品及び機械器具の

製造業 

（１）圧延施設 

（２）溶剤又は洗剤による洗浄施設 

（３）電解施設 

（４）熱処理施設 

（５）成型施設 

（６）塗装・水洗ブース施設 

（７）電池用薬品充填施設 

５   その他の産業   給食業の用に供する給食用調理施設（排水

量１００m３／日以上のもの） 

備考 

次に掲げる施設は、指定施設から除く。 

１ 水質汚濁防止法第２条第６項の特定事業場に設置する施設 

２ 鉱山保安法第２条第２項本文に規定する鉱山に係る施設 

３ 電気事業法第２条第１項第１６号に規定する電気工作物であって汚水を排出す

る施設 

２ 規制基準 

（１） 第３条に定める物質による排出水の汚染状態に係る規制基準 

有害物質の種類 許容限度 

カドミウム及びその化合物 １リットルにつきカドミウム０．０３ミリグ

ラム 

シアン化合物 １リットルにつきシアン１ミリグラム 

有機燐化合物（パラチオン、メチルパラ １リットルにつき１ミリグラム 
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チオン、メチルジメトン及び EPN に限

る。） 

鉛及びその化合物 １リットルにつき鉛０．１ミリグラム 

６価クロム化合物 １リットルにつき６価クロム０．５ミリグラ

ム 

砒素及びその化合物 １リットルにつき砒素０．１ミリグラム 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合

物 

１リットルにつき水銀０．００５ミリグラム

アルキル水銀化合物 検出されないこと。 

PCB １リットルにつき０．００３ミリグラム 

トリクロロエチレン １リットルにつき０．１ミリグラム 

テトラクロロエチレン １リットルにつき０．１ミリグラム 

ジクロロメタン １リットルにつき０．２ミリグラム 

四塩化炭素 １リットルにつき０．０２ミリグラム 

１，２―ジクロロエタン １リットルにつき０．０４ミリグラム 

１，１―ジクロロエチレン １リットルにつき１ミリグラム 

シス―１，２―ジクロロエチレン １リットルにつき０．４ミリグラム 

１，１，１―トリクロロエタン １リットルにつき３ミリグラム 

１，１，２―トリクロロエタン １リットルにつき０．０６ミリグラム 

１，３―ジクロロプロペン １リットルにつき０．０２ミリグラム 

チウラム １リットルにつき０．０６ミリグラム 

シマジン １リットルにつき０．０３ミリグラム 

チオベンカルブ １リットルにつき０．２ミリグラム 
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ベンゼン １リットルにつき０．１ミリグラム 

セレン及びその化合物 １リットルにつきセレン０．１ミリグラム 

ほう素及びその化合物 海域以外の公共用水域に排出されるもの１リ

ットルにつきほう素１０ミリグラム 

海域に排出されるもの１リットルにつきほう

素２３０ミリグラム 

ふっ素及びその化合物 海域以外の公共用水域に排出されるもの１リ

ットルにつきふっ素８ミリグラム 

海域に排出されるもの１リットルにつきふっ

素１５ミリグラム 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝

酸化合物及び硝酸化合物 

１リットルにつきアンモニア性窒素に０．４

を乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素

の合計量１００ミリグラム 

１，４―ジオキサン １リットルにつき０．５ミリグラム 

備考 

「検出されないこと。」とは、排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定

める排水基準に係る検定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号）に定める方法によ

り排出水の汚染状態を検定した場合において、その結果が当該検定方法の定量限界

を下回ることをいう。 

（２） その他の排出水の汚染状態に係る規制基準 

項目 許容限度 

水素イオン濃度（水素指数） 海域以外の公共用水域に排出され

るもの５．８以上８．６以下 
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海域に排出されるもの５．０以上

９．０以下 

生物化学的酸素要求量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１６０（日間平均１２０） 

化学的酸素要求量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１６０（日間平均１２０） 

浮遊物質量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

２００（日間平均１５０） 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

（鉱油類含有量） 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

５ 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

（動植物油脂類含有量） 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

３０ 

フェノール類含有量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

５ 

銅含有量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

３ 

亜鉛含有量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

２ 

溶解性鉄含有量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１０ 

溶解性マンガン含有量 １０ 
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（単位 １リットルにつきミリグラム） 

クロム含有量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

２ 

大腸菌群数 

（単位 １立方センチメートルにつき個） 

日間平均３，０００ 

窒素含有量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１２０（日間平均６０） 

燐含有量 

（単位 １リットルにつきミリグラム） 

１６（日間平均８） 

備考 

１ 「日間平均」による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定

めたものである。 

２ この表に掲げる規制基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が５０立方メー

トル以上である工場又は事業場に係る排出水について適用する。 

３ 生物化学的酸素要求量についての規制基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域

に排出される排出水に限って適用し、化学的酸素要求量についての規制基準は、

海域及び湖沼に排出される排出水に限って適用する。 

４ この表に掲げる規制基準は、この規則の施行の際現に汚水に係る指定施設を設

置している者（設置の工事をしている者を含む。）に対しては、この規則の施行の

日から起算して６月を経過する日までは適用しない。 

５ 窒素含有量又は燐含有量についての規制基準は、排水基準を定める省令別表第

２の備考６及び７の規定に基づく窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に

係る湖沼（昭和６０年環境庁告示第２７号）において定める湖沼及び排水基準を
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定める省令別表第２の備考６及び７の規定に基づく窒素含有量又は燐含有量につ

いての排水基準に係る海域（平成５年環境庁告示第６７号）において定める海域

並びにこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

（３） 検定方法 

（１）及び（２）に掲げる規制基準は、排水基準を定める省令の規定に基づく

環境大臣が定める排水基準に係る検定方法により検定した場合における検出値に

よるものとする。 

別表第３（第５条、第６条関係） 

（昭４７規則８８・昭５７規則３４・昭６１規則２４・平９規則３８・平２７

規則２４・令元規則１３・一部改正） 

騒音に係る指定施設及び規制基準 

１ 指定施設 

番号 記号 施設名 原動機の定格出力 

１   金属加工機械   

ア 圧延機械 ２２．５キロワット未満のもの

イ ベンディングマシン（ロール式のものに限

る。） 

３．７５キロワット未満のもの

ウ せん断機 ３．７５キロワット未満のもの

エ ブラスト（タンブラスト以外のもので密閉式

のものに限る。） 

２   高速切断機（金属加工機械でといしを用いる

ものを除く。）及びプラズマ切断機 

３   研摩機（工具用研摩機及び板金作業場で使用  
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する研摩機を除く。亜鉛版研摩機以外は、２

台以上であること。） 

４   空気圧縮機及び送風機 １．５キロワット以上７．５キ

ロワット未満のもの 

５   土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい

及び分級機 

７．５キロワット未満のもの 

６   木材加工機械   

ア チッパー ２．２５キロワット未満のもの

イ 帯のこ盤 製材用にあっては、１．５キロ

ワット未満のもの、木工用にあ

っては２．２５キロワット未満

のもの 

ウ 丸のこ盤 製材用にあっては１．５キロワ

ット未満のもの、木工用にあっ

ては２．２５キロワット未満の

もの 

エ かんな盤 ２．２５キロワット未満のもの

７   クーリングタワー ３．７５キロワット以上のもの

備考 

次に掲げる施設は、指定施設から除く。 

１ 鉱山保安法第２条第２項本文に規定する鉱山に係る施設 

２ 電気事業法第２条第１項第１６号に規定する電気工作物であって騒音を発生す

る施設 
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３ ガス事業法第２条第１３項に規定するガス工作物であって騒音を発生する施設 

２ 指定工場等に係る規制基準 

時間の区分

区域の区分 

午前８時から午後７時

まで 

午前６時から午前８時

まで及び午後７時から

午後１１時まで 

午後１１時から翌日

の午前６時まで 

第１種区域 ５０デシベル以下 ４５デシベル以下 ４５デシベル以下 

第２種区域 ６０デシベル以下 ５０デシベル以下 ５０デシベル以下 

第３種区域 ６５デシベル以下 ６５デシベル以下 ５５デシベル以下 

第４種区域 ７０デシベル以下 ７０デシベル以下 ６５デシベル以下 

備考 

１ 騒音の測定場所は、指定工場等の敷地の境界線とする。 

２ 第１種区域、第２種区域、第３種区域及び第４種区域とは、それぞれ次に掲げ

る区域をいう。 

（１） 第１種区域 騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）第３条第１項の規

定に基づき、市長が指定した地域（以下「指定地域」という。）のうち、第１種

区域 

（２） 第２種区域 指定地域のうち、第２種区域 

（３） 第３種区域 指定地域のうち、第３種区域 

（４） 第４種区域 指定地域のうち、第４種区域 

３ デシベルとは、計量法（平成４年法律第５１号）別表第２に定める音圧レベル

の計量単位をいう。 

４ 騒音の測定は、計量法第７２条第１項の検定証印が付されている騒音計を用い

て行うものとする。この場合において、周波数補正回路は A 特性を、動特性は速
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い動特性（FAST）を用いるものとする。 

５ 騒音の測定方法は、当分の間、日本産業規格 Z８７３１に定める騒音レベル測

定方法によるものとし、騒音の大きさの決定は、次のとおりとする。 

（１） 騒音計の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とす

る。 

（２） 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値がお

おむね一定の場合は、その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。 

（３） 騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の９０パー

セントレンジの上端の数値とする。 

（４） 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が一

定でない場合は、その変動ごとの指示値の最大値の９０パーセントレンジの上

端の数値とする。 

別表第４（第８条関係） 

（昭５７規則３４・一部改正） 

  届出の種類 届出書 添付書類 

１ 指定施設の設置・使用・

構造等変更の届出 

（条例第８条第１項、第

９条第１項及び第１０条

第２項） 

指定施設設置（使

用・変更）届出書 

（１） ばい煙等に係る指定工場等

の付近の見取図 

（２） ばい煙等に係る指定工場等

の敷地内の建物の配置図（騒音に

係るもののみ。）及び指定施設の配

置図 

（３） ばい煙に係る指定施設の構

造概要図（主要寸法を記載のこ
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と。） 

（４） ばい煙に係る処理施設の構

造概要図（主要寸法を記載のこ

と。） 

（５） 煙道に排ガスの測定箇所が

設けられている場合は、その場所

を示す図面（ばい煙に係るものの

み。） 

（６） 汚水に係る処理施設の設置

場所を示す図面 

（７） 汚水に係る指定工場等にお

ける排水の系統（排水口の位置及

び排出先を含む。）を示す図 

２ 氏名等の変更の届出 

（条例第１０条第１項）

氏名（名称・住

所・所在地）変更

届出書 

３ 指定施設の使用廃止の届

出 

（条例第１０条第１項）

指定施設使用廃止

届出書 

４ 指定施設に係る届出者の

地位の承継の届出 

（条例第１３条第３項）

承継届出書   

５ 緊急時におけるばい煙量 緊急時におけるば   
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減少計画の届出 

（条例第１８条第２項）

い煙量減少計画届

出書 

６ 公害防止担当者の届出 

（条例第２５条） 

公害防止担当者氏

名届出書 
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○北九州市環境影響評価条例施行規則

平成１１年６月１０日 

規則第３３号  

改正 平成１６年３月１７日規則第１７号  

平成１６年６月３０日規則第６６号  

平成１７年９月８日規則第８１号  

平成１８年５月２５日規則第６１号  

平成２５年９月１０日規則第４８号  

令和元年６月２７日規則第１２号  

令和２年２月３日規則第５号  

目次 

第１章 総則（第１条・第２条）  

第１章の２ 計画段階環境配慮書（第２条の２―第２条の６）

第２章 環境影響評価方法書等（第３条―第６条）

第３章 環境影響評価準備書等（第７条―第１１条）

第４章 環境影響評価書（第１２条・第１３条）

第５章 対象事業の内容の変更等の届出（第１４条）

第６章 対象事業の着手等の届出等（第１５条・第１６条）

第７章 環境影響評価、事後調査その他の手続の特例等（第１７条・第１８

条） 

第８章 雑則（第１９条―第２２条）  

付則 

第１章 総則  

（趣旨） 

第１条 この規則は、別に定めがあるもののほか、北九州市環境影響評価条例

（平成１０年北九州市条例第１１号。以下「条例」という。）の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。  

（対象事業の要件） 

第２条 条例第２条第２号の規則で定める要件は、別表第１の左欄に掲げる事
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業ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。  

第１章の２ 計画段階環境配慮書  

（平２５規則４８・追加）  

（配慮書等の提出部数）  

第２条の２ 条例第６条の３第１項の規定により配慮書等を提出しようとする

ときは、市長が対象事業の事業内容等を勘案してその都度定める部数を提出

しなければならない。 

（平２５規則４８・追加）  

（配慮書等の縦覧） 

第２条の３ 条例第６条の３第３項の縦覧場所は、次に掲げるとおりとする。  

（１） 北九州市環境局  

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場所  

２ 配慮書等を縦覧しようとする者は、縦覧簿に氏名及び住所（法人にあって

は、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）を記載しなければ

ならない。ただし、北九州市行政手続等における情報通信の技術の利用に関

する条例（平成１７年北九州市条例第５０号）第５条第１項の規定により縦

覧に供された配慮書等を縦覧しようとする場合は、この限りでない。  

（平２５規則４８・追加）  

（配慮書についての意見書の提出）  

第２条の４ 条例第６条の４第１項の規定による意見書の提出は、環境影響評

価図書に係る意見書（第１号様式）により行わなければならない。  

２ 前項の環境影響評価図書に係る意見書を外国語で記載するときは、日本語

訳を添付しなければならない。  

（平２５規則４８・追加）  

（配慮書についての市長の意見の提出期間）  

第２条の５ 条例第６条の５第１項の規則で定める期間は、７５日間とする。  

（平２５規則４８・追加）  

（対象事業の内容の変更等の届出）  

第２条の６ 条例第６条の６第１項の規定による対象事業の内容の変更の届出
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は、対象事業内容変更届出書（第２号様式）により行わなければならない。  

２ 条例第６条の６第１項の規定による対象事業の廃止の届出は、対象事業廃

止届出書（第３号様式）により行わなければならない。 

（平２５規則４８・追加）  

第２章 環境影響評価方法書等  

（平２５規則４８・改称）  

（方法書等の提出部数）  

第３条 条例第８条第１項の規定により方法書等を提出する場合については、

第２条の２の規定を準用する。  

（平２５規則４８・全改）  

（方法書等の縦覧） 

第４条  条例第８条第２項の規定による方法書等の縦覧を行う場合については、

第２条の３の規定を準用する。  

（平２５規則４８・全改）  

（方法書説明会の開催の市民への周知等）  

第４条の２ 事業者は、条例第８条の２第１項の規定により方法書説明会を開

催しようとするときは、市政だよりへの掲載、日刊新聞紙への掲載その他の

方法により、次に掲げる事項について市民への周知を図らなければならない。 

（１） 事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地）  

（２） 対象事業の名称、種類及び規模  

（３） 方法書説明会を開催する日時及び場所  

（４） 前３号に掲げるもののほか、方法書説明会の開催に必要な事項  

２ 条例第８条の２第２項の規定による方法書説明会の開催の届出は、説明会

開催届出書（第４号様式）により行わなければならない。 

（平２５規則４８・追加）  

（方法書についての意見書の提出）  

第５条 条例第９条第１項の規定による意見書の提出は、環境影響評価図書に

係る意見書（第１号様式）により行わなければならない。 
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２ 前項の環境影響評価方法書に係る意見書を外国語で記載するときは、日本

語訳を添付しなければならない。  

（平２５規則４８・一部改正）  

（方法書についての市長の意見の提出期間）  

第６条 条例第１０条第１項の規則で定める期間は、９０日間とする。  

第３章 環境影響評価準備書等  

（準備書等の提出部数）  

第７条  条例第１３条第１項の規定により準備書等を提出する場合については、

第２条の２の規定を準用する。  

（平２５規則４８・一部改正）  

（準備書等の縦覧） 

第８条 条例第１３条第２項の規定による準備書等の縦覧を行う場合について

は、第２条の３の規定を準用する。  

（平２５規則４８・一部改正）  

（準備書説明会の開催の市民への周知等）  

第９条 事業者は、条例第１４条第１項の規定により準備書説明会を開催しよ

うとする場合については、第４条の２第１項の規定を準用する。  

２ 条例第１４条第２項の規定による準備書説明会の開催の届出は、準備書説

明会開催届出書（第４号様式）により行わなければならない。  

（平２５規則４８・一部改正）  

（準備書についての意見書の提出）  

第１０条 条例第１５条第１項の規定による意見書の提出は、環境影響評価図

書に係る意見書（第１号様式）により行わなければならない。  

２ 前項の環境影響評価準備書に係る意見書を外国語で記載するときは、日本

語訳を添付しなければならない。  

（平２５規則４８・一部改正）  

（公聴会の開催）  

第１０条の２ 条例第１５条の２第４項の規定により規則で定める公聴会の開

催に関し必要な事項は、次条から第１０条の９までに定めるところによる。  
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（平２５規則４８・追加）  

（公聴会の開催の要望）  

第１０条の３ 条例第１５条の２第１項の規定による公聴会の開催の要望は、

次に掲げる事項を記載した書面を市長に提出することにより行わなければな

らない。 

（１） 氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主た

る事務所の所在地） 

（２） 対象事業の名称  

（３） 公聴会の開催を要望する理由  

２ 前項の書面を外国語で記載するときは、日本語訳を添付しなければならな

い。 

（平２５規則４８・追加）  

（公聴会の開催の公告）  

第１０条の４ 市長は、公聴会を開催しようとするときは、当該公聴会の開催

の日の１月前までに、次に掲げる事項を公告するものとする。  

（１） 事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地）  

（２） 対象事業の名称、種類及び規模  

（３） 公聴会を開催する日時及び場所  

（４） 前３号に掲げるもののほか、公聴会の開催に必要な事項  

（平２５規則４８・追加）  

（公聴会における意見の陳述の申出） 

第１０条の５ 公聴会に出席して意見を述べようとする者は、前条の規定によ

る公告の日の翌日から起算して２週間を経過する日までの間に、次に掲げる

事項を記載した書面により市長に申し出なければならない。  

（１） 氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主た

る事務所の所在地） 

（２） 対象事業の名称  

（３） 意見の要旨 
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２ 前項の書面を外国語で記載するときは、日本語訳を添付しなければならな

い。 

（平２５規則４８・追加）  

（公述人の選定）  

第１０条の６ 市長は、前条第１項の規定により申し出た者のうちから、公聴

会において意見を述べることができる者（以下「公述人」という。）をあら

かじめ選定するものとする。  

２ 市長は、公述人を選定したときは、選定結果について前条第１項の規定に

より申し出た者に通知するものとする。 

（平２５規則４８・追加）  

（公述人の陳述）  

第１０条の７ 公述人は、代理人に意見を述べさせることができない。ただし、

第１０条の９第１項の議長が特に認めた場合においては、この限りでない。  

（平２５規則４８・追加）  

（公聴会の中止）  

第１０条の８ 市長は、第１０条の４の規定による公告をした場合において、

次の各号のいずれかに該当するときは、公聴会を開催しないものとする。  

（１） 意見の陳述の申出がなかったとき。  

（２） その他やむを得ない事情により公聴会を開催することができないと

市長が認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により公聴会の中止を決定したときは、速やかにその

旨を公告するものとする。  

（平２５規則４８・追加）  

（公聴会の議長）  

第１０条の９ 公聴会の議長は、本市職員のうちから市長が指名する。  

２ 公聴会の議長は、公聴会の秩序を維持するため、公聴会の運営に関し必要

な措置をとることができる。  

（平２５規則４８・追加）  

（準備書についての市長の意見の提出期間）  
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第１１条 条例第１６条第１項の規則で定める期間は、１２０日間とする。  

第４章 環境影響評価書  

（評価書の提出部数） 

第１２条  条例第１８条第１項の規定により評価書を提出する場合については、

第２条の２の規定を準用する。  

（平２５規則４８・一部改正）  

（評価書の縦覧）  

第１３条 条例第１８条第２項の規定による評価書の縦覧を行う場合について

は、第２条の３の規定を準用する。  

（平２５規則４８・一部改正）  

第５章 対象事業の内容の変更等の届出  

（対象事業の内容の変更等の届出）  

第１４条 条例第２０条第１項の規定による対象事業の内容の変更の届出は、

対象事業内容変更届出書（第２号様式）により行わなければならない。  

２ 条例第２０条第１項の規定による対象事業の廃止の届出は、対象事業廃止

届出書（第３号様式）により行わなければならない。  

（平２５規則４８・一部改正）  

第６章 対象事業の着手等の届出等  

（対象事業の着手等の届出）  

第１５条 条例第２３条の規定による対象事業の着手の届出は、対象事業着手

届出書（第５号様式）により行わなければならない。  

２ 条例第２３条の規定による対象事業の完了の届出は、対象事業完了届出書

（第６号様式）により行わなければならない。  

（平２５規則４８・一部改正）  

（事後調査計画書等の提出部数）  

第１６条 条例第２４条第１項の規定により事後調査計画書を提出する場合及

び条例第２５条第１項の規定により事後調査報告書を提出する場合について

は、第２条の２の規定を準用する。  

（平２５規則４８・一部改正）  
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第７章 環境影響評価、事後調査その他の手続の特例等  

（都市計画に定められる対象事業に関する特例）  

第１７条 条例第２７条の規定により規則で定める都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）第４条第７項に規定する市街地開発事業として同法の規定に

より都市計画に定められる場合における当該対象事業及び対象事業に係る施

設が同条第５項に規定する都市施設として同法の規定により都市計画に定め

られる場合における当該都市施設に係る対象事業（以下「都市計画対象事業」

という。）に係る環境影響評価、事後調査その他の手続については、条例第

６条の２から第２６条まで、第３１条、第３６条及び第３７条に定めるとこ

ろにより行うものとする。この場合において、条例第６条の２から第２２条

までに定めるところにより行われる手続（条例第２０条に定めるところによ

り行われる手続については、当該都市計画対象事業に着手する前までの手続

に限る。）にあっては当該都市計画の決定又は変更をする者（以下「都市計

画決定権者」という。）が当該都市計画対象事業に係る事業者（当該都市計

画対象事業に着手した者を含む。）に代わるものとして、条例第２０条及び

第２３条から第２６条までに定めるところにより行われる手続（条例第２０

条に定めるところにより行われる手続については、当該都市計画対象事業に

着手する前までの手続を除く。）にあっては当該都市計画対象事業に係る事

業者（当該都市計画対象事業に着手した者を含む。）自らが行うものとする。  

２ 前項の規定により環境影響評価、事後調査その他の手続を行う場合におけ

る条例第６条の２から第２６条まで、第３１条、第３６条及び第３７条の規

定の適用についての技術的読替えは、次の表のとおりとする。  

読み替える条例の規定 読み替えられる字句 読み替える字句  

第６条の２第１項並び

に第２項各号列記以外

の部分及び第１号、第６

条の３第１項、第６条の

４第２項、第６条の５第

１項及び第２項、第６条

事業者  都市計画決定権者  
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の６第１項、第７条各号

列記以外の部分、第１

号、第６号及び第８号、

第８条第１項、第８条の

２第１項から第３項ま

で、第９条第２項、第１

０条第１項及び第２項、

第１１条、第１２条各号

列記以外の部分及び第

４号、第１３条第１項、

第１４条第１項及び第

２項、第１５条第２項、

第１５条の２第２項及

び第３項、第１６条第１

項及び第２項、第１７条

各号列記以外の部分及

び第５号、第１８条第１

項、第２１条第１項並び

に第３６条  

第６条の２第１項及び

第２項第２号、第６条の

６の見出し、第７条各号

列記以外の部分、第２

号、第３号及び第９号、

第８条の２第１項、第１

１条、第１２条第９号、

第１３条第２項、第１９

条（見出しを含む。）、

第６章の章名、第２０条

対象事業  都市計画対象事業  
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の見出し、同条第１項

（都市計画対象事業に

着手する前までを除

く。）、第２１条第１項

及び第２項、第２２条第

１項及び第２項、第２３

条（見出しを含む。）、

第２４条、第２５条並び

に第２６条第１項  

第６条の３第２項、第８

条第２項、第１３条第２

項及び第１８条第２項 

市長 都市計画決定権者  

第６条の３第２項、第８

条第２項、第１３条第２

項及び第１８条第２項 

の提出があった  を提出した  

第６条の６第１項  対象事業  都市計画対象事業に係る

都市計画  

第６条の６第１項、第２

０条第１項（都市計画対

象事業に着手する前ま

でに限る。）  

廃止しようとする  都市計画に定めないこと

とする  

第２０条第１項（都市計

画対象事業に着手する

前までに限る。）  

事業者（対象事業に着手し

た者を含む。次条、第２３

条、第３１条及び第３６条

から第３８条までにおいて

同じ。）  

都市計画決定権者  

第２０条第１項（都市計

画対象事業に着手する

前までに限る。）  

事後調査が終了する 都市計画対象事業に着手

する前  
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第２０条第１項（都市計

画対象事業に着手する

前までに限る。）  

対象事業を  都市計画対象事業を 

第２０条第１項（都市計

画対象事業に着手する

前までを除く。）  

次条、第２３条、第３１条

及び第３６条から第３８条

まで 

以下この条、第２３条、第

３１条、第３７条及び第３

８条 

第２０条第１項（都市計

画対象事業に着手する

前までを除く。）  

第８条第１項の規定による

方法書の提出後  

都市計画対象事業に着手

した後  

第２０条第１項（都市計

画対象事業に着手する

前までを除く。）  

第１７条各号に掲げる事項  事業者の氏名並びに住所

（法人にあってはその名

称、代表者の氏名及び主た

る事業所の所在地）、都市

計画対象事業の名称、目的

並びに内容、都市計画対象

事業が実施されるべき区

域並びにその周囲の概況、

環境影響評価の項目並び

に調査、予測及び評価の手

法、調査の結果の概要並び

に予測及び評価の結果を

環境影響評価の項目ごと

に取りまとめたもの（環境

影響評価を行ったにもか

かわらず環境影響の内容

及び程度が明らかとなら

なかった項目に係るもの

を含む。）、環境の保全の

ための措置（当該措置を講
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ずることとするに至った

検討の状況を含む。）、当

該措置が将来判明すべき

環境の状況に応じて講ず

るものである場合には、当

該環境の状況の把握のた

めの措置並びに都市計画

対象事業に係る環境影響

の総合的な評価  

第２２条第１項  当該事業者  都市計画決定権者  

第３１条  第６条の６第１項又は第２

０条第１項  

第２０条第１項  

第３１条  環境影響評価、事後調査  事後調査  

第３７条  第２６条第１項又は前条  第２６条第１項  

３ 都市計画決定権者は、都市計画についての都市計画法第１７条第１項（同

法第２１条第２項において準用する場合及び同法第２２条第１項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。）の規定による公告及び縦覧を行うと

きは、前項の規定により読み替えて適用される条例第１３条第２項の規定に

より都市計画決定権者が行う公告の日から同項の縦覧期間満了の日の翌日か

ら起算して２週間を経過する日までの間に行うように努めるものとする。  

４ 第２項の規定により読み替えて適用される条例第１８条第２項の規定によ

り都市計画決定権者が行う公告は、都市計画法第２０条第１項（同法第２１

条第２項において準用する場合及び同法第２２条第１項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）の規定による告示と併せて行うように努める

ものとする。 

５ 前各項の規定による都市計画対象事業に係る環境影響評価、事後調査その

他の手続については、第２条の２から第１６条までの規定を準用する。この

場合において、これらの規定の準用についての技術的読替えは、次の表のと

おりとする。 
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読み替える規定  読み替えられる字句 読み替える字句  

第２条の２、第２条の６

の見出し、同条第１項及

び第２項、第４条の２第

１項第２号、第１０条の

３第１項第２号、第１０

条の４第２号、第１０条

の５第１項第２号、第５

章の章名、第１４条の見

出し、同条第１項及び第

２項、第６章の章名、第

１５条の見出し並びに

同条第１項及び第２項 

対象事業  都市計画対象事業  

第４条の２第１項各号

列記以外の部分及び第

１号、第９条第１項並び

に第１０条の４第１号 

事業者  都市計画決定権者  

（平２５規則４８・一部改正）  

（事業者の行う環境影響評価との調整） 

第１７条の２ 事業者が条例第６条の３第１項の規定による配慮書の提出を行

ってから条例第８条第２項の規定による公告が行われるまでの間において、

当該配慮書に係る対象事業又は対象事業に係る施設（以下「対象事業等」と

いう。）を都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業又は同条第５

項に規定する都市施設として都市計画に定めようとする都市計画決定権者が

当該事業者及び市長にその旨を通知したときは、当該事業者は、当該対象事

業に係る方法書を作成していない場合にあっては当該配慮書及び条例第６条

の５第１項の規定による書面を、方法書を既に作成している場合にあっては

当該方法書を当該都市計画決定権者に送付するものとする。この場合におい

て、当該都市計画に係る対象事業については、前条第１項の規定は、都市計
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画決定権者が当該配慮書及び条例第６条の５第１項の規定による書面又は当

該方法書の送付を受けたときから適用する。  

２ 前項の場合において、その通知を受ける前に事業者が行った計画段階配慮

事項についての検討その他の手続は都市計画決定権者が行ったものとみなし、

当該事業者に対して行われた手続は都市計画決定権者に対して行われたもの

とみなす。 

３ 条例第８条第２項の規定による公告が行われてから条例第１３条第２項の

規定による公告が行われるまでの間において、これらの公告に係る対象事業

等を都市計画に定めようとする都市計画決定権者が事業者及び市長にその旨

を通知したときは、事業者は、当該対象事業に係る準備書を作成していない

場合にあっては作成した後速やかに、準備書を既に作成している場合にあっ

ては通知を受けた後直ちに、当該準備書を都市計画決定権者に送付するもの

とする。この場合において、当該都市計画に係る対象事業については、前条

第１項の規定は、都市計画決定権者が当該準備書の送付を受けたときから適

用する。 

４ 第２項の規定は、前項の規定による送付が行われる前の手続について準用

する。 

５ 条例第１３条第２項の規定による公告が行われてから条例第１８条第２項

の規定による公告が行われるまでの間において、第３項の都市計画につき都

市計画法第１７条第１項の規定による公告が行われたときは、当該都市計画

に係る対象事業については、事業者が引き続き条例第４章及び第５章の規定

による環境影響評価その他の手続を行うものとし、前条第１項の規定は、適

用しない。この場合において、事業者は、条例第１８条第２項の規定による

公告が行われた後、速やかに、都市計画決定権者に当該公告に係る同項の評

価書を送付しなければならない。  

（平２５規則４８・追加）  

（港湾計画に係る環境影響評価その他の手続の対象となる要件）  

第１８条 条例第２８条の規則で定める要件は、変更後の港湾計画に定められ

る港湾の開発、利用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全（以下「港湾
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開発等」という。）の対象となる区域のうち、埋立てに係る区域及び土地を

掘り込んで水面とする区域（当該変更前の港湾計画に定められていたものを

除く。）の面積の合計が１５０ヘクタール以上である港湾計画の変更（環境

影響評価法（平成９年法律第８１号）第４８条第１項の規定により港湾環境

影響評価その他の手続が行われるものを除く。）とする。 

２ 条例第２８条の規定により、港湾管理者が港湾計画に係る環境影響評価そ

の他の手続を行う場合に例によることとされる条例第１２条から第１８条ま

でについての技術的読み替えは、次の表のとおりとする。 

読み替える条例の規定 読み替えられる字句 読み替える字句  

第１２条各号列記以外

の部分、第１３条第１

項、第１４条第１項及び

第２項、第１５条第２

項、第１５条の２第２項

及び第３項、第１６条第

１項及び第２項、第１７

条各号列記以外の部分

並びに第１８条第１項 

事業者  港湾管理者  

第１２条第１号  第７条第１号から第８号ま

でに掲げる事項  

港湾管理者の名称及び住

所、条例第２８条に規定す

る港湾計画に係る環境影

響評価その他の手続の対

象となる変更に係る港湾

計画（以下「対象港湾計画」

という。）の名称並びに対

象港湾計画に定められる

港湾開発等が実施される

べき区域及びその周囲の

概況 

194



第１２条第９号及び第

１３条第２項  

対象事業  対象港湾計画  

（平２５規則４８・一部改正）  

第８章 雑則  

（化学物質の種類） 

第１９条 条例第３５条第１項の規則で定める化学物質は、別表第２のとおり

とする。 

（公表することができる事項）  

第２０条 条例第３８条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

（１） 事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地）  

（２） 対象事業の名称、種類及び規模  

（３） 公表の理由 

（４） 条例第３８条第２項の規定により聴取された事業者の意見  

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項  

２ 条例第３８条第１項の規定による公表は、前項に掲げる事項を公告するこ

とにより行うものとする。  

（規則で定める事業） 

第２１条 条例別表第１０号の規則で定める事業は、次に掲げる事業とする。  

（１） 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第７条第１項又は第８条第１

項に規定する道路（以下「県道等」という。）の新設及び改築の事業  

（２） 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第４条第２項第４号に規定す

る林道（以下「林道」という。）の新設の事業  

（３） 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第６号に規定する終末

処理場（以下「下水道終末処理場」という。）の設置及びその規模の変更

の事業 

（委任） 

第２２条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に環境局長が定める。  

付 則  
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この規則は、平成１１年６月１２日から施行する。  

付 則（平成１６年３月１７日規則第１７号）  

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、

公布の日から施行する。  

付 則（平成１６年６月３０日規則第６６号）  

この規則は、平成１６年７月１日から施行する。  

付 則（平成１７年９月８日規則第８１号）  

この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。  

付 則（平成１８年５月２５日規則第６１号）  

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成２５年９月１０日規則第４８号）  

（施行期日） 

１ この規則は、平成２５年１０月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に、改正後の環境影響評価条例施行規則別表第１第

１項第５号オ又はカに該当する事業について北九州市環境影響評価条例の一

部を改正する条例（平成２５年北九州市条例第１４号）による改正後の北九

州市環境影響評価条例（平成１０年北九州市条例第１１号。以下「新条例」

という。）第３章の規定による手続に相当する手続として市長が別に定める

手続（以下「方法書相当手続」という。）が開始されている場合において、

当該事業を実施しようとする者が引き続き当該方法書相当手続を行ったとき

は、当該事業については、新条例第３章の規定による手続が行われたものと

みなす。 

付 則（令和元年６月２７日規則第１２号）  

この規則は、令和元年７月１日から施行する。  

付 則（令和２年２月３日規則第５号）  

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。  

（経過措置） 
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２ 改正後の北九州市環境影響評価条例施行規則（以下「改正後の規則」とい

う。）別表第１第１項第５号オ又はカに該当する事業であって、この規則の

施行の日前に電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４７条第１項若し

くは第２項に規定する認可を受け、又は同法第４８条第１項に規定する届出

がなされたものについては、改正後の規則の規定は、適用しない。  

別表第１（第２条関係）  

（平１６規則１７・平１６規則６６・平１７規則８１・平２５規則４８・

令２規則５・一部改正）  

事業 要件 

１ 条例別

表第１号に

掲げる事業 

（１） 道路の新

設及び改築の事

業 

ア 車線の数が４以上であり、かつ、長さが５

キロメートル以上である道路法第５条第１項

に規定する道路（独立行政法人日本高速道路

保有・債務返済機構法（平成１６年法律第１

００号）第１２条第１項第４号に規定する首

都高速道路若しくは阪神高速道路又は道路整

備特別措置法（昭和３１年法律第７号）第１

２条第１項に規定する指定都市高速道路であ

るものを除く。以下「一般国道」という。）

の新設の事業  

イ 道路の区域を変更して車線の数を増加させ

又は新たに道路を設ける場合における車線の

数の増加に係る部分（改築後の車線の数が４

以上であるものに限る。）及び変更後の道路

の区域において新たに設けられる道路の部分

（車線の数が４以上であるものに限る。）の

長さの合計が５キロメートル以上である一般

国道の改築の事業  

（２） 河川に関

するダムの新

ア 河川管理施設等構造令（昭和５１年政令第

１９９号）第２条第２号のサーチャージ水位
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築、堰
せき

の新築及

び改築の事業

（以下「ダム新

築等事業」とい

う。）並びに河

川工事の事業で

ダム新築等事業

でないもの  

（サーチャージ水位がないダムにあっては、

同条第１号の常時満水位）における貯水池の

水面の面積が５０ヘクタール以上であるダム

の新築の事業  

イ 計画湛
たん

水位（堰
せき

の新築又は改築に関する計

画において非洪水時に堰
せき

によってたたえるこ

ととした流水の最高の水位で堰
せき

の直上流部に

おけるものをいう。）における湛
たん

水区域の面

積（以下「湛
たん

水面積」という。）が５０ヘク

タール以上である堰
せき

の新築の事業  

ウ 改築後の湛
たん

水面積が５０ヘクタール以上で

あり、かつ、湛
たん

水面積が２５ヘクタール以上

増加することとなる堰
せき

の改築の事業  

エ ５０ヘクタール以上の面積の土地の形状を

変更する放水路の新築の事業  

（３） 鉄道及び

軌道の建設及び

改良の事業  

ア 長さが５キロメートル以上である鉄道を設

ける鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）

による鉄道（懸垂式鉄道、跨
こ

座式鉄道、案内

軌条式鉄道、無軌条電車、鋼索鉄道、浮上式

鉄道その他の特殊な構造を有する鉄道並びに

全国新幹線鉄道整備法（昭和４５年法律第７

１号）第２条の新幹線鉄道及び同法附則第６
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項第１号の新幹線鉄道規格新線を除く。以下

「普通鉄道」という。）の建設（同項第２号

の新幹線鉄道直通線の建設を除く。）の事業  

イ 改良に係る部分の長さが５キロメートル以

上である普通鉄道に係る鉄道施設の改良（本

線路の増設（一の停車場に係るものを除く。）

又は地下移設、高架移設その他の移設（軽微

な移設を除く。）に限る。）の事業  

ウ 長さが５キロメートル以上である軌道を設

ける軌道法（大正１０年法律第７６号）によ

る新設軌道（普通鉄道の構造と同様の構造を

有するものに限る。以下「新設軌道」という。）

の建設の事業  

エ 改良に係る部分の長さが５キロメートル以

上である新設軌道に係る線路の改良（本線路

の増設（一の停車場に係るものを除く。）又

は地下移設、高架移設その他の移設（軽微な

移設を除く。）に限る。）の事業  

（４） 飛行場及

びその施設の設

置又は変更の事

業 

ア 長さが１，２５０メートル以上である滑走

路を設ける飛行場及びその施設の設置の事業  

イ 新設する滑走路の長さが１，２５０メート

ル以上である滑走路の新設を伴う飛行場及び

その施設の変更の事業 

ウ 延長後の滑走路の長さが１，２５０メート

ル以上であり、かつ、滑走路を２５０メート

ル以上延長する滑走路の延長を伴う飛行場及

びその施設の変更の事業  

（５） 事業用電

気工作物であっ

ア 出力が１万５，０００キロワット以上であ

る水力発電所の設置の工事の事業  
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て発電用のもの

の設置又は変更

の工事の事業  

イ 出力が１万５，０００キロワット以上であ

る発電設備の新設を伴う水力発電所の変更の

工事の事業  

ウ 出力が７万５，０００キロワット以上であ

る火力発電所（地熱を利用するものを除く。）

の設置の工事の事業 

エ 出力が７万５，０００キロワット以上であ

る発電設備の新設を伴う火力発電所（地熱を

利用するものを除く。）の変更の工事の事業  

オ 設置に係る区域の面積が５０ヘクタール以

上である太陽電池発電所の設置の工事の事業  

カ 設置に係る区域の面積が５０ヘクタール以

上増加する発電設備の新設を伴う太陽電池発

電所の変更の工事の事業  

キ 出力が５，０００キロワット以上である風

力発電所の設置の工事の事業  

ク 出力が５，０００キロワット以上である発

電設備の新設を伴う風力発電所の変更の工事

の事業  

（６） 廃棄物最

終処分場の設置

並びにその構造

及び規模の変更

の事業  

ア 埋立処分の用に供される場所の面積が１５

ヘクタール以上である廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

第８条第１項に規定する一般廃棄物の最終処

分場（以下「一般廃棄物最終処分場」という。）

又は同法第１５条第１項に規定する産業廃棄

物の最終処分場（以下「産業廃棄物最終処分

場」という。）の設置の事業  

イ 埋立処分の用に供される場所の面積が１５

200



ヘクタール以上増加する一般廃棄物最終処分

場又は産業廃棄物最終処分場の規模の変更の

事業 

ウ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（昭和４６年政令第３００号）第７条第１４

号イに規定する産業廃棄物の最終処分場（以

下「遮断型最終処分場」という。）の設置の

事業 

エ 遮断型最終処分場の増設の事業  

（７） 公有水面

の埋立て及び干

拓の事業  

埋立て又は干拓に係る区域の面積が２５ヘクタ

ール以上である公有水面埋立法（大正１０年法

律第５７号）による公有水面の埋立て又は干拓

の事業  

（８） 土地区画

整理事業  

都市計画法の規定により都市計画に定められ、

かつ、開発区域の面積が５０ヘクタール以上で

ある土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）第２条第１項に規定する土地区画整理事業

である事業  

（９） 新住宅市

街地開発事業  

開発区域の面積が５０ヘクタール以上である新

住宅市街地開発法（昭和３８年法律第１３４号）

第２条第１項に規定する新住宅市街地開発事業

である事業  

（１０） 新都市

基盤整備事業  

開発区域の面積が５０ヘクタール以上である新

都市基盤整備法（昭和４７年法律第８６号）第

２条第１項に規定する新都市基盤整備事業であ

る事業  

（１１） 流通業

務団地造成事業  

開発区域の面積が５０ヘクタール以上である流

通業務市街地の整備に関する法律（昭和４１年

法律第１１０号）第２条第２項に規定する流通
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業務団地造成事業である事業  

（１２） 宅地の

造成事業  

ア 開発区域の面積が５０ヘクタール以上であ

る独立行政法人都市再生機構が行う宅地の造

成の事業  

イ 開発区域の面積が５０ヘクタール以上であ

る独立行政法人中小企業基盤整備機構が行う

宅地の造成の事業  

２ 条例別

表第２号に

掲げる事業 

工業団地の造成事

業 

開発区域の面積が５０ヘクタール以上である工

場立地法（昭和３４年法律第２４号）第４条第

１項第３号イに規定する工業団地の造成の事業  

３ 条例別

表第３号に

掲げる事業 

住宅団地の造成事

業 

開発区域の面積が５０ヘクタール以上である住

宅団地（住宅の用に供するための敷地及びこれ

らに隣接し、緑地、道路その他の施設の用に供

するための敷地として造成される一団の土地を

いう。）の造成の事業 

４ 条例別

表第４号に

掲げる事業 

工場又は事業場

（以下「工場等」

という。）の建設

事業 

ア 排出ガス量（温度が零度であって、圧力が

１気圧の状態に換算した排出ガスの最大量を

いう。以下同じ。）が１時間当たり４万立方

メートル以上である工場等の設置の事業  

イ 排出水量（水質汚濁防止法（昭和４５年法

律第１３８号）第２条第１項に規定する公共

用水域に排出される水の最大量をいう。以下

同じ。）が１日当たり５，０００立方メート

ル以上である工場等の設置の事業  

ウ 排出ガス量が１時間当たり４万立方メート

ル以上増加することとなる工場等の規模の変

更の事業  

エ 排出水量が１日当たり５，０００立方メー
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トル以上増加することとなる工場等の規模の

変更の事業  

５ 条例別

表第５号に

掲げる事業 

廃棄物処理施設の

建設事業  

ア 焼却による処理能力が１日当たり５０トン

以上である廃棄物の処理及び清掃に関する法

律第８条第１項に規定する一般廃棄物処理施

設（以下「一般廃棄物処理施設」という。）

又は同法第１５条第１項に規定する産業廃棄

物処理施設（以下「産業廃棄物処理施設」と

いう。）の設置の事業 

イ 処理能力が１日当たり５０トン以上増加す

ることとなる一般廃棄物処理施設又は産業廃

棄物処理施設の規模の変更の事業  

６ 条例別

表第６号に

掲げる事業 

運動施設又はレジ

ャー施設の建設事

業 

開発区域の面積が２０ヘクタール以上である運

動施設又はレジャー施設の建設の事業 

７ 条例別

表第７号に

掲げる事業 

大規模建築物の建

設事業  

ア 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３

８号）第２条第１項第４号に規定する延べ面

積が１０万平方メートル以上である建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１

号に規定する建築物（以下「建築物」という。）

の建設の事業  

イ 建築基準法施行令第２条第１項第６号に規

定する建築物の高さが１００メートル以上で

ある建築物の建設の事業  

８ 条例別

表第８号に

掲げる事業 

土石又は鉱物の採

取事業  

土石（土、砂利（砂及び玉石を含む。）及び採

石法（昭和２５年法律第２９１号）第２条に規

定する岩石をいう。以下同じ。）又は鉱物（鉱

業法（昭和２５年法律第２８９号）第３条に規

定する鉱物をいう。以下同じ。）の採取（土石
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にあっては陸域部分で行われるものに、鉱物に

あっては露天掘りの方法によるものに限る。）

の用に供する場所及びこれと一体として設けら

れる採取した土石若しくは鉱物の保管、移送若

しくは搬出の作業の実施、土石若しくは鉱物の

採取その他の作業の実施に伴って発生する廃棄

物若しくは排水の処理又は土石若しくは鉱物の

採取その他の作業に伴って生ずることが予想さ

れる災害の防止上の必要とされる場所とを合わ

せた面積が２０ヘクタール以上である土石又は

鉱物の採取の事業  

９ 条例別

表第９号に

掲げる事業 

土地の造成事業  開発区域の面積が５０ヘクタール以上である土

地の造成の事業  

１０ 条例

別表第１０

号に掲げる

事業 

（１） 道路の新

設及び改築の事

業 

ア 車線の数が４以上であり、かつ、長さが５

キロメートル以上である県道等の新設の事業  

イ 道路の区域を変更して車線の数を増加させ

又は新たに道路を設ける場合における車線の

数の増加に係る部分（改築後の車線の数が４

以上であるものに限る。）及び変更後の道路

の区域において新たに設けられる道路の部分

（車線の数が４以上であるものに限る。）の

長さの合計が５キロメートル以上である県道

等の改築の事業  

（２） 林道の新

設の事業  

車線の数が２以上であり、かつ、長さが１０キ

ロメートル以上である林道の新設の事業 

（３） 下水道終

末処理場の設置

及びその規模の

ア 計画処理人口が１５万人以上である下水道

終末処理場の設置の事業  

イ 計画処理人口が１５万人以上増加すること
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変更の事業  となる下水道終末処理場の規模の変更の事業  

別表第２（第１９条関係）  

（１） 亜鉛及びその化合物  

（２） アクリルアミド  

（３） アクリル酸及びそのエステル  

（４） アクリロニトリル  

（５） アクロレイン 

（６） アジピン酸 

（７） アジピン酸ジ―２―エチルヘキシル  

（８） 亜硝酸及びその化合物  

（９） アセトアミド 

（１０） アセトアルデヒド  

（１１） アセトニトリル  

（１２） アセトン 

（１３） アセフェート  

（１４） アゾベンゼン  

（１５） アニシジン類  

（１６） アニリン 

（１７） アミトロール  

（１８） アミノフェノール類  

（１９） アラクロール  

（２０） アリルアルコール  

（２１） ３―アリルオキシ―１，２―ベンゾイソチアゾール―１，１―ジ

オキシド（別名プロベナゾール）  

（２２） アリルグリシジルエーテル  

（２３） アルキルフェノール類  

（２４） アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム  

（２５） アルジカルブ  

（２６） アルファ，アルファ，アルファ―トリフルオロ―３，―イソプロ

205



ポキシ―o―トルアニリド（別名フルトラニル）  

（２７） アルファ，アルファ，アルファ―トリフルオロ―２，６―ジニト

ロ―N，N―ジプロピル―P―トルイジン（別名トリフルラリン）  

（２８） アルミニウム及びその化合物 

（２９） 安息香酸 

（３０） アンチモン及びその化合物  

（３１） アンモニア 

（３２） イソオクタン  

（３３） イソデカノール  

（３４） イソバレルアルデヒド  

（３５） イソフェンホス  

（３６） イソブチルアルコール  

（３７） イソプレン 

（３８） ４，４―イソプロピルアイデネジフェノール（別名ビスフェノー

ルA） 

（３９） イソプロピルアルコール  

（４０） N―イソプロピル―３―（３，５―ジクロロフェニル）―２，４―

ジオキソイミダゾリジン―１―カルボキサミド（別名イプロジオン）  

（４１） O，O―イソプロピル―S―ベンジルホスホロチオアート（別名 IBP

又はイプロベンホス） 

（４２） イソプロピルベンゼン  

（４３） イソプロペニルベンゼン  

（４４） ２―イソプロポキシフェニル― N―メチルカルバマート（別名 PHC

又はプロポキスル） 

（４５） イソペンチルアルコール  

（４６） イソホロン 

（４７） 一酸化炭素 

（４８） イプシロン―カプロラクタム  

（４９） インジウム及びその化合物  
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（５０） ウレタン 

（５１） エスフェンバレレート  

（５２） エタノールアミン類  

（５３） N―エチルアニリン  

（５４） エチルアミン類  

（５５） エチルエーテル  

（５６） O―エチル―O―（６―ニトロ―m―トリル）― sec―ブチルホスホ

ロアミドチオアート（別名ブタミホス） 

（５７） エチルパラニトロフェニルチオノベンゼンホスホネイト（別名 EPN） 

（５８） S―エチル―１―ペルヒドロアゼピンカルバマート（別名モリネー

ト） 

（５９） エチルベンゼン  

（６０） エチレン 

（６１） エチレンイミン  

（６２） エチレングリコール  

（６３） エチレングリコールモノアルキルエーテル類  

（６４） エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート  

（６５） エチレンクロロヒドリン  

（６６） エチレンジアミン四酢酸  

（６７） エチレンビス（ジチオカルバミド酸）亜鉛（別名ジネブ）  

（６８） エチレンビス（ジチオカルバミド酸）マンガンと亜鉛イオンの錯

化合物（別名マンゼブ）  

（６９） エチレンビス（ジチオカルバミド酸）マンガン（別名マンネブ）  

（７０） １，１，―エチレン―２，２，―ビピリジルジイリウムジブロミ

ド（別名ジクワット） 

（７１） （RS）―２―（１―エトキシイミノブチル）―５―〔２―（エチ

ルチオ）プロピル〕―３―ヒドロキシ―２―シクロヘキセン―１―オン（別

名セトキシジム）  

（７２） ２―（４―エトキシフェニル）―２―メチルプロピル―３―フェ
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ノキシベンジルエーテル（別名エトフェンプロックス） 

（７３） エピクロロヒドリン  

（７４） １，２―エポキシプロパン  

（７５） 塩化アリル 

（７６） 塩化アルキルジメチルベンジルアンモニウム  

（７７） 塩化エチル水銀  

（７８） 塩化ジメチルカルバモイル  

（７９） 塩化水素 

（８０） 塩化パラフィン  

（８１） 塩化ビニル 

（８２） 塩化ベンザル  

（８３） 塩化ベンジル  

（８４） 塩化メチル 

（８５） 塩化メチル水銀  

（８６） 塩素 

（８７） オーラミン 

（８８） 黄リン  

（８９） オクタクロロスチレン  

（９０） １，２，４，５，６，７，８，８―オクタクロロ―２，３，３ a，

４，７，７a―ヘキサヒドロ―４，７―メタノ―１ H―インデン、１，４，

５，６，７，８，８―ヘプタクロロ―３a，４，７，７ a―テトラヒドロ―

４，７―メタノ―１ H―インデン及びこれらの類縁化合物の混合物（別名ク

ロルデン類） 

（９１） １―オクタノール  

（９２） １―オクテン  

（９３） オルト―トリジン  

（９４） オルト―トルイジン  

（９５） オルト―フタロジニトリル 

（９６） オルト―メトキシフェノール  
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（９７） オレフィンスルフォン酸塩  

（９８） カテコール 

（９９） カドミウム及びその化合物  

（１００） カルバリル  

（１０１） カルボフラン  

（１０２） ギ酸  

（１０３） ギ酸メチル  

（１０４） キシリジン類  

（１０５） キシレノール類  

（１０６） キシレン類  

（１０７） キノリン 

（１０８） 銀及びその化合物  

（１０９） グリオキサール  

（１１０） グリホサート  

（１１１） グルタルアルデヒド  

（１１２） クレゾール類  

（１１３） クロトンアルデヒト  

（１１４） クロム（六価）及びその化合物  

（１１５） クロム（六価以外）及びその化合物  

（１１６） クロルニトロフェン  

（１１７） クロロアニリン類  

（１１８） クロロエタン  

（１１９） ２―クロロ―４―エチルアミノ―６―イソプロピルアミノ―１，

３，５―トリアジン（別名アトラジン） 

（１２０） ２―（４―クロロ―６―エチルアミノ―１，３，５―トリアジ

ン―２―イルアミノ）―２―メチルプロピオノニトリル（別名シアナジン） 

（１２１） クロロ酢酸及びそのエステル  

（１２２） １―クロロ―２，４―ジニトロベンゼン  

（１２３） クロロジブロモメタン  
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（１２４） クロロスルホン酸  

（１２５） クロロタロニル  

（１２６） クロロトルエン類  

（１２７） クロロニトロベンゼン類  

（１２８） クロロピクリン  

（１２９） ２―クロロ―４，６―ビス（エチルアミノ）― s―トリアジン（別

名シマジン） 

（１３０） クロロプレン  

（１３１） １―クロロ―３―ブロモプロパン  

（１３２） S―４―クロロベンジル＝ N，N―ジエチルチオカルバマート（別

名チオベンカルブ） 

（１３３） クロロホルム  

（１３４） ４―クロロ―３―メチルフェノール 

（１３５） クロロメチルメチルエーテル  

（１３６） ケポン 

（１３７） ケルセン 

（１３８） 酢酸エステル類  

（１３９） 三塩化リン  

（１４０） 酸化エチレン  

（１４１） ４，４’―ジアミノジフェニルメタン  

（１４２） ２，４―ジアミノトルエン  

（１４３） ジ（アルファーメチルベンジル）フェノール  

（１４４） シアン及びシアン化合物  

（１４５） ジイソプロピル―１，３―ジチオラン―２―イリデンマロナー

ト（別名イソプロチオラン）  

（１４６） O，O―ジエチル―O―（２―イソプロピル―６―メチルピリミジ

ン―４―イル）ホスホロチオアート（別名ダイアジノン）  

（１４７） O，O―ジエチル―S―２―（エチルチオ）エチルホスホロジチオ

アート（別名ジスルホトン又はエチルチオメトン）  
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（１４８） O，O―ジエチル―O―３，５，６―トリクロロ―２―ピリジンホ

スホロチオエート（別名クロルピリホス）  

（１４９） ジエチルパラニトロフェニルチオホスフェイト（別名パラチオ

ン） 

（１５０） O，O―ジエチル―O―（５―フェニル―３―イソオキサゾリル）

ホスホロチオアート（別名イソキサチオン）  

（１５１） ジエチルベンゼン類  

（１５２） ジエチレングリコール  

（１５３） 四塩化炭素  

（１５４） １，４―ジオキサン  

（１５５） シクロヘキサノール  

（１５６） シクロヘキサノン  

（１５７） シクロヘキシルアミン  

（１５８） シクロペンタジエン  

（１５９） シクロペンタン  

（１６０） ジクロロアニリン類  

（１６１） ジクロロエタン類  

（１６２） ジクロロエチレン類  

（１６３） ３，３’―ジクロロ―４，４’―ジアミノジフェニルメタン  

（１６４） ３，５―ジクロロ― N―（１，１―ジメチル―２―プロピニル）

ベンズアミド（別名プロピザミド）  

（１６５） １，４―ジクロロ―２―ニトロベンゼン  

（１６６） ２，２―ジクロロビニルジメチルホスフェイト（別名ジクロル

ボス） 

（１６７） ３―（３，５―ジクロロフェニル）―５―メチル―５―ビニル

―２，４―オキサゾリジンジオン（別名ビンクロゾリン） 

（１６８） ジクロロフェノール類  

（１６９） １，３―ジクロロ―２―プロパノール  

（１７０） ジクロロプロパン類  
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（１７１） １，３―ジクロロプロペン  

（１７２） ３，３’―ジクロロベンジジン  

（１７３） ジクロロベンゼン類  

（１７４） ジクロロメタン  

（１７５） ジシクロヘキシルアミン 

（１７６） ジシクロペンタジエン  

（１７７） ２，４―ジニトロアニリン  

（１７８） ジニトロトルエン類  

（１７９） ２，４―ジニトロフェノール  

（１８０） ジニトロベンゼン類  

（１８１） S―２，３―ジヒドロ―５―メトキシ―２―オキソ―１，３，４

―チアジアゾール―３―イルメチル―O，O―ジメチルホスホロジチオアー

ト（別名メチダチオン）  

（１８２） ジフェニルアミン  

（１８３） ジフェニルエーテル  

（１８４） ジフェニルスズ化合物  

（１８５） ジフェニルメタン  

（１８６） ２，６―ジ―tert―ブチル―４―エチルフェノール  

（１８７） ジブチルスズ化合物  

（１８８） ２，６―ジ―tert―ブチル―４―メチルフェノール  

（１８９） １，２―ジブロモエタン  

（１９０） １，２―ジブロモ―３―クロロプロパン  

（１９１） シペルメトリン  

（１９２） ジベンジルエーテル  

（１９３） ジベンゾフラン  

（１９４） ジボラン 

（１９５） N，N―ジメチルアニリン 

（１９６） ジメチルアミノアゾベンゼン  

（１９７） S，S’―２―ジメチルアミノトリメチレンビス（チオカルバマ
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ート）塩酸塩（別名カルタップ）  

（１９８） ジメチルエーテル  

（１９９） S，S’―ジメチル―２―ジフルオロメチル―４―イソブチル―

６―トリフルオロメチルピリジン―３，５―ジカルボチアート（別名ジチ

オピル） 

（２００） ジメチルスルホキシド  

（２０１） O，O―ジメチル―O―３，５，６―トリクロロ―２―ピリジルホ

スホロチオアート（別名クロルピリホスメチル）  

（２０２） １，１―ジメチルヒドラジン  

（２０３） １，１’―ジメチル―４，４’―ビピリジニウムジクロリド（別

名パラコート）  

（２０４） ジメチル―４，４’― o―フェニレンビス（３―チオアロファナ

ート）（別名チオファネートメチル） 

（２０５） N，N―ジメチルホルムアミド  

（２０６） O，O―ジメチル―S―メチルカルバモイルメチルホスホロジチオ

アート（別名ジメトエート）  

（２０７） O，O―ジメチル―O―（３―メチル―４―ニトロフェニル）ホス

ホロチオエート（別名フェニトロチオン）  

（２０８） 臭化水素酸  

（２０９） 臭化ビニルモノマー  

（２１０） 臭化メチル  

（２１１） シュウ酸 

（２１２） 臭素  

（２１３） 硝酸及びその化合物  

（２１４） ジンクビス（ジメチルジチオカルバマート）（別名ジラム） 

（２１５） 水銀及びその化合物（塩化エチル水銀及び塩化メチル水銀を除

く。） 

（２１６） スズ及びその化合物（トリブチルスズ化合物及びトリフェニル

スズ化合物を除く。） 
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（２１７） スチレンオキサイド  

（２１８） スチレンポリマー  

（２１９） スチレンモノマー  

（２２０） セリウム及びその化合物  

（２２１） セレン及びその化合物  

（２２２） ターフェニル類  

（２２３） 多環芳香族炭化水素類  

（２２４） 多環芳香族ニトロ化合物類  

（２２５） タリウム及びその化合物  

（２２６） 炭化ケイ素  

（２２７） タングステン化合物  

（２２８） チオシアン酸ナトリウム  

（２２９） チオ尿素 

（２３０） チオフェン  

（２３１） チオ硫酸ナトリウム  

（２３２） チタン及びその化合物  

（２３３） デカブロモジフェニルエーテル  

（２３４） １―デシルアルコール  

（２３５） １―デセン  

（２３６） テトラエチレンペンタミン  

（２３７） １，１，２，２―テトラクロロエタン  

（２３８） テトラクロロエチレン  

（２３９） ４，５，６，７―テトラクロロフタリド（別名フサライド）  

（２４０） テトラヒドロフラン  

（２４１） テトラブロモビスフェノール A 

（２４２） テトラメチルチウラムジスルフィド（別名チウラム）  

（２４３） テルブチラジン  

（２４４） テルル及びその化合物  

（２４５） テレフタル酸  
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（２４６） 銅及びその化合物  

（２４７） トキサフェン  

（２４８） ドデカクロロドデカヒドロジメタノジベンゾシクロオクテン  

（２４９） トランス―デカヒドロナフタレン  

（２５０） トリ（アルファーメチルベンジル）フェノール  

（２５１） トリエタノールアミン  

（２５２） トリエチレンテトラミン  

（２５３） １，３，５―トリグリシジルイソシアヌラート  

（２５４） トリクロサン及び塩素付加体  

（２５５） トリクロピル  

（２５６） N―（トリクロルメチルチオ）―４―シクロヘキセン―１，２―

ジカルボキシミド（別名キャプタン） 

（２５７） トリクロロエタン類  

（２５８） トリクロロエチレン  

（２５９） ２，４，６―トリクロロ―１，３，５―トリアジン  

（２６０） １，１，１―トリクロロ―２，２―ビス（４―クロロフェニル）

エタン類（別名DDT類） 

（２６１） トリクロロフェノール類  

（２６２） １，２，３―トリクロロプロパン  

（２６３） トリクロロベンゼン類  

（２６４） トリシクラゾール  

（２６５） トリフェニルスズ化合物  

（２６６） トリブチルスズ化合物  

（２６７） ２，４，６―トリ― tert―ブチルフェノール 

（２６８） ２，４，６―トリブロモフェノール  

（２６９） トリメチルアミン  

（２７０） トリメチルベンゼン類  

（２７１） ２，２，４―トリメチル―１，３―ペンタンジオールジイソブ

チレート 
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（２７２） トルエン 

（２７３） トルエンジイソシアネート  

（２７４） トルエンスルホンアミド類  

（２７５） トルクロホス・メチル  

（２７６） ナフチルアミン類  

（２７７） ナプロパミド  

（２７８） 鉛及びその化合物  

（２７９） 二酸化硫黄  

（２８０） ニッケル及びその化合物  

（２８１） ニトリロ三酢酸  

（２８２） ニトロアニソール類  

（２８３） ニトログリコール  

（２８４） ニトロソアミン類  

（２８５） N―ニトロソ―N―メチル尿素 

（２８６） N―ニトロソモルホリン  

（２８７） ニトロトルエン類  

（２８８） ニトロフェノール類  

（２８９） ニトロフェン  

（２９０） ニトロベンゼン  

（２９１） 乳酸ブチル  

（２９２） 二硫化炭素  

（２９３） ノニルアルコール  

（２９４） ノネン 

（２９５） ノルマルブチルベンゼン  

（２９６） ノルマルラウリン酸  

（２９７） バナジウム及びその化合物  

（２９８） パラ―クレシジン  

（２９９） パラ―クロロトルイジン及びその強酸塩  

（３００） パラジウム及びその化合物  
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（３０１） パラ―tert―ブチル安息香酸  

（３０２） パラ―ブロモフェノール  

（３０３） バリウム及びその化合物  

（３０４） ピクリン酸  

（３０５） ２，４―ビス（エチルアミノ）―６―メチルチオ―１，３，５

―トリアジン（別名シメトリン）  

（３０６） ビス（２―エチルヘキシル）アミン  

（３０７） ビス（８―キノリノラト）銅（Ⅱ）（別名オキシン銅）  

（３０８） ビス（２―クロロエチル）エーテル  

（３０９） ビス（トリブロモフェノキシ）エタン  

（３１０） ２，２―ビス〔４―（２―ヒドロキシ）―３，５―ジブロモフ

ェニル〕プロパン  

（３１１） 砒
ひ

素及びその化合物  

（３１２） ヒドラジン  

（３１３） ４―ヒドロキシ―４―メチル―２―ペンタノン  

（３１４） ヒドロキシルアミン  

（３１５） ヒドロキノン  

（３１６） ２―ビニルピリジン  

（３１７） ビフェニル  

（３１８） ピリジン 

（３１９） １―フェニル―１―（３，４―ジメチルフェニル）エタン  

（３２０） N―フェニル―１―ナフチルアミン  

（３２１） N―フェニル―２―ナフチルアミン  

（３２２） フェニルヒドラジン  

（３２３） フェニレンジアミン類  

（３２４） フェノール  

（３２５） フェンチオン  

（３２６） フェンバレレート  
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（３２７） ブタクロール  

（３２８） １，３―ブタジエン  

（３２９） ブタナール  

（３３０） ブタノール類  

（３３１） フタル酸エステル類  

（３３２） １，２―ブタンジオール  

（３３３） sec―ブチルアミン  

（３３４） O―３―tert―ブチルフェニル―６―メトキシ―２―ピリジル

（メチル）チオカルバマート（別名ピリブチカルブ）  

（３３５） フッ素及びその化合物  

（３３６） フマル酸 

（３３７） プラチナ及びその化合物  

（３３８） フルオレスセント・２６０  

（３３９） フルオレスセント・３５１  

（３４０） フルフラール  

（３４１） フルフリルアルコール  

（３４２） プレチラクロール  

（３４３） プロパナール  

（３４４） １―プロパノール  

（３４５） プロピオン酸  

（３４６） プロピレンイミン  

（３４７） プロピレングリコール  

（３４８） ブロモエタン  

（３４９） ブロモクロロメタン  

（３５０） ブロモジクロロメタン  

（３５１） ５―ブロモ―sec―ブチル―６―メチルウラシル（別名ブロマシ

ル） 

（３５２） ブロモプロパン類  

（３５３） ブロモホルム  
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（３５４） ベーターナフトール  

（３５５） ベータープロピオラクトン  

（３５６） ヘキサクロルヘキサヒドロメタノベンゾジオキサチエピンオキ

シド（別名ベンゾエピン又はエンドスルファン）  

（３５７） ヘキサクロロエタン  

（３５８） １，２，３，４，１０，１０―ヘキサクロロ―６，７―エポキ

シ―１，４，４a，５，６，７，８，８ a―オクタヒドロ―エキソ―１，４

―エンド―５，８―ジメタノナフタレン（別名ディルドリン）  

（３５９） １，２，３，４，１０，１０―ヘキサクロロ―６，７―エポキ

シ―１，４，４a，５，６，７，８，８ a―オクタヒドロ―エンド―１，４

―エンド―５，８―ジメタノナフタレン（別名エンドリン）  

（３６０） ヘキサクロロシクロヘキサン類  

（３６１） ヘキサクロロフェン  

（３６２） ヘキサクロロブタジエン  

（３６３） １，２，３，４，１０，１０―ヘキサクロロ―１，４，４ a，５，

８，８a―ヘキサヒドロ―エキソ―１，４―エンド―５，８―ジメタノナフ

タレン（別名アルドリン）  

（３６４） ヘキサクロロベンゼン  

（３６５） ヘキサブロモシクロドデカン  

（３６６） ヘキサメチレンジアミン  

（３６７） ヘキサメチレンジイソシアネート  

（３６８） ヘキサン（ノルマルヘキサンを含む。）  

（３６９） ヘキシレングリコール  

（３７０） ベリリウム及びその化合物  

（３７１） ペルメトリン  

（３７２） ベンジルアルコール  

（３７３） ベンズアルデヒド  

（３７４） ベンゼン 

（３７５） S―２―（ベンゼンスルホンアミド）エチル― O，O―ジイソプロ
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ピルジチオホスファート（別名ベンスリド又はSAP） 

（３７６） ベンゾチアゾール  

（３７７） ベンゾトリクロライド  

（３７８） ベンゾフェノン  

（３７９） ペンタエリスリトール  

（３８０） ペンタクロロエタン  

（３８１） ペンタクロロニトロベンゼン  

（３８２） ペンタクロロフェノール（別名 PCP） 

（３８３） ペンタクロロベンゼン  

（３８４） ベンタゾン及びベンタゾンのナトリウム塩 

（３８５） ペンディメタリン  

（３８６） ホウ素及びその化合物  

（３８７） ホスゲン 

（３８８） ポリ塩化ジベンゾフラン及びポリ塩化ジベンゾ―パラ―ジオキ

シンの混合物（別名ダイオキシン類） 

（３８９） ポリ塩化ターフェニル  

（３９０） ポリ塩化ナフタレン  

（３９１） ポリオキシエチレン型非イオン界面活性剤  

（３９２） ポリクロリネイテッドビフェニル（別名 PCB） 

（３９３） ポリ臭化ビフェニル  

（３９４） ホルムアルデヒド  

（３９５） マイレックス  

（３９６） マゼンタ 

（３９７） マラチオン  

（３９８） マンガン及びその化合物  

（３９９） ミクロシスチン類  

（４００） 無水酢酸 

（４０１） 無水フタル酸  

（４０２） 無水マレイン酸  

220



（４０３） メソミル 

（４０４） メタクリル酸メチル  

（４０５） メタノール  

（４０６） メタラキシル  

（４０７） メタリルクロライド  

（４０８） メチラム 

（４０９） N―メチルアニリン  

（４１０） メチルアミン類  

（４１１） メチルイソブチルケトン  

（４１２） メチルエチルケトン  

（４１３） N―メチルカルバミン酸―２― sec―ブチルフェニル（別名フェ

ノブカルブ） 

（４１４） メチルシクロヘキサノール  

（４１５） ２―メチルシクロヘキサノン  

（４１６） メチルヒドラジン  

（４１７） メチルピリジン類  

（４１８） N―メチルピロリドン  

（４１９） メチル―tert―ブチルエーテル  

（４２０） メチル―１―（ブチルカルバモイル）―２―ベンゾイミダゾー

ルカルバマート（別名ベノミル）  

（４２１） メチルブチルケトン  

（４２２） メチルメルカプタン  

（４２３） ４，４’―メチレンビス（２―クロロアニリン）  

（４２４） メチレンビス（４―フェニルイソシアネート）  

（４２５） N―メトキシカルボニルスルファニルアミドナトリウム（別名ア

シュラム） 

（４２６） メトキシクロル  

（４２７） メトリブジン  

（４２８） メラミン 
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（４２９） ２―メルカプトイミダゾリン（別名エチレンチオウレア）  

（４３０） ２―メルカプトベンゾチアゾール  

（４３１） モノクロロフェノール類  

（４３２） モノクロロベンゼン  

（４３３） モノフェニルスズ化合物  

（４３４） モリブデン及びその化合物  

（４３５） モルホリン  

（４３６） 有機シリコン化合物  

（４３７） ヨウ化メチル  

（４３８） ヨウ素 

（４３９） ラクトニトリル  

（４４０） 硫化カルボニル  

（４４１） 硫化水素 

（４４２） 硫化リン 

（４４３） 硫酸  

（４４４） 硫酸ジエチル  

（４４５） 硫酸ジメチル  

（４４６） 硫酸ヒドロキシルアミン  

（４４７） リン酸エステル類  

（４４８） レゾルシノール  
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○北九州市響灘ビオトープ条例  

平成２４年１０月４日 

条例第４０号  

改正 平成２５年１０月１５日条例第３３号  

平成３０年６月２２日条例第４６号  

令和３年１２月１７日条例第３２号  

（設置） 

第１条 北九州市若松区響町二丁目の一般廃棄物の最終処分場の跡地につくり

出された貴重な自然環境を保全するとともに、生物の多様性の確保その他の

自然環境の保全に関する学習及び交流の場を提供し、もって自然と共生する

社会の実現に資するため、北九州市響灘ビオトープ（以下「ビオトープ」と

いう。）を同区響町一丁目１２６番１及び響町二丁目に設置する。  

（事業） 

第２条 ビオトープは、次に掲げる事業を行う。  

（１） ビオトープの自然環境の保全に関する事業  

（２） 自然環境の保全に関する学習及び交流の場を提供する事業  

（３） 自然環境の保全に関する理解を深める事業  

（４） 自然環境の保全に関する情報の収集及び提供に関する事業  

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業  

（行為の制限） 

第３条 ビオトープにおいて、次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじ

め市長の許可を受けなければならない。 

（１） 展示会、集会その他これらに類する催しをすること。  

（２） 動物を捕獲すること。  

（３） 竹木を採取し、又は植物を採集すること。  

（４） 立入禁止区域に立ち入ること。  

（行為の禁止） 

第４条 ビオトープにおいて、次に掲げる行為をしてはならない。  

（１） 動物（身体障害者補助犬法（平成１４年法律第４９号）第２条第１
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項に規定する身体障害者補助犬を除く。）並びに竹木及び植物を故意に持

ち込むこと。 

（２） 他人の利用を妨げ、又は他人に危険を感じさせる行為をすること。  

（３） ビオトープの施設を損傷し、又は汚損すること。  

（４） 花火等の火気を使用すること。  

（５） ごみその他の汚物を捨てること。  

（６） 動物を殺傷すること。  

（平２５条例３３・一部改正）  

（利用の制限及び禁止）  

第５条 市長は、ビオトープの維持管理上必要があるときは、ビオトープの利

用を制限し、又は禁止することができる。  

（平２５条例３３・一部改正）  

（利用の許可） 

第６条 別表に掲げるビオトープの施設及び設備（以下「ビオトープの施設等」

という。）を利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者（地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。

以下同じ。）の許可を受けなければならない。  

２ 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の許可をしな

いものとする。 

（１） 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。  

（２） ビオトープの設置の目的に反するとき。  

（３） ビオトープの施設等を損傷するおそれがあると認められるとき。  

（４） 前３号に掲げる場合のほか、ビオトープの管理上支障があると認め

られるとき。 

（平２５条例３３・一部改正）  

（許可の取消し等） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第３条の許可を取り

消し、若しくは許可に付した条件を変更し、又は行為若しくは利用の中止若

しくはビオトープからの退去を命ずることができる。  
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（１） 前条第２項各号のいずれかに該当するとき。  

（２） この条例若しくはこの条例に基づく処分に違反し、又は関係職員の

指示に従わなかったとき。  

（３） 詐欺その他不正の行為により利用の許可を受けたとき。  

２ 指定管理者は、前項各号のいずれかに該当するときは、前条第１項の許可

を取り消し、利用を制限し、又は利用の停止を命ずることができる。  

（平２５条例３３・一部改正）  

（利用料金） 

第８条 ビオトープの施設等を利用しようとする者は、その利用に係る料金（以

下「利用料金」という。）を指定管理者に支払わなければならない。  

２ 市長は、指定管理者に利用料金を当該指定管理者の収入として収受させる

ものとする。 

３ 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者が市長の

承認を受けて定めるものとする。利用料金の額を変更しようとするときも、

同様とする。 

４ 利用料金は、前納とする。ただし、指定管理者が特別の事情があると認め

るときは、後納とすることができる。 

（平２５条例３３・全改）  

（利用料金の減免） 

第９条 指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、利用料金を減免

することができる。 

（平２５条例３３・全改）  

（利用料金の不返還） 

第１０条 既に納付した利用料金は、返還しない。ただし、指定管理者が特別

の事情があると認めるときは、この限りでない。  

（平２５条例３３・一部改正）  

（指定管理者） 

第１０条の２ 市長は、ビオトープの設置の目的を効果的に達成するため必要

があると認めるときは、その管理を指定管理者に行わせることができる。  
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（平２５条例３３・追加）  

（指定管理者の指定の手続）  

第１０条の３ 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が別に定める

申請書にビオトープの管理に関する事業計画書その他規則で定める書類を添

えて市長に申請しなければならない。 

２ 前項に規定する申請があったときは、市長は、事業計画書の内容、事業計

画書に従いビオトープの管理を安定して行う能力等を審査の上、最も適当で

あると認めたものを指定管理者として指定する。  

（平２５条例３３・追加）  

（指定管理者が行う業務）  

第１０条の４ 指定管理者が行うビオトープの管理の業務は、次のとおりとす

る。 

（１） 第２条各号に掲げるビオトープの事業の実施に関すること。  

（２） ビオトープの維持管理に関すること。  

（３） ビオトープの施設等の利用の許可に関すること。  

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務  

（平２５条例３３・追加）  

（指定管理者が行う管理の基準）  

第１０条の５ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他

市長の定めるところに従いビオトープの管理を行わなければならない。  

（平２５条例３３・追加）  

（指定管理者の秘密保持義務）  

第１０条の６ 指定管理者の役員若しくは職員若しくはその構成員又はこれら

の者であった者は、ビオトープの管理に関して知り得た秘密を漏らし、又は

ビオトープの管理の業務以外の目的のために使用してはならない。  

（平２５条例３３・追加）  

（指定管理者の指定の取消し等に伴う管理の業務等の特例）  

第１０条の７ 市は、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定管

理者の指定の取消し又は期間を定めた管理の業務の全部若しくは一部の停止
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の命令（以下「指定の取消し等」という。）を行ったときは、当該指定の取

消しの日からビオトープの管理を新たな指定管理者に行わせる日の前日まで

の期間又は当該停止の命令を行った期間、ビオトープの管理の全部又は一部

を自ら行うものとする。  

２ 前項の場合において、当該指定の取消し等の日前に当該指定の取消し等を

受けた指定管理者に対して行われ、又は当該指定管理者が行った当該日以後

の利用に係る申請、許可、利用料金の納入その他の行為は、当該日以後の使

用に係る申請、許可、使用料の納入その他の行為として市長に対して行われ、

又は市長が行った行為とみなす。  

３ 第１項の場合において、ビオトープの施設等を使用しようとする者は、第

８条の規定にかかわらず、当該指定の取消し等を受けた指定管理者が同条第

３項の規定により定め、又は変更した利用料金の額に相当する額の使用料を

納入しなければならない。  

４ 第６条、第７条第２項、第８条第４項、第９条及び第１０条の規定は、前

３項の場合について準用する。  

（令３条例３２・追加）  

（委任） 

第１１条 この条例に規定するもののほか、ビオトープの管理に関し必要な事

項は、市長が定める。 

（罰則） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処する。  

（１） 第３条の規定に違反して、許可を受けないで同条各号に掲げる行為

をした者 

（２） 第４条の規定に違反して同条各号に掲げる行為をした者  

（平２５条例３３・一部改正）  

付 則  

この条例は、平成２４年１０月６日から施行する。  

付 則（平成２５年１０月１５日条例第３３号）  

（施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条第２号、第５条（見

出しを含む。）、第６条（見出しを含む。）及び第７条（見出しを含む。）

の改正規定、同条に１項を加える改正規定、第８条、第９条及び第１０条（見

出しを含む。）の改正規定、第１２条第２項を削る改正規定並びに別表の改

正規定は、平成２６年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前になされた改正後の北九州市響灘ビオトープ条例

（以下この項において「改正後の条例」という。）の規定による指定管理者

の指定の手続に相当する手続は、改正後の条例の規定によりなされたものと

みなす。 

３ 付則第１項ただし書に規定する規定の施行前にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。  

付 則（平成３０年６月２２日条例第４６号）抄  

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。  

付 則（令和３年１２月１７日条例第３２号）抄  

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。  

別表（第６条、第８条関係）  

（平２５条例３３・平３０条例４６・一部改正）  

区分 金額 

施設 ビオトープ園 入

園

料 

区分 一般 小・中学校の児

童及び生徒  

個人 １人１

回 

１５０円  ７０円  

団体（３０人以

上） 

１２０円  ６０円  

年間定期券  １年 ６００円  ２８０円  

講義室 １時間又はその端数ごとに２，４００円 

設備 映像設備 １時間又はその端数ごとに２，２５０円以下の範囲内で規
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則で定める額  

音響設備 １時間又はその端数ごとに７５０円以下の範囲内で規則

で定める額  

備考 講義室の金額については、営利を主たる目的とする利用に係る場合の

額は、規定の額の２０割に相当する額とする。  
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10  
( ) 
11

( 25 52 ) 
( ) 
12 10 3 1  
(1)
(2)
(3)
(4)
(5)

( 25 52 ) 
( ) 
13

( 25 52 ) 
( ) 
14

5 31  
( 25 52 ) 

( ) 
15  

( 25 52 11 ) 

24 10 6  
( 25 10 15 52 ) 

4 ( ) 5
6 7 8 9 26 4 1  

( 30 7 25 45 )  
( ) 

1 31 4 1  
( 5 ) 

( 25 52 30 45 ) 

1 1 2,250  

1 1 300  

DVD  1 1 750  

1 1 750  

1 1 750  
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○北九州市環境ミュージアム条例  

平成１４年３月２８日条例第２４号  

改正  平成１７年１０月６日条例第５６号  

平成２４年１０月４日条例第３９号  

平成３０年６月２２日条例第４６号  

令和３年１２月１７日条例第３２号  

（設置） 

第１条  公害の克服の過程、環境の保全、環境への負荷の低減に資する技術等に関する資

料を収集し、保管し、及び展示し、並びに環境の保全に関する学習及び交流の場を提供

することにより、市民の環境の保全のための活動を促進し、もって環境の保全に資する

ため、北九州市環境ミュージアム（以下「ミュージアム」という。）を北九州市八幡東

区東田二丁目２番６号に設置する。  

（事業） 

第２条  ミュージアムは、次に掲げる事業を行う。  

（１） 公害の克服の過程、環境の保全、環境への負荷の低減に資する技術等に関する

資料を収集し、保管し、及び展示する事業  

（２）  環境の保全に関する学習及び交流の場を提供する事業  

（３）  環境の保全に関する啓発事業  

（４）  前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業  

（利用の許可）  

第３条  別表に掲げるミュージアムの施設、設備及び体験型環境学習事業（以下「ミュー

ジアムの施設等」という。）を利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者（地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。

以下同じ。）の許可を受けなければならない。  

２  次の各号のいずれかに該当するときは、指定管理者は、前項の許可をしないものとす

る。 

（１）  公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。  

（２）  ミュージアムの設置の目的に反するとき。  

（３） 別表に掲げるミュージアムの施設及び設備を損傷するおそれがあると認められ

るとき。 

（４） 前３号に掲げる場合のほか、ミュージアムの管理上支障があると認められると

き。 

（平１７条例５６・平２４条例３９・一部改正）  

（利用の許可の取消し等）  

第４条  次の各号のいずれかに該当するときは、指定管理者は、利用の許可を取り消し、
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利用を制限し、又は利用の停止を命ずることができる。  

（１）  前条第２項各号のいずれかに該当するとき。  

（２） この条例若しくはこの条例に基づく処分に違反し、又は関係職員の指示に従わ

なかったとき。  

（３）  詐欺その他不正の行為により利用の許可を受けたとき。  

（平１７条例５６・一部改正）  

（利用料金）  

第５条  ミュージアムの施設等を利用しようとする者は、その利用に係る料金（以下「利

用料金」という。）を指定管理者に支払わなければならない。  

２  市長は、指定管理者に利用料金を当該指定管理者の収入として収受させるものとする。 

３  利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者が市長の承認を受け

て定めるものとする。利用料金の額を変更しようとするときも、同様とする。  

４  利用料金は、前納とする。ただし、指定管理者が特別の事情があると認めるときは、

後納とすることができる。  

（平１７条例５６・全改）  

（利用料金の減免）  

第６条  指定管理者は、あらかじめ市長が定める基準に従い、利用料金を減免することが

できる。 

（平１７条例５６・一部改正）  

（利用料金の不返還）  

第７条  既に納付した利用料金は、返還しない。ただし、指定管理者が特別の事情がある

と認めるときは、この限りでない。  

（平１７条例５６・一部改正） 

（指定管理者）  

第８条  市長は、ミュージアムの設置の目的を効果的に達成するため、その管理を指定管

理者に行わせる。  

（平１７条例５６・一部改正）  

（指定管理者の指定の手続）  

第９条  指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が別に定める申請書にミュージ

アムの管理に関する事業計画書その他規則で定める書類を添えて市長に申請しなけれ

ばならない。  

２  前項に規定する申請があったときは、市長は、事業計画書の内容、事業計画書に従い

ミュージアムの管理を安定して行う能力等を審査の上、最も適当であると認めたものを

指定管理者として指定する。  

（平１７条例５６・追加）  
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（指定管理者が行う業務）  

第１０条 指定管理者が行うミュージアムの管理の業務は、次のとおりとする。  

（１）  第２条各号に掲げるミュージアムの事業の実施に関すること。  

（２）  ミュージアムの維持管理に関すること。  

（３）  ミュージアムの施設等の利用の許可に関すること。  

（４）  前３号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務  

（平１７条例５６・追加）  

（指定管理者が行う管理の基準）  

第１１条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長の定めると

ころに従いミュージアムの管理を行わなければならない。  

（平１７条例５６・追加）  

（指定管理者の秘密保持義務）  

第１２条 指定管理者の役員若しくは職員若しくはその構成員又はこれらの者であった

者は、ミュージアムの管理に関して知り得た秘密を漏らし、又はミュージアムの管理の

業務以外の目的のために使用してはならない。  

（平１７条例５６・追加）  

（指定管理者の指定の取消し等に伴う管理の業務等の特例）  

第１３条 市は、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定管理者の指定の取

消し又は期間を定めた管理の業務の全部若しくは一部の停止の命令（以下「指定の取消

し等」という。）を行ったときは、当該指定の取消しの日からミュージアムの管理を新

たな指定管理者に行わせる日の前日までの期間又は当該停止の命令を行った期間、第８

条の規定にかかわらず、ミュージアムの管理の全部又は一部を自ら行うものとする。  

２  前項の場合において、当該指定の取消し等の日前に当該指定の取消し等を受けた指定

管理者に対して行われ、又は当該指定管理者が行った当該日以後の利用に係る申請、許

可、利用料金の納入その他の行為は、当該日以後の使用に係る申請、許可、使用料の納

入その他の行為として市長に対して行われ、又は市長が行った行為とみなす。  

３  第１項の場合において、ミュージアムの施設等を使用しようとする者は、第５条の規

定にかかわらず、当該指定の取消し等を受けた指定管理者が同条第３項の規定により定

め、又は変更した利用料金の額に相当する額の使用料を納入しなければならない。  

４  第３条、第４条、第５条第４項、第６条及び第７条の規定は、前３項の場合について

準用する。  

（令３条例３２・追加）  

（委任） 

第１４条 この条例に規定するもののほか、ミュージアムの管理に関し必要な事項は、市

長が定める。  
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（平１７条例５６・旧第９条繰下、令３条例３２・旧第１３条繰下）  

付  則 

この条例は、平成１４年４月６日から施行する。  

付  則（平成１７年１０月６日条例第５６号）  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条（見出しを含む。）、第４条（見

出しを含む。）、第５条、第６条（見出しを含む。）及び第７条（見出しを含む。）の

改正規定、第１０条を削る改正規定並びに別表の改正規定（「別表（第５条関係）」を

「別表（第３条、第５条関係）」に改める部分を除く。）は、平成１８年４月１日から

施行する。 

（経過措置）  

２  この条例の施行の際現に地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法律第８１

号）附則第２条の規定によりなお従前の例により管理を委託している北九州市環境ミュ

ージアムの管理については、平成１８年９月１日（同日前に地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき北九州市環境ミュージアムの管理に

係る指定をした場合には、当該指定の日）までの間は、なお従前の例による。  

３  この条例の施行の日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

付  則（平成２４年１０月４日条例第３９号）  

この条例は、平成２４年１０月５日から施行する。  

付  則（平成３０年６月２２日条例第４６号）抄  

（施行期日）  

１  この条例は、平成３１年４月１日から施行する。  

付  則（令和３年１２月１７日条例第３２号）抄  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。  
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別表（第３条、第５条関係）  

（平１７条例５６・平２４条例３９・平３０条例４６・一部改正）  

区分 金額 備考 

施設 展示室 観覧料 区分 一般 小・中学校の児童

及び生徒 

市長が環境の保

全に関する啓発

を行うために特

に必要があると

認めて規則で定

める日について

は、無料で観覧さ

せるものとする。 

個人 １人  

１回 

１５０円 ７０円  

団体

（３０

人以

上） 

１２０円 ６０円  

多目的ホー

ル  

全部を利用する場合  １時間又はその端数ごとに

１，８１０円  

営利を主たる目

的とする利用に

係る場合の額は、

規定の額の２０

割に相当する額

とする。 

２分の１を使用する

場合 

１時間又はその端数ごとに

９００円 

実習室 １時間又はその端数ごとに７３０円  

ドームシア

ター 

１時間又はその端数ごとに１，３８０円  

設備 映像設備 １時間又はその端数ごとに１８，７５０円以下の

範囲内で規則で定める額  

  

音響設備 １時間又はその端数ごとに７５０円以下の範囲

内で規則で定める額  

体験型環境学習事業  一般 １人１

回  

３，０００円  １  市内の高等

学校の生徒以

下の者が教育

課程に基づく

教育活動とし

て教員の引率

の下に利用す

るときは、利用

料金（当該教員

に係る利用料

金を含む。）を

徴収しない。  

高等学校の生

徒以下の者及

び教育課程に

基づく教育活

動として利用

する当該者を

引率する教員  

１，５００円  
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２  体験型環境

学習事業とは、

ミュージアム

の施設及び設

備を利用した

体験活動を通

じ、環境の保全

に関する市民

の理解を深め

るための講習

を行う事業を

いう。 
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北九州市環境ミュージアム条例施行規則 

(平成14年3月28日規則第33号) 

改正 平成17年10月6日規則第88号 

平成30年7月25日規則第45号 

（趣旨） 

第1条この規則は、北九州市環境ミュージアム条例（平成14年北九州市条例第24号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（供用時間） 

第2条北九州市環境ミュージアム（展示室を除く。）の供用時間は、次の各号に掲げる日に応じ、当

該各号に定める時間とする。 

（1）日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日午前9時

から17時まで 

（2）前号に掲げる日以外の日午前9時から19時まで 

2北九州市環境ミュージアム（以下「ミュージアム」という。）の展示室の供用時間は、午前9時か

ら17時までとする。 

3前2項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、供用時間を変更することがで

きる。 

（休館日） 

第3条ミュージアムの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要があると認めるとき

は、これを変更し、又は臨時に休館日を指定することができる。 

（1）月曜日 

（2）1月1日 

（利用申請の受付） 

第4条条例第3条第1項の許可の申請は、利用しようとする日の3月前から受け付けるものとする。た

だし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

（展示室の無料観覧） 

第5条条例別表の施設の展示室の項に規定する規則で定める日は、6月の第1土曜日及びその翌日とす

る。 

（設備の利用料金） 

第6条条例別表の設備の項の規則で定める額は、別表のとおりとする。 

（利用料金の額の承認の告示） 

第7条市長は、条例第5条第3項の承認を行ったときは、速やかにその旨及びその内容を告示するもの

とする。 

（利用権の譲渡等の禁止） 

第8条利用者（条例第3条第1項の許可を受けた者をいう。以下同じ。）は、ミュージアムを利用する
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権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

（設備の変更禁止） 

第9条利用者は、ミュージアムに特別の設備をし、又は変更を加えてはならない。ただし、あらかじ

め市長の承認を受けたときは、この限りでない。 

（原状回復の義務） 

第10条利用者は、ミュージアムの利用を終了したときは、直ちに、利用した部分を原状に回復しな

ければならない。条例第4条の規定により利用の許可を取り消され、又は利用の停止を命じられたと

きも、同様とする。 

（損害賠償の義務） 

第11条ミュージアムに損害を与えた者は、その損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者の指定の申請に係る事項の公表） 

第12条市長は、ミュージアムについて指定管理者を指定しようとするときは、申請の受付場所及び

受付期間その他必要な事項をあらかじめ公表しなければならない。 

（指定管理者の指定の申請の添付書類） 

第13条条例第9条第1項の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

（1）定款、寄附行為又はこれらに準ずるものの謄本 

（2）申請の日の属する事業年度の直前の事業年度における収支決算書 

（3）現に行っている事業の内容及び実績を記載した書類 

（4）事業計画書に係る収支見積書 

（5）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（指定管理者の指定の告示） 

第14条市長は、ミュージアムについて指定管理者を指定したときは、その旨を告示するものとす

る。 

（指定管理者の事業報告） 

第15条指定管理者は、毎年度終了後、その管理するミュージアムの管理の業務に関し事業報告書を

作成し、5月31日までに市長に提出しなければならない。 

（委任） 

第16条この規則の施行に関し必要な事項は、環境局長が定める。 

付則 

（施行期日） 

1  この規則は、平成14年4月6日から施行する。 

（展示室の無料観覧の特例） 

2第5条の規定の適用については、平成14年においては同条中「6月の第1土曜日及びその翌日」とあ

るのは、「4月6日、同月7日、6月の第1土曜日及びその翌日」とする。 

付則(平成17年10月6日規則第88号) 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第2条第1項第2号、第4条(見出しを含む。)、第6条
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(見出しを含む。)、第7条、第8条(見出しを含む。)、第9条及び第10条の改正規定並びに別表の改正

規定は、平成18年4月1日から施行する。 

付則(平成20年10月27日規則第64号) 

この規則は、平成20年12月1日から施行する。 

付則(平成30年7月25日規則第45号)抄 

(施行期日) 

1  この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

別表(第6条関係) 

(平17規則88・平30規則45・一部改正) 

設備 金額 

映

像 

設

備 

高輝度液晶プロジェクター １台につき１時間又はその端数ごとに 18,750円 

携帯用液晶プロジェクター １台につき１時間又はその端数ごとに 2,250円 

スクリーン（大） １枚につき１時間又はその端数ごとに 600円 

スクリーン（小） １枚につき１時間又はその端数ごとに 300円 

資料提示卓 １台につき１時間又はその端数ごとに 1,120円 

ビデオカセットレコーダー １台につき１時間又はその端数ごとに 750円 

ＤＶＤプレーヤー １台につき１時間又はその端数ごとに 750円 

音

響 

設

備 

マイクロホン １台につき１時間又はその端数ごとに 190円 

マイクロホンスタンド（床置型） １台につき１時間又はその端数ごとに 70円 

マイクロホンスタンド（卓上型） １台につき１時間又はその端数ごとに 40円 

ワイヤレスマイク １台につき１時間又はその端数ごとに 750円 

拡声装置 １台につき１時間又はその端数ごとに 750円 
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1 2 4 1
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8

( ) 

9

24 4 1
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